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労務提供契約における日本側の労務管理等事務は、防衛省と機構とが分担して処理し

ている。

防衛省は、在日米軍との労務提供契約の締結、所要経費の概算要求等の基本に関する

事務及び雇用主として自ら実施しなければならない事務を所掌し、機構は、労務管理等

事務のうち、防衛省が所掌する事務を除く人事手続、給与等の計算、福利厚生の実施等

及び駐留軍等労働者の雇入れ等に関する調査・分析・改善案の作成等の事務を所掌して

いる。

労務管理等事務の仕組み

３ 機構の業務

機構で行っている業務の概要は、次のとおりである。

(1) 労務管理業務

駐留軍等及び諸機関に必要な労働力の確保を図るため、米軍基地で勤務を希望す

る者の募集や採用を行う駐留軍等労働者の雇入れ、提供業務。退職等の人事措置に

係る手続等を行う労務管理に関する業務など。

(2) 給与業務

約２６，０００人の駐留軍等労働者の毎月の給与、夏季手当・年末手当、退職手

当及び旅費の支給に関する業務など。

(3) 福利厚生業務

駐留軍等労働者に対する福利厚生事業として、ほう賞金の支払、制服及び保護衣

の購入・貸与、成人病予防健康診断等に関する業務など。
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４ 機構の組織

機構では本部のほか７支部を配置し業務を遂行している。その名称、位置等は以下の

とおりである。

名 称 位 置 管 轄 区 域

本 部 東京都港区 －

三沢支部 青森県三沢市 青森県

横田支部 東京都昭島市 東京都、埼玉県

横須賀支部 神奈川県横須賀市 神奈川県横浜市（旭区及び瀬谷区を
除く 、横須賀市及び逗子市。）

座間支部 神奈川県座間市 神奈川県横浜市（旭区及び瀬谷区に
限る 、座間市、大和市、相模原。）
市、綾瀬市及び静岡県

岩国支部 山口県岩国市 広島県、山口県

佐世保支部 長崎県佐世保市 長崎県

沖縄支部 沖縄県中頭郡嘉手納町 沖縄県

機 構 本 部 及 び 各 支 部 位 置 図
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平成２２年度末現在の組織は以下のとおりである。

機 構 組 織 図

理 事 長

企画調整課理 事 企画調整部

・部内の連絡調整、支部の統括等

理 事

企 画 室

、 、監 事 ・業務方法書の作成及び変更 中期計画の作成及び変更

年度計画の作成、変更及び届出等

(非常勤)監事

情報管理課

・電子計算機システムの取りまとめ

庶 務 課管 理 部

・本部の庶務、文書の審査、職員の人事等

・機構の広報、機構の保有する情報の公開及び中期計画等の公表等

会 計 課

・経理、予算、出納、契約、旅費、管財、物品等

業務企画課業 務 部

・駐留軍等労働者の雇用制度、給与制度及び福利厚生制度に係る

調査、分析及び改善案の作成並びに渉外業務等

管理 課給与

・駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施並びにこれ

らに係る支部への指導監督、統計資料の作成等

、・駐留軍等労働者の給与の支給及びこれに係る支部への指導監督

統計資料の作成等

厚 生 課

・駐留軍等労働者の福利厚生の実施及びこれに係る支部への指導

監督、統計資料の作成等

評価・監査役

・各事業年度に係る業務の実績に関する評価、中期目標に係る事業報告書の作成及び

提出等

・内部監査、会計検査についての連絡及び調整等

三沢支部（三沢市）

支 横田支部（昭島市）

横須賀支部（横須賀市）

座間支部（座間市）

部 岩国支部（岩国市）

佐世保支部（佐世保市）

沖縄支部（嘉手納町）
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独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の業務運営

１ 法人の長等の業務運営状況

(1) 理事長

理事長は、機構の長として、在日米軍基地で働く駐留軍等労働者の視点に立ち、ニ

ーズに沿った一層のサービスの向上、施策の充実に全力で取り組む姿勢を示し、その

姿勢を会議等その他様々な機会を捉えて機構役職員に対し指導し、機構業務の円滑な

遂行のためにリーダーシップを発揮する立場にある。

第２期中期目標期間は、前期中期目標期間の期末（平成１７年度末）の人員数に対

して、今期中期目標期間の期末（平成２２年度末）までに２０％（８０人）の人員削

減を実施すること、さらに、機構運営関係費についても、前期中期目標期間の最終年

度を基準として、今期中期目標期間の最終年度までに１５％（約５億円）の縮減を図

るなど、厳しい目標を示され、これらの課題の処理に当たり、前例にとらわれない柔

軟な発想と指導力を発揮し、駐留軍等労働者へのサービスの維持・向上及び業務の効

率性を踏まえつつ、機構の組織・業務全般の見直しを行ってきた。

具体的には、

① 本部において、業務の集約化等による役、課、係の統合・廃止等を実施

② 支部において、業務の集約化等による課、係の統合及び支部の統廃合等を実施

③ 入力業務等の機械的・定型的業務におけるアウトソーシングの活用

等の組織のスリム化及び経費の抑制に積極的に取り組むと同時に、

④ 駐留軍等労働者の募集においては、労務要求書受理後１か月以内での在日米軍

への紹介率について平均９０％以上を達成すること

⑤ 関東地区における募集方式の変更については、機構を通じて募集する方式への

移行を積極的に推進すること

⑥ 駐留軍等労働者の退職準備研修の内容の充実及び質の向上を図ること

⑦ 少子・高齢化社会における駐留軍等労働者の確保のための施策の在り方を検討

し、改善案を作成すること

⑧ 駐留軍等労働者に貸与している制服、作業着及び靴類等の仕様については、こ

れまで細分化されていたものを原則１品目１仕様とすることにより品質管理の均

等化を図るとともに、駐留軍等労働者の要望を踏まえた内容で作成し、これまで

以上に品質の向上を図ること

等の駐留軍等労働者に対して提供するサービスその他の業務の質の向上を図るための

施策にも取り組んだ。

このような取組に意を注ぎ、力を尽くしたことにより、第２期中期目標期間におけ

る中期目標及び中期計画で掲げられた諸項目については、それぞれ所期の成果を達成

した。

(2) 理 事

理事は、機構における企画調整部門並びに管理部門及び業務部門それぞれの業務に

ついて、役職員が一丸となって、効率的・計画的に遂行できるよう各部の業務調整や

運用実施の整理に努め、特に、理事長の示す業務運営方針を的確に把握し、それが機

構内に的確に反映されるよう、具体的な実現方法を指示することによって、理事長の

運営方針に係る定見と機構の運営体制が齟齬することなく円滑に進められるよう常に

眼を配り、理事長を補佐した。

また、機構組織全体に関わる対外的な調整、交渉の場において、機構の代表者の一

人として、自ら利害の調整を行い、当機構の業務運営をアピールするなど、対外的な

信用を得るべく努力した。
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(3) 監 事

監事は、

① 機構の業務が合理的、能率的に運営されているか否かを監査する業務監査

② 機構の会計に関する事務処理が法令等に従い適正に行われているか否かを監査

する会計監査

を、それぞれ適宜監事監査として実施し、その監査結果を理事長に報告した。

さらに、業務執行担当者に対して、その業務の運営に関して、適宜資料の提出や説

明を求め、時には必要に応じて助言や指導を行うなど常に眼を配り、機構の業務の適

正かつ効率的な運営を目指し、また会計経理の適正化を期するよう努めた。

また、機構内で定期的に開催される役員会議等のみならず、部外で開催される重要

な会議にも出席し、機構の運営実績等を監事の視点から述べ伝え、対外的な信用を得

るべく努力した。

２ 機構内における業務運営体制

機構では、週ごとに理事長を始めとする役員及び各部長ほかの出席を得て、機構の意

思決定を行う「役員等会議」を開催し、理事長は、各部長から業務案件の説明を受け、

当該案件に係る処理方針を個別具体的に指示している。さらに、重要な決定事項につい

ては、同会議において決定されている。

また、上記のメンバーに課長等を参加させ、情報・意見交換を行った上で、業務の全

体把握を図るための「連絡会議」を月ごとに開催し、理事長等は、各部・各課等から業

務案件の現状及び今後の予定について説明を受け、当該案件に係る処理方針を個別具体

的に指示している。

このほか年１回程度開催される「支部長会議」においては、本部役職員と各支部の支

部長が一堂に会し、本部からは業務の運営体制を始めとする年度計画等について説明す

るとともに、各支部長からは、当該支部に係る状況報告を行うなどして、本部・支部間

の認識を一つにし、機構の労務管理等事務の効率的な業務運営等に資することとしてい

る。

以上のように、理事長を始めとする機構役員等は、各種会議等を通じて、機構内の状

況をよく把握し、また、適切な指示がなされるよう体制を整えているものである。

３ 今期中期目標期間の取組状況

機構は、防衛大臣（主務大臣）から指示された第２期中期目標期間（平成１８年度～

平成２２年度 を達成するため 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構中期計画 以） 、 （

下「中期計画」という ）を策定の上、この中期計画に基づき、毎事業年度の業務運営。

に関する計画（以下「年度計画」という ）を定め、同計画に掲げられた諸項目につい。

て、役職員が一体となって目的意識を培い、各事業年度ごとに計画的、段階的、積極的

かつ着実に実施してきたところである。

第２期中期目標期間のうち、平成１８年度から平成２１年度までの４か年度の業務実

績については、防衛省独立行政法人評価委員会（以下「防衛省評価委員会」という ）。

から毎事業年度の業務の実績に関する評価結果における総合評価表の中で、次のような

評価を受けている。
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○業務の実績に関する総合評価表―総合評価（業務実績全体の評価）

平成１８年度

・機構の平成１８事業年度業務実績については、全体として年度計画に沿って的確に業

務が実施されており、中期目標の達成に向け着実に進捗しているものと認められる。

、 、・平成１８年度は第２期中期目標期間の初年度であるが 中期目標を着実に達成すべく

機構の運営努力により、年度計画に掲げている「人件費概ね４％、物件費概ね２％の

経費の抑制」について、平成１９年度以降を見通し、その抑制率を大きく上回ってい

る。また、国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上等の促進を継続し

たと認められる。

・今中期目標期間においても、支部の統合を含めての組織の見直し及び事務の効率化等

を引き続き促進させ、その着実な実施によって、より一層の成果を上げていくことを

期待する。

平成１９年度

・機構の平成１９事業年度業務実績については、全体として年度計画に沿って的確に業

務が実施されており、中期目標の達成に向け着実に進捗しているものと認められる。

・平成１９年度は今中期目標期間の２年目であるが、中期目標を着実に達成すべく、機

構の運営の効率化を図ることにより、年度計画に掲げている「年度平均４％の人員削

」 、「 、 」 、減 を実施するとともに 人件費概ね４％ 物件費概ね２％の経費の抑制 について

平成２０年度以降を見通し、その抑制率を大きく上回る経費の抑制を図っている。

・本部事務所の機能が２箇所に分かれている状況については、業務運営の効率化及び機

構法との関係で手続上の重大な課題を残している観点から望ましいものではなく、速

やかに是正されたい。

・今中期目標期間においても、支部の統合を含めての組織の見直し及び事務の効率化等

を引き続き促進させ、その着実な実施によって、より一層の成果を上げていくことを

期待する。また、計画に沿って事業を実施することにとどまらず、計画の前倒し着手

に積極的に取り組み、成果の拡大を図ることを期待する。

平成２０年度

・機構の平成２０事業年度業務実績については、全体として年度計画に沿って的確に業

務が実施されており、中期目標の達成に向け着実に進捗しているものと認められる。

・平成２０年度は今中期目標期間の３年目であるが、中期目標を着実に達成すべく、機

構の運営の効率化を図ることにより、年度計画に掲げている「年度平均４％の人員削

」 、「 、 」 、減 を実施するとともに 人件費概ね４％ 物件費概ね２％の経費の抑制 について

平成２１年度以降を見通し、その抑制率を大きく上回る経費の抑制を図っている。

・本部事務所の機能が２箇所に分かれている状況については、業務運営の効率化の観点

から望ましいものではなく、国との調整を行い適切な措置を講じられたい。

・今中期目標期間においても、支部の統合を含めての組織の見直し及び事務の効率化等

を引き続き促進させ、その着実な実施によって、より一層の成果を上げていくことを

期待する。また、計画に沿って事業を実施することにとどまらず、計画の前倒し着手

に積極的に取り組み、成果の拡大を図ることを期待する。

・さらに、国民からのニーズを積極的に把握して、業務運営体制や業務の改善を図るよ

う、広報誌やホームページ等を活用して国民からの意見を募集することが望ましい、

また、国民からの意見を職員一人一人が把握することにより、職員の業務に対する意

識の高揚を図ることを期待する。
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平成２１年度

・平成２１事業年度業務実績については、全体として年度計画に沿って的確に業務が実

施されており、中期目標の達成に向け着実に進捗しているものと認められる。

・具体的には、平成２１年度は今中期目標期間（５年間）の４年目にあたり、その中期

目標を着実に達成すべく、業務運営の効率化を図りつつある。年度計画（平成２１年

度）に掲げている「年度平均４％の人員削減」や「人件費概ね４％、物件費概ね２％

の経費の抑制」など次年度以降を見通しつつ、その抑制率を大きく上回る経費の抑制

を図っている。

・しかしながら、本部事務所の機能が２箇所に分かれている状況については、防衛省か

らの改善措置要求の趣旨及び業務運営の効率化の観点から改善が図られるべき課題を

残しており、今後、防衛省と十分に調整を行い、適切な対応を執ることを期待する。

・今中期目標期間においても、支部の統合を含めての組織の見直し及び事務の効率化等

を引き続き促進させ、その着実な実施によって、より一層の成果を上げていくことを

期待する。また、計画に沿って事業を実施することにとどまらず、計画の前倒し着手

に積極的に取り組み、成果の拡大を図ることを期待する。

上記に掲げる評価結果を踏まえ、平成２２年度においても、引き続き着実な成果を挙

げた結果、第２期中期目標期間における中期目標及び中期計画で掲げられた諸項目につ

いては、それぞれ所期の成果を達成した。

４ 中期目標期間終了時における機構組織・業務の検討、見直し

平成２２年度末に機構の第２期中期目標期間が終了することから、防衛大臣（主務大

臣 は 通則法第３５条第１項及び 中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・） 、 「

業務全般の見直しについて （平成１５年８月１日閣議決定）に基づき、機構組織及び」

業務の全般の検討を行い、見直しについての当初案を作成し、通則法第３５条第２項の

規定に則り、防衛省評価委員会の意見も聴いた上で、平成２２年８月３１日に同案を総

務省へ提出した。

その後、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会（以下「政独委」という ）は、。

上記当初案を基に防衛省に対してヒアリング等を行い、検討を加えた上で、通則法第３

５条第３項に基づき、平成２２年１１月２６日に「独立行政法人の主要な事務及び事業

の改廃に関する勧告の方向性について」を取りまとめ、防衛大臣（主務大臣）に対して

意見・指摘を行った。

また、行政刷新会議においても「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」が

取りまとめられ、平成２２年１２月７日に閣議決定された。

防衛大臣（主務大臣）は、これら政独委からの意見・指摘及び行政刷新会議の決定を

踏まえ 「独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の組織・業務全般の見直しについ、

て」を作成し、平成２２年１２月２４日付けで政独委に対して通知し、その後、この見

直し案に基づいて、第３期中期目標期間における中期目標案の策定に着手した。

防衛大臣（主務大臣）作成の組織・業務全般の見直し案の内容は次のとおりである。

○独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の組織・業務全般の見直しについて

１ 事務及び事業の見直し

(1) 法人業務の在り方の見直し
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ア 業務の効率化・要員縮減

業務の一層の効率的かつ効果的な実施を図る観点から、米軍再編の動向等も踏ま

えつつ、業務の徹底した効率化を行い、次期中期目標期間中に、１５％を目標とし

て１０％以上の要員縮減を実施する。

イ 最適な業務実施体制の検討

アと並行して、現在の業務実施体制をゼロベースで見直し、国自ら実施すること

を含め、トータルコスト、業務効率等から見て、最適な業務実施体制についての結

論を次期中期目標期間中のできる限り早期に得て、所要の措置を講ずる。見直しに

当たっては、真に国家公務員でなければできない業務とそれ以外の業務を従来の枠

に捕らわれることなく厳しく精査する。

(2) ほう賞事業の見直し

、 、駐留軍等労働者に対するほう賞事業について 国民への説明責任を果たす観点から

ほう賞制度の本来の在り方に着目しつつ、その在り方の見直しを在日米軍等と引き続

き協議する。

２ 組織面の見直し

業務運営の効率化・法執行の適正化の観点から、東京都大田区に置かれている事務所

と横浜市に置かれている事務所を平成２３年３月末までに東京都内の一か所に集約させ

る。当該集約に当たっては、平成２０年２月に実施した本部事務所移転に伴う経費削減

の効果を後退させないようにする。

機構の平成１９年度及び平成２０年度の財務諸表の承認については、機構が当該集約

のために必要な措置を講じたことを確認した後に行う。

３ 保有資産の見直し

(1) 旧コザ支部の跡地等

支部統合に伴い廃止した旧コザ支部の土地等については、独立行政法人通則法（平

成１１年法律第１０３号）に則して国庫に納付する。

(2) 支部・分室の見直し

保有資産の有効活用等の観点から、各支部・分室について、職員数に比して施設規

模が過大でないか、土地・建物の売却等を行い、賃貸ビルへの入居による経費の抑制

を図ることができないか、近傍に所在する防衛事務所の庁舎に入居できないかなどを

早期に検討し、結論を得て、所要の措置を講ずる。

４ 業務全般に関する見直し

(1) 効率化目標の設定等

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により業

、 、務運営コストを縮減することとし 一般管理費及び事業費に係る効率化目標について

これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具体的な目

標を設定する。

なお、一般管理費については、経費節減の余地がないかについて自己評価を行った

上で、適切な見直しを行う。

また、官民競争入札等の積極的な導入を推進し、業務の質の維持・向上及び経費削

減の一層の推進を図る。

(2) 給与水準の適正化等

国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方を厳しく検証

した上で、目標水準等を設定してその適正化に計画的に取り組むとともに、その検証

結果や取組状況を公表する。

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直す。
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(3) 契約の点検・見直し

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて （平成２１年１１月１７日）」

に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進し、業務運営の効率

化を図る。

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の

確保を追求し、情報提供の在り方を検討する。

(4) 保有資産の見直し等

保有資産については、３に掲げるもののほか、経済合理性等の観点に沿って、その

保有の必要性について不断に見直しを行い、支障のない限り、国への返納等を行う。

(5) 内部統制の充実・強化

内部統制については、更に充実・強化を図る。

(6) その他

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の透明性の確保等に努める。

５ 次期中期目標への機構の取組

「独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の組織・業務全般の見直しについて」を

踏まえ、防衛大臣（主務大臣）は、機構に対し第３期中期目標期間（平成２３年度～平

成２７年度）における中期目標を新たに策定し、指示した。

中期目標に示された主な点としては、

[機構の業務の運営体制に係る目標]

① 業務の一層の効率的かつ効果的な実施を図るため、前中期目標の終期（平成２２

年度末）の人員数に対して、本中期目標の終期（平成２７年度末）までに１５％を

目標として１０％以上の要員縮減を実施する。

② 国による機構の最適な業務実施体制の検討（現在の業務実施体制をゼロベースで

見直し、国自ら実施することを含め、トータルコスト、業務効率等から見て、最適

な業務実施体制について検討することをいう ）について、これに積極的に参画す。

るとともに、その結論に則した所要の措置を実施する。

③ 各支部・分室について、近傍に所在する地方防衛事務所の庁舎への入居などを検

討し、結論を得て、所要の措置を講ずる。

[国民に対して提供するサービス・業務の質の向上に係る目標]

① 労務要求書受理後１か月以内に資格要件を満たす者を在日米軍に紹介する率につ

いて、本中期目標の期間において平均９０％以上を維持するよう努める。

② 駐留軍等労働者の福利厚生施策については、駐留軍等労働者の要望を踏まえて実

施する等により質の向上に努める。

等である。

機構は、これらの目標を次期中期目標期間中に達成すべく、独立行政法人駐留軍等労

働者労務管理機構中期計画を策定し、平成２３年度から計画の実行に着手している。

今後は、独立行政法人の特性を最大限に発揮しつつ、理事長のリーダーシップの下、

機構役職員が一丸となって、当該計画を確実に実施し、成果を積み重ねていきたい。



第３章 中期目標期間における業務実績
の概要
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中期目標期間における業務実績の概要

１ 中期目標期間（平成１８年度～平成２２年度）の業務実績概要

平成１７年度を最終年度とする第１期中期目標期間は、関係都県が実施していた労務

管理等事務を機構が円滑に引継ぎ、確実に実施するとともに効率的に事務処理ができる

ように基礎的な業務の仕組みや体制を整備することが最大の課題であり、この課題に役

職員が一丸となって取り組んだ結果、着実に成果を上げ、一部業務は当該中期目標期間

（平成１４年度～平成１７年度）の終了を待たずに達成するなど、内閣府独立行政法人

評価委員会からも高い評価を得た。

平成１８年度から新たに始まった第２期中期目標期間においては、従前より実施して

きた駐留軍等労働者に対するサービス等の内容を維持・向上させることはもちろんのこ

と、業務運営の効率化のため、本部・支部の業務全般を見直し、業務の集約化やアウト

ソーシングの活用等により、組織のスリム化や一部の支部の統廃合により大幅な人員削

減を実施し、同時に、この過程において、本部の管理部門を縮小するとともに、各支部

においては、支部ごとに管理する駐留軍等労働者数に応じ、管轄する米軍施設の特性及

び配置状況を勘案しつつ、支部間のバランスを考慮した適正な規模の職員配置としたと

ころである。

その一方で、駐留軍等労働者の雇入れ、提供、労務管理、給与及び福利厚生などの労

務管理等事務については、引き続き確実に実施することはもとより、更なるサービスそ

の他の業務の質の向上を図るための各種施策等を推進した。

これらの取組により、第２期中期目標期間における中期目標で掲げられた諸項目につ

いては、それぞれ所期の成果を達成したところである。

、 。各年度ごとの業務実績の実施状況及び達成状況については 次頁以下のとおりである
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２ 業務運営の効率化に関する事項

□ □□ □□ □(1) 業務の運営体制

● ●

【中期目標】

―業務運営の効率化に関する事項―

○業務の運営体制

・組織及び業務の見直しにより、本部・支部の業務内容及び業務量に応じた

適切な人員配置となるよう前期中期目標期間の期末（平成１７年度末）の

人員数に対して、中期目標期間の期末（平成２２年度末）までに２０％の

人員削減を実施すること。

【中期計画】

―業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置―

○業務の運営体制

・ 行政改革の重要方針 （平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、本「 」

部・支部の業務内容及び業務量に応じた適切な人員配置となるよう前期中

期目標期間の期末(平成１７年度末）の人員数に対して、中期目標期間の

期末 (平成２２年度末）までに２０％の人員削減を実施するため、各年度

平均４％の人員削減を実施する。

・このため、機構に設置したプロジェクトチームを中心として、以下の組織

及び業務の見直しを実施する。

・また、国家公務員の給与構造改革を踏まえて、役職員の給与について必要

な見直しを進める。

平成１８年度における業務実績

前期中期目標期間の期末（平成１７年度末）時点での人員数３９６人に対し、平成

１８年度は、１６人の削減を実施し、平成１８年度末の人員数を３８０人とし、独立行政

法人駐留軍等労働者労務管理機構年度計画（平成１８年度）で掲げた「４％」の人員削

減を達成した。削減の内訳は、本部においては、渉外役及び広報広聴役の統合等による

５人、支部においては、係の統合等による１１人である。

なお、機構の組織及び業務の見直しについて検討を進めるべく「組織・業務見直し検

討委員会」を設置し 「中期目標期間における業務運営体制の見直しに関する構想」を、

、 、 、取りまとめ 今期中期目標期間中は 本構想をベースに設定された目標の達成に向けて

着実に実施するよう努めることとした。

また、平成１７年８月の人事院勧告において、平成２２年度までに給与構造の抜本的

な改革（以下「給与構造改革」という ）を実施することが盛り込まれ、機構において。

もこの給与構造改革を踏まえ、職員の俸給表及び役員報酬の見直し（俸給水準の引下

げ 、地域手当の新設及び勤務実績の給与・勤勉手当への反映が実施されるよう独立行）

政法人駐留軍等労働者労務管理機構役員報酬規則（以下「役員報酬規則」という ）及。

び独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構職員給与規則（以下「職員給与規則」とい

う ）を改正した。。

平成１９年度における業務実績

１６人の削減を実施し、平成１９年度末の人員数を３６４人とし、独立行政法人駐留

軍等労働者労務管理機構年度計画（平成１９年度）で掲げた「４％」の人員削減を達成
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した。削減の内訳は、本部においては、広報渉外役の廃止、評価役及び監査役の統合等

による４人、支部においては、呉支部の岩国支部への統合による６人、その他一般職員

等の削減による６人の計１２人である。

また、給与構造改革を踏まえた役職員の俸給等の見直しについては、地域手当の支給

割合の改正、広域異動手当の新設、俸給の特別調整額の定額化等が実施されるよう役員

報酬規則及び職員給与規則を改正した。

平成２０年度における業務実績

１６人の削減を実施し、平成２０年度末の人員数を３４８人とし、独立行政法人駐留

軍等労働者労務管理機構年度計画（平成２０年度）で掲げた「４％」の人員削減を達成

した。削減の内訳は、本部においては、課及び係の統合等による３人、アウトソーシン

グの活用による３人の計６人、支部においては、横須賀支部横浜分室の廃止及びその他

一般職員の削減による４人、アウトソーシングの活用による６人の計１０人である。

また、給与構造改革を踏まえた役職員の俸給等の見直しについては、地域手当の支給

割合の改正、勤勉手当の支給割合の改正が実施されるよう役員報酬規則及び職員給与規

則を改正した。

平成２１年度における業務実績

１６人の削減を実施し、平成２１年度末の人員数を３３２人とし、独立行政法人駐留

軍等労働者労務管理機構年度計画（平成２１年度）で掲げた「４％」の人員削減を達成

した。削減の内訳は、支部において、那覇支部及びコザ支部の統合による９人、アウト

ソーシングの活用による７人である。

また、給与構造改革を踏まえた役職員の俸給等の見直しについては、地域手当の支給

割合の改正、俸給の特別調整額の見直し、俸給月額及び期末・勤勉手当の引下げ等が実

施されるよう役員報酬規則及び職員給与規則を改正した。

平成２２年度における業務実績

１６人の削減を実施し、平成２２年度末の人員数を３１６人とし、独立行政法人駐留

軍等労働者労務管理機構年度計画（平成２２年度）で掲げた「４％」の人員削減を達成

。 、 、 、 、した 削減の内訳は 本部においては 課及び係の統合等による６人 支部においては

富士支部の座間支部への統合による２人、アウトソーシングの活用による８人の計１０

人である。

また、給与構造改革を踏まえた役職員の俸給等の見直しについては、地域手当の支給

割合の改正、俸給月額及び期末・勤勉手当の引下げ等が実施されるよう役員報酬規則及

び職員給与規則を改正した。

、 （ ） 、以上 前期中期目標期間の期末 平成１７年度末 時点での人員数３９６人に対し

平成２２年度末の人員数を３１６人とし、中期目標で掲げられた２０％（８０人）の人

員削減を達成した。

また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の俸給等の見直しについては、職

員の俸給表及び役員報酬の見直し（俸給水準の引下げ 、地域手当の新設及び勤務実績）

の給与・勤勉手当への反映が実施されるよう役員報酬規則及び職員給与規則を改正し

た。
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人員の削減状況（平成１８年度～平成２２年度）

（単位：人）

区分 平成１７ 平成１８ 平成１９ 平成２０ 平成２１ 平成２２ 削減数合計

年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 及び削減率

本部 83 78 ( 5) 74 ( 4) 68 ( 6) 68 ( 0) 62 ( 6) 21 [25%]

支部 313 302 (11) 290 (12) 280 (10) 264 (16) 254 (10) 59 [19%]

合計 396 380 (16) 364 (16) 348 (16) 332 (16) 316 (16) 80 [20%]

注：( )内は対前年度削減数。

― ―◆ ◆ア 本部の業務全般の見直し

● ●

【中期目標】

―業務運営の効率化に関する事項―

○業務の運営体制

・組織の在り方について抜本的な見直しを行う。

・本部については、業務全般を見直し、業務の集約化などにより、管理部門

を縮小し、組織のスリム化を図り、前期中期目標期間の期末（平成１７年

度末）の人員数に対して、中期目標期間の期末（平成２２年度末）までに

機構全体の削減率を上回る人員削減を実施すること。

【中期計画】

―業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置―

○業務の運営体制

・本部については、平成１８年度末までに業務全般を見直すとともに、支部

とのバランスを考慮した人員数の見直しを図り、平成１９年度以降、円滑

な業務処理に配慮しつつ、業務の集約化やアウトソーシングの活用等によ

り、段階的に係の統合やポストの削減等を実施する。これにより、管理部

門を縮小し、組織のスリム化を図り、前期中期目標期間の期末（平成１７

年度末）の人員数に対して、中期目標期間の期末（平成２２年度末）まで

に機構全体の削減率を上回る人員削減を実施する。

平成１８年度における業務実績

本部組織内のそれぞれの課で実施している庶務業務及び機構の事業計画・予算計画等

の関連業務の集約化（業務の見直しを含む ）に向けた検討を行い、今期中期目標期間。

中に実施すべき項目、時期、内容について策定した。

また、業務の集約化等により、渉外役及び広報広聴役を統合したほか、管理部庶務課

の一般職員、業務部内の専門職のポストを削減した。

平成１９年度における業務実績

広報誌の編集業務及び機構ホームページの更新業務をアウトソーシングし、また、広

報渉外役を廃止したほか、業務実績評価に係る業務と会計監査・業務監査に係る業務を

集約化することにより評価役及び監査役を統合するなど管理部門を縮小した。さらに、
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労務厚生課内の係を統合するとともに、課長代理のポストを統合した。

平成２０年度における業務実績

業務の集約化等により、企画調整部調整課及び企画課を統合したほか、管理部庶務課

内及び会計課内の係を統合した。

また、

①文書受付・発信台帳の記入、

②機構職員の給与計算等の入力

等の機械的・定型的業務についてアウトソーシングを活用し、庶務課及び会計課の一般

職員を削減した。

平成２１年度における業務実績

平成２２年度における業務の集約化（業務の見直しを含む ）による組織のスリム化。

について検討することとし、業務部労務管理課と労務給与課の統合等の検討を行い、平

成２２年度当初から実施できるよう内部調整に努めた。

平成２２年度における業務実績

業務の集約化等により、業務部労務管理課と労務給与課を統合したほか、労務厚生課

内の係を統合した。さらに、管理部会計課の一般職員と業務部業務企画課の専門職のポ

ストを削減した。

以上、本部においては、業務の集約化等により、前期中期目標期間の期末（平成１７

年度末）の人員に対し約２５％の削減率を達成し、中期目標に掲げられた機構全体の削

減率 ２０％ を上回る人員削減を達成したところである １４頁人員の削減状況 平（ ） 。（ （

成１８年度～平成２２年度）参照）

― ―◆ ◆イ 支部の業務全般の見直し

● ●

【中期目標】

―業務運営の効率化に関する事項―

○業務の運営体制

・組織の在り方について抜本的な見直しを行う。

・支部については、今後の在日米軍の再編状況等を踏まえ、業務全般を見直

し、業務の集約化などにより、組織のスリム化及び一部の支部の統廃合を

実施するとともに、各支部が管轄する米軍施設の特性及び配置状況等を勘

案し、管理する駐留軍等労働者数に応じ、支部間のバランスを考慮した適

正な規模の職員配置を行うこと。

【中期計画】

―業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置―

○業務の運営体制

・支部については、今後の在日米軍の再編状況等を踏まえ、平成１８年度末

までに業務全般を見直し、平成１９年度以降、円滑な業務処理に配慮しつ

つ、業務の集約化やアウトソーシングの活用等により、段階的に、以下の

措置を講ずる。

ア 係の統合やポストの削減等を実施し組織のスリム化を図る。
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イ 駐留軍等労働者へのサービスの維持及び業務の効率性等の観点から検

討し、一部の支部の統廃合を実施する。

ウ 各支部の人員数について、支部職員一人当たりが管理する駐留軍等労

働者数を基準として見直しを行い、各支部が管轄する米軍施設の特性及

び配置状況等を勘案し、管理する駐留軍等労働者数に応じ、支部間のバ

ランスを考慮した適正な規模の職員配置を行う。

平成１８年度における業務実績

支部の業務の実態（業務フロー・処理件数等）を調査・整理し、簡素化・効率化（業

務の見直しを含む ）に向けた検討を行い、今期中期目標期間中に実施すべき項目、時。

期、内容について策定した。

、 、 、 、さらに 関東 中国及び沖縄の３地区の支部の統廃合について検討を行い その結果

呉支部を岩国支部に統合、那覇支部と沖縄支部を統合、富士支部を座間支部に統合する

こととした。

このほか、各支部の職員１人当たりが管理する駐留軍等労働者について、これまで支

部間でばらつきがあったため、現地の米軍施設の特性等を考慮しつつ、適正な規模の職

員配置とするため、段階的に支部間で職員の振替を行うなどして、ばらつきを是正する

こととした。

また、業務の集約化により、各支部の総務係と経理係を統合するなどした。

平成１９年度における業務実績

呉支部を岩国支部に統合し、駐留軍等労働者及びその応募者へのサービスや現地在日

米軍、地方防衛局等との円滑な事務処理体制を維持するため、呉地区に呉分室を設置し

た。

このほか、座間支部の専門職のポスト、横田支部、那覇支部及びコザ支部の一般職員

を削減した。

平成２０年度における業務実績

横須賀支部横浜分室を廃止したほか、横田支部、那覇支部の一般職員を削減した。

また、労務管理等事務のうち、

① 応募者及び駐留軍等労働者からの各種提出書類の受付

② 駐留軍等労働者の労務管理等事務に係る基礎情報の出入力

③ 各種書類の仕分け、ファイリング

等の機械的・定型的業務のアウトソーシングを岩国支部、コザ支部で試行的に実施し、

同時にこれらの支部の一般職員を削減した。

さらに、支部間のバランスを考慮した適正な規模の職員配置とするため、横田支部の

一般職員１人を横須賀支部に振り替えた。

平成２１年度における業務実績

那覇支部及びコザ支部を統合することにより、新たに沖縄支部を設置し、併せて那覇

支部沖縄分室を廃止した。

また、労務管理等事務のうち、機械的・定型的業務のアウトソーシングについては、

既に試行的に実施していた支部に加え、三沢支部、佐世保支部、沖縄支部で実施し、同

時にこれらの支部の一般職員を削減した。

さらに、支部間のバランスを考慮した適正な規模の職員配置とするため、岩国支部の

一般職員１人を横須賀支部に振り替えた。

平成２２年度における業務実績

富士支部を座間支部に統合したほか、労務管理等事務のうち、機械的・定型的業務の
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アウトソーシングについて、既に実施していた支部に加え、横田支部、横須賀支部、座

間支部で実施し、同時にこれらの支部の一般職員を削減した。

さらに、支部間のバランスを考慮した適正な規模の職員配置とするため、横田支部か

ら１人、富士支部から１人、沖縄支部から４人の一般職員を横須賀支部に振り替えた。

以上、支部においては、業務の集約化及び支部の統廃合等により、大幅な組織のスリ

ム化を図るとともに、支部間で一般職員を振り替えるなどして、支部間のバランスを考

慮した適正な規模の職員配置を行ったところである。

― ―◆ ◆ウ アウトソーシングの実施

● ●

【中期目標】

―業務運営の効率化に関する事項―

○業務の運営体制

・業務全般を対象にアウトソーシングの可能性について、できる限り早期に

検討し、駐留軍等労働者に係る福利厚生業務等のアウトソーシングを更に

徹底するとともに、機構の管理業務等についてもアウトソーシングを実施す

ること。

【中期計画】

―業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置―

○業務の運営体制

・平成１８年度末までに業務全般の見直し及びアウトソーシングの実施に関

する具体的な検討を行い、平成１９年度以降、円滑な業務処理に配慮しつ

つ、現在実施している福利厚生業務等のアウトソーシングに加え、段階的

に、労務管理等事務及び機構の管理業務等について、可能なものから新た

なアウトソーシングを実施する。

平成１８年度における業務実績

、 （ ） 、機構業務のうち 統計調査 駐留軍等労働者給与等実態調査 の集計等の業務のほか

機構の管理業務等のうち庶務業務など定型的業務を集約化し、アウトソーシングするこ

とについて、その実現可能性の検討を行った。

その結果、平成１９年度以降に、機構の管理業務にあっては、

① 機構広報誌の編集及び機構ホームページの更新等の業務

② 総務・人事業務

③ 機構職員の給与計算の入力業務

④ 機構職員の旅費の支払に係る業務

のうち、機械的・定型的業務等についてアウトソーシングすることとした。

また、機構の労務管理等事務にあっては、

① 統計調査業務の集計等の業務

② 支部で行う受付・入力等業務

③ 翻訳業務

。のうち、機械的・定型的業務等についてアウトソーシングすることとした
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平成１９年度における業務実績

機構の管理業務のうち、本部における機構広報誌の編集業務と機構ホームページの更

新業務についてアウトソーシングを実施した。

また、労務管理等事務のうち、本部における統計調査業務（駐留軍等労働者給与等実

態調査）の集計等の業務についてアウトソーシングを実施した。

平成２０年度における業務実績

機構の管理業務のうち、本部における

① 文書受付・発信台帳の記入及びデータ入力

② 機構職員の給与計算等のデータ入力

等の機械的・定型的業務についてアウトソーシングを実施した。

また、労務管理等事務のうち、支部における

① 応募者及び駐留軍等労働者からの各種提出書類の受付

② 駐留軍等労働者の労務管理等事務に係る基礎情報の出入力

③ 各種書類の仕分、ファイリング

等の機械的・定型的業務のアウトソーシングを岩国支部、コザ支部において試行的に実

施した。

このほか、ほう賞関係書類等の翻訳業務のうち、定型的な書類の一部についてアウト

ソーシングを実施した。

平成２１年度における業務実績

平成２０年度に引き続き、機構の管理業務のうち、本部における

① 文書受付・発信台帳の記入及びデータ入力

② 機構職員の給与計算等の入力

等の機械的・定型的業務についてアウトソーシングを実施した。

また、労務管理等事務のうち、支部における

① 応募者及び駐留軍等労働者からの各種提出書類の受付

② 駐留軍等労働者の労務管理等事務に係る基礎情報の出入力

③ 各種書類の仕分、ファイリング

、 、等の機械的・定型的業務のアウトソーシングを 既に試行的に実施していた支部に加え

三沢支部、岩国支部、佐世保支部、沖縄支部において実施した。

平成２２年度における業務実績

平成２１年度に引き続き、機構の管理業務のうち、本部における

① 文書受付・発信台帳の記入及びデータ入力

② 機構職員の給与計算等の入力

等の機械的・定型的業務についてアウトソーシングを実施した。

また、労務管理等事務のうち、支部における

① 応募者及び駐留軍等労働者からの各種提出書類の受付

② 駐留軍等労働者の労務管理等事務に係る基礎情報の出入力

③ 各種書類の仕分、ファイリング

等の機械的・定型的業務のアウトソーシングを、既に実施していた支部に加え、横田支

部、横須賀支部、座間支部において実施した。これにより全ての支部においてアウトソ

ーシングを実施することとなった。

以上、これらアウトソーシングの活用により、組織のスリム化を行い、業務運営体制

の効率化を図った。
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― ―◆ ◆エ 業務システムの最適化、ＩＴ化に対応した事務の電子化

● ●

【中期目標】

―業務運営の効率化に関する事項―

○業務の運営体制

・業務・システムの最適化を実現するため 「独立行政法人等の業務・シス、

テム最適化実現方策」(平成１７年６月２９日各府省情報化統括責任者(Ｃ

ＩＯ）連絡会議決定）に基づき、国の行政機関の取組に準じて、業務・シ

ステムの最適化計画を策定し、実施すること。

・また、ＩＴ化に対応した業務の効率化に取り組むこと。

【中期計画】

―業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置―

○業務の運営体制

、 、・国の行政機関の取組に準じて 平成１９年度末までに最適化計画を策定し

実施する。

・また、ＩＴ化に対応した事務の電子化を事業年度ごとに推進するなど業務

の効率化に取り組む。

平成１８年度における業務実績

国の行政機関の業務・システムの最適化の取組に準じて、労務管理等事務全般を見直

すために作成した業務フロー等を基に、機構の業務及び在日米軍従業員管理システムの

現状分析と関係資料の作成及び検討を行い 駐留軍等労働者の労務管理等事務の業務・、「

システムの見直し方針 （以下「業務・システムの見直し方針」という ）を策定した。」 。

また、ＩＴ化に対応した機構内一般業務の電子化については、グループウェアソフト

の導入による効率化に着目し、その機能の有効性を取捨選択する等の検討を行い、その

結果、電子決裁、文書管理等のソフトウェアの選定及び導入を行うこととした。

平成１９年度における業務実績

業務・システムの見直し方針及び関連資料を基に、同方針の具体的実施に向けた計画

案の検討を行い、

① 業務の集約化等及びアウトソーシングの活用による本部及び支部の組織・業務内

容の見直し等による労務管理等事務の業務最適化

② 在日米軍従業員管理システムサーバの本部集中化等による在日米軍従業員管理シ

ステムの最適化

の２つを柱とした 駐留軍等労働者の労務管理等事務の業務・システム最適化計画 以「 」（

下「業務・システム最適化計画」という ）を策定し、平成１９年度から同計画に則っ。

て業務の見直し等について、一部先行実施した。

、 、また 電子決裁及び文書管理等の機能を有するグループウェアソフトを導入するため

各種市販ソフトの中から、コンサルティング会社の意見も踏まえつつ、製品を選定し、

導入した。これにより機構内ＬＡＮを活用することで電子決裁、文書管理等が実現可能

となった。

平成２０年度における業務実績

業務・システム最適化計画を実現するため、業務の最適化を図るべく業務の集約化・

効率化を推進し、支部の統廃合の実施に向けた検討を進めるとともに、システムの最適
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化を図るべく新システム機器構築のための仕様書（要件定義書）を作成し、総合評価方

式により開発業者の選定を行った。

また、機構内ＬＡＮを活用したｅラーニングの有効性を検討した上で、ｅラーニング

導入方針を作成した。

平成２１年度における業務実績

平成２２年度当初からの運用開始を実現するため、業務の最適化を図るべく業務の集

約化・効率化を推進し、支部の統廃合の実施を進めるとともに、システムの最適化を図

るべく、開発業者により新システムを構築し、本部及び８支部に分散設置していたサー

バの本部への集中化、システムプログラムの改修及び指静脈認証方式の導入等セキュリ

ティ対策の見直しを図り、ハードウェア・ソフトウェア及びネットワークの全換装等を

行った。

また、ｅラーニング運用に係る実施要領を作成の上、パソコン研修や情報セキュリテ

ィ教育、セクシャルハラスメント教育の試行的運用を実施し、平成２２年度からの本格

運用のための準備を行った。

平成２２年度における業務実績

平成２１年度に構築された新システムは、業務・システム最適化計画どおり年度当初

、 。から運用を開始し 同システムの運用状況が安定的に稼働維持していることを検証した

また、平成２１年度までの業務・システム最適化計画の実施について、実施状況及び

実施評価に係る報告書を作成し、当該計画が確実かつ順調に実施されていることを検証

した。

また、ｅラーニングの試行的運用の結果に基づき本格的運用に係る実施要領を作成す

るとともに、新たに個人情報保護に係る教育も追加し、ｅラーニングの本格的運用を実

施した。

以上、業務・システム最適化の実現については、業務・システム最適化計画の確実か

つ順調に実施により、人員の削減及び経費の抑制が図られることとなった。

また、ＩＴ化に対応した事務の電子化についても、グループウェア及びｅラーニング

の導入により、業務の効率化が図られることとなった。
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□ □□ □□ □(2) 経費の抑制

● ●

【中期目標】

―業務運営の効率化に関する事項―

○経費の抑制

・人件費（退職手当を除く ）を含む機構運営関係費について、前期中期目。

標期間の最終年度 平成１７年度)を基準として 中期目標期間の最終年度 平（ 、 （

成２２年度）までに１５％の縮減を図ること。ただし、新規に追加される

もの、拡充分は除く。

【中期計画】

―業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置―

○経費の抑制

・人件費（退職手当を除く ）を含む機構運営関係費について、前期中期目。

標期間の最終年度（平成１７年度）を基準として、中期目標期間の最終年

度（平成２２年度）までに１５％の縮減を図るため、業務運営体制の見直

しによる人員数の削減等により、各年度平均して人件費４％、物件費２％

の抑制を図る。ただし、新規に追加されるもの、拡充分は除く。

平成１８年度における業務実績

人件費については、平成１８年度当初に常勤職員数の削減（△１６人）を実施したこ

と、さらに、平成１９年度以降の常勤職員の削減計画に対応するため採用の抑制を図っ

たことなどにより、前期中期目標期間の最終年度（平成１７年度）に対し７．４％の

抑制となった。

物件費については、従来から行っていた一括購入及び割引制度の利用による経費の削

減を実施するとともに、各課単位で実施していた研修を統一して実施したことにより旅

費を削減したことなどにより、前期中期目標期間の最終年度（平成１７年度）に対し

３．３％の抑制となった。

平成１９年度における業務実績

人件費については、平成１９年度当初に常勤職員数の削減（△１６人）を実施したこ

とにより、前期中期目標期間の最終年度（平成１７年度）に対し９．５％の抑制、平

成１８年度から平成１９年度までの経過年度の平均で４．８％の抑制となった。

物件費については、平成１９年４月に実施した呉支部の岩国支部への統合による建

物賃借料の削減によるほか、従来から用紙等の購入の際に実施していた一括調達を、更

に文房具類などの汎用品についても対象とし、これらの経費を抑制したことから、前期

中期目標期間の最終年度（平成１７年度）に対し６.４％の抑制、平成１８年度から平

成１９年度までの経過年度の平均で３.２％の抑制となった。

平成２０年度における業務実績

人件費については、平成２０年度当初に常勤職員数の削減（△１６人）を実施したこ

とにより、前期中期目標期間の最終年度（平成１７年度）に対し１５．６％の抑制、

平成１８年度から平成２０年度までの経過年度の平均で５．２％の抑制となった。

物件費については、平成２０年２月に実施した本部事務所の移転及び平成２０年４

、 、月に実施した横須賀支部横浜分室の廃止により 建物等賃借料を約１億円削減したこと

また、従前から用紙、文房具類などの汎用品等の購入について一括調達を実施している
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ことなどにより、前期中期目標期間の最終年度（平成１７年度）に対し２１．６％の抑

制、平成１８年度から平成２０年度までの経過年度の平均で７．２％の抑制となった。

平成２１年度における業務実績

人件費については、平成２１年度当初に常勤職員数の削減（△１６人）を実施したこ

とにより、前期中期目標期間の最終年度（平成１７年度）に対し２０．０％の抑制、

平成１８年度から平成２１年度までの経過年度の平均で５．０％の抑制となった。

物件費については、那覇支部及びコザ支部の統合により建物等賃借料（那覇支部）や

光熱水料などが削減されたことなどにより、前期中期目標期間の最終年度（平成１７

年度）に対し３１．２％の抑制、平成１８年度から平成２１年度までの経過年度の平均で

７．８％の抑制となった。

平成２２年度における業務実績

人件費については、平成２２年度当初に常勤職員数の削減（△１６人）を実施したこ

とにより、前期中期目標期間の最終年度（平成１７年度）に対し２４．４％の抑制、

平成１８年度から平成２２年度までの経過年度の平均で４．９％の抑制となった。

物件費については、座間支部及び富士支部の統合により建物等賃借料（富士支部）や

光熱水料などが削減されたことなどにより、前期中期目標期間の最終年度（平成１７

年度）に対し３７．１％の抑制、平成１８年度から平成２２年度までの経過年度の平均で

７．４％の抑制となった。

、 「 （ 。）これらの措置を講じたことにより 中期目標期間における 人件費 退職手当を除く

を含む機構運営関係費について、前期中期目標期間の最終年度（平成１７年度)を基準と

して、中期目標期間の最終年度（平成２２年度）までに１５％の縮減を図ること 」を達。

成することができた。
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３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

□ □□ □□ □(1) 駐留軍等労働者の募集

― ―◆ ◆ア 在日米軍に紹介する率９０％以上を維持するための措置

● ●

【中期目標】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―

○駐留軍等労働者の募集

・在日米軍からの労務要求に迅速かつ的確に対応するため、労務要求書受

理後一か月以内に資格要件を満たす者を在日米軍に紹介する率について、

中期目標期間において平均９０％以上の維持に努めること。

【中期計画】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置―

○駐留軍等労働者の募集

・在日米軍からの労務要求に対し、労務要求書受理後一か月以内に資格要件

を満たす者を在日米軍に紹介する率について、以下の措置を講ずることに

より、中期目標期間において平均９０％以上の維持に努める。

① インターネットを利用した募集について、各種メディアを活用し周知徹

底することにより、募集の促進を図る。

② 携帯電話の利用による応募システムを構築する。

③ 沖縄県においては、応募の機会を増加させる観点から、インターネット

を利用した事前募集を通年実施するほか、年２回実施している支部窓口で

の応募受付業務についても見直しを実施する。

平成１８年度における業務実績

インターネットによる募集については、①新聞広告、②パンフレット及び③機構広報

誌の３種類のメディアを活用し、沖縄県の事前募集については、これらに加えて、①ポ

スター、②チラシ、③テレビ（ＮＨＫ）及び④ラジオ（ＮＨＫ）の４種類のメディアを

活用し、幅広い広報活動を行い、周知を図った。

また、本土における応募受付について、応募者の利便性の向上を図るため、新たに携

帯電話用のホームページを作成、追加し、求職者が携帯電話から駐留軍等労働者の求人

情報を閲覧したり、募集応募の申込みができるように、現行の応募システムの改修を行

い、試行的に運用を開始した。

このほか、従前、春期の定期募集と秋期の追加募集の年２回それぞれ約１か月間実施

してきた那覇支部・コザ支部における窓口での応募受付業務について、応募の機会を増

加させるため、秋期の追加募集の方法を見直し、平成１８年１０月から翌年３月までの

各月の上旬５日間（土曜日、日曜日及び祝日並びに年末年始を除く 、両支部の窓口。）

で応募受付を試行的に実施した。

これらの施策を講じたことにより、労務要求書受理後１か月以内に資格要件を満たす

者を在日米軍に紹介する率は、９０.３％となった。

平成１９年度における業務実績

インターネットによる募集及び沖縄県の事前募集については、平成１８年度に引き続



- -24

き各種メディアを活用し、幅広い広報活動を行い、周知を図った。

また、平成１８年度から本土において試行的に運用していた携帯電話の利用による応

募システムについて、本格運用を開始するとともに、各種メディアを活用し周知を図っ

た。

このほか、那覇支部・コザ支部における窓口での応募受付業務のうち、平成１８年度

から試行的に実施していた秋期の追加募集について、応募者からの反応等が好評であっ

たことを受けて 引き続き 平成１９年１０月から翌年３月までの各月の上旬５日間 土、 、 （

曜日、日曜日及び祝日並びに年末年始を除く 、両支部の窓口で応募受付を実施した。。）

これらの施策を講じたことにより、労務要求書受理後１か月以内に資格要件を満たす

者を在日米軍に紹介する率は、９０.９％となった。

平成２０年度における業務実績

インターネットによる募集及び沖縄県の事前募集については、平成１９年度に引き続

き各種メディアを活用し、幅広い広報活動を行い、周知を図った。

また、那覇支部・コザ支部における窓口での応募受付業務のうち、春期の定期募集に

ついて、平成２０年５月から同年９月までの各月の上旬５日間（５月については連休明

けから１０日間。いずれも土曜日、日曜日及び祝日を除く 、両支部の窓口で応募受。）

付を試行的に実施した。

さらに、秋期の追加募集について、平成１９年度に引き続き、平成２０年１０月から

翌年３月までの各月の上旬５日間（土曜日、日曜日及び祝日並びに年末年始を除く 、。）

両支部の窓口で応募受付を実施し、その結果を受けて、平成２１年度に通年実施を試行

することとした。

このほか、那覇支部・コザ支部においては、インターネットを利用した募集を平成２

０年５月から毎日２４時間の通年実施した結果、応募者数全体の中で、インターネット

利用による応募者数の割合が増加した。

これらの施策を講じたが、特殊又は高度な資格要件が求められる職種について、要件

に該当する応募者が少なかったことなどもあり、労務要求書受理後１か月以内に資格要

件を満たす者を在日米軍に紹介する率は、８７.７％であった。

平成２１年度における業務実績

インターネットによる募集及び沖縄県の事前募集については、平成２０年度に紹介率

が低下したことについて、その要因分析を行い、その分析結果を踏まえて、在日米軍と

資格要件の緩和等について調整を行ったほか、応募者の増加を図るべく、平成２０年度

に引き続き各種メディアを活用し、幅広い広報活動を行い、周知を図った。

また、沖縄支部（平成２１年４月１日に那覇支部とコザ支部が統合）における窓口で

の応募受付業務について、各月ごとの応募受付期間を廃止し、試行的に通年（土曜日、

日曜日及び祝日並びに年末年始を除く ）実施した。。

このほか、沖縄支部においては、インターネットを利用した募集についても、平成２

０年度に引き続き、毎日２４時間通年実施し、応募者数全体の中で、インターネット利

用の増加を図った。

これらの施策を講じたことにより、労務要求書受理後１か月以内に資格要件を満たす

者を在日米軍に紹介する率は、９５.１％となった。

平成２２年度における業務実績

インターネットによる募集及び沖縄県の事前募集については、平成２１年度に引き続

き各種メディアを活用し、幅広い広報活動を行い、周知を図った。

また、沖縄支部における支部窓口での応募受付業務の通年実施については、平成２１

年度に引き続き実施した。

、 、さらに 沖縄支部におけるインターネットを利用した事前募集の通年実施についても

平成２１年度に引き続き実施した。
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これらの施策を講じたことにより、労務要求書受理後１か月以内に資格要件を満たす

者を在日米軍に紹介する率は、９７．５％となった。

以上により、在日米軍からの労務要求書受理後１か月以内に資格要件を満たす者を在

日米軍に紹介する率は５年間平均で９２．５％となり、中期目標期間において平均９０

％以上を達成した。

駐留軍等労働者の応募状況

【本土】 （単位：人）

区 分 応募者数 インターネット 公共職業安定所
(ハローワーク)（うち携帯電話）

平成１８年度 ３，０３１ １，０２２ ３３.７％ ２，００９ ６６.３％

( ― ) ( ― )

平成１９年度 ３，４２５ １，３６４ ３９.８％ ２，０６１ ６０.２％

( １５０) (１１.０％)

平成２０年度 ３，６０８ １，８６６ ５１.７％ １，７４２ ４８.３％

( ３４２) (１８.３％)

平成２１年度 ４，０８５ ２，１６２ ５２.９％ １，９２３ ４７.１％

( ４８４) (２２ ４％)．

平成２２年度 ４，７９８ ２，８３１ ５９.０％ １，９６７ ４１.０％

( ５００) (１７.７％)

【沖縄県】 （単位：人）

インターネット 支 部 窓 口
区 分 応募者数

平成１８年度 ９，１０１ ４，８１０ ５２.９％ ４，２９１ ４７.１％

平成１９年度 ８，４７４ ４，７１８ ５５.７％ ３，７５６ ４４.３％

平成２０年度 ８，２７３ ５，０１８ ６０.７％ ３，２５５ ３９.３％

平成２１年度 ７，６１１ ５，２９８ ６９.６％ ２，３１３ ３０.４％

平成２２年度 ６，５１８ ４，５６４ ７０.０％ １，９５４ ３０.０％

― ―◆ ◆イ 関東地区における駐留軍等労働者の募集方式の変更

● ●

【中期目標】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―

○駐留軍等労働者の募集

・在日米軍が実施している関東地区における駐留軍等労働者の募集を、機構

を通じて募集する方式に変更することについて検討し、推進すること。
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【中期計画】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置―

○駐留軍等労働者の募集

・在日米軍が実施している関東地区における駐留軍等労働者の募集を、機構

を通じて募集する方式に変更することについて検討し、国及び在日米軍と

の連携を十分に図り、推進する。

平成１８年度における業務実績

在日米軍が実施している関東地区における駐留軍等労働者の募集を、機構を通じて募

集する方式に変更することについて、在日米各軍に対し、募集方式を変更する理由やメ

リット、また、機構ホームページや公共職業安定所（ハローワーク）を利用した募集方

式の手順を説明し理解を求めた。

その結果、在日米海軍の理解を得て、横須賀地区における駐留軍等労働者の募集方式

を変更した。

平成１９年度における業務実績

引き続き在日米各軍と調整を図った結果、在日米陸軍においては、時給制臨時従業員

（ＨＰＴ） 、限定期間従業員及び日雇従業員の募集方式を変更した。※１

また、在日米海軍においては、厚木地区の技能・労務職及び警備・消防職の労働者の

募集方式を変更した。

平成２０年度における業務実績

引き続き在日米各軍と調整を図った結果、在日米陸軍においては、座間地区のＡＡＦ

ＥＳ の労働者の募集方式を変更した。※２

また、在日米海軍においては、厚木地区で既に実施している技能・労務職及び警備・

消防職を含む全ての労働者の募集方式を変更した。

さらに、在日米空軍においては、横田地区のＡＡＦＥＳの労働者の募集方式を変更し

た。

平成２１年度における業務実績

引き続き在日米各軍と調整を図った結果、在日米空軍においては、横田地区で既に実

施しているＡＡＦＥＳの労働者に加え、救命職等の求人が困難な特殊又は高度な資格要

件が求められる職種等の労働者について、募集方式を変更した。

平成２２年度における業務実績

引き続き在日米各軍と調整を行った結果、在日米陸軍においては、座間地区及び赤坂

プレス・センターの常用従業員のうち求人が困難な特殊又は高度な資格要件が求められ

る職種の労働者及び赤坂プレス・センターの時給制臨時従業員（ＨＰＴ 、限定期間従）

業員及び日雇従業員について、募集方式を変更した。

また、在日米空軍においては、ＡＡＦＥＳ及び求人が困難な特殊又は高度な資格要件

が求められる職種等に加え、それ以外の労働者について、漸次、募集方式を変更してい

る。

平成２２年度末において調整未了の在日米海軍のニューサンノー米軍センターについ

ては、今後も引き続き調整を行い、理解を求めていきたい。

在日米軍が実施していた関東地区における駐留軍等労働者の募集については、国及び

在日米軍と連携を十分に図ることにより、おおむね機構を通じて募集する方式に変更し

た。
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関東地区における駐留軍等労働者の募集方式の変更達成状況（平成２３年３月末現在）

（○は、機構を通じての募集に変更）

雇用の種類

常 用 時給制 その他

区 分 従業員 臨 時 臨 時 備 考

従業員 従業員

(HPT)

陸軍 横田支部 赤坂プレス・センター ○ ○ ○ 常用従業員の募集は､

横須賀支部 横浜ノース・ドック ○ ○ ○ 特殊又は高度な資格

座間支部 キャンプ座間 ○ ○ ○ 要件が求められる職

相模総合補給廠 ○ ○ ○ 職種に限る。

相模原住宅地区 ○ ○ ○

※ ※ ※
海軍 横田支部 ニューサンノー米軍センター ○ ○ ○

横須賀支部 横須賀海軍施設 ○ ○ ○

根岸住宅地区 ○ ○ ○

池子住宅地区及び海軍補助施設 ○ ○ ○

吾妻倉庫地区 ○ ○ ○

浦郷倉庫地区 ○ ○ ○

鶴見貯油施設 ○ ○ ○

座間支部 厚木海軍飛行場 ○ ○ ○

、空軍 横田支部 横田飛行場 ○ ○ ○ 募集業務の一部は

所沢通信施設 ○ ○ ○ 空軍においても実施

大和田通信所 ○ ○ ○

多摩サービス補助施設 ○ ○ ○

AAFES 横田支部 横田飛行場 ○ ○ ○

横須賀支部 横浜ノース・ドック ○ ○ ○

座間支部 キャンプ座間 ○ ○ ○

相模総合補給廠 ○ ○ ○

相模原住宅地区 ○ ○ ○

注： ○ は、機構ホームページ及びハローワークへ募集情報を掲載している。※

時給制臨時従業員（ＨＰＴ：Hourly Pay Temporary Employees）とは、必要がある場合に限り、臨時的業務を※１

行うため、又は常用される職員を補助するために、１年を超えない期間雇用される時給の従業員をいう。

ＡＡＦＥＳとは、在日米軍基地内に売店や食堂等を設置している 「陸軍及び空軍エックスチェンジ・サービス※２ 、

（Army and Air Force Exchange Service 」の略称である。陸軍座間地区のＡＡＦＥＳの労働者の指揮系統は空）

軍である。
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□ □□ □□ □(2) 駐留軍等労働者の福利厚生施策

― ―◆ ◆ア 退職準備研修の内容の充実及び質の向上

● ●

【中期目標】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―

○駐留軍等労働者の福利厚生施策

・駐留軍等労働者の福利厚生施策については、駐留軍等労働者の要望を踏ま

えて実施する等により質の向上に努めること。

【中期計画】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置―

○駐留軍等労働者の福利厚生施策

・定年退職を予定している駐留軍等労働者を対象とした退職準備研修につい

て、プログラムの統一等内容の充実及び質の向上を図る。

平成１８年度における業務実績

駐留軍等労働者を対象として行われる退職準備研修は、各支部において実施方法が自

主開催や部外委託であったり、実施場所や講義項目等もまちまちであったため、プログ

ラムの統一を含め、同研修の内容の充実及び質の向上について検討を行うこととした。

平成１８年度は、退職準備研修の現状及び民間企業等の退職準備研修の実施状況につ

いて調査、分析し、退職準備研修の新たな枠組みを確立するため、経済性、効率性も考

慮し、①受講対象者、②実施方法、③実施場所、④講義項目、⑤講師料及び⑥使用テキ

ストのそれぞれについて見直しの方向性を検討した。

平成１９年度における業務実績

、 、 、平成１８年度の検討結果を踏まえ 平成１９年度は 国及び在日米軍との調整を行い

見直し案を作成するとともに、当該見直し案により平成２０年度に円滑に実施できるよ

う駐留軍等労働者への周知、受講希望者数の把握等を行った。

見直し案は、次のとおりである。

① 受講対象者： 段階的に５０歳まで引き下げる。

② 実 施 方 法： 原則として自主開催とする。

③ 実 施 場 所： 原則として支部会議室で実施する。

④ 講 義 項 目： 原則として「今後の生活設計 「退職手当制度等」及び「心の」、

健康と身体の健康」とする。

⑤ 講 師 料： 講師料の統一基準を設定する。

⑥ 使用テキスト： 統一したテキストを受講者に配布する。

平成２０年度における業務実績

平成１９年度に作成した見直し案に基づき退職準備研修を実施し、受講者を対象に行

ったアンケート調査を基に検証を行い、平成２１年度の年度計画を作成した。

平成２１年度における業務実績

平成１９年度に作成した見直し案及び平成２０年度の検証結果を踏まえ退職準備研修

を実施し、更に検証を重ねた後、平成２２年度の年度計画を作成するとともに、退職準
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備研修のプログラムの統一等内容の充実及び質の向上を図るために、同研修の実施に関

する関係規定の改正案を作成した。

平成２２年度における業務実績

平成２１年度に作成した退職準備研修の実施に関する関係規定の改正案を基に、平成

２２年５月１３日、同研修の実施に関する関係規定を整備した。

関係規定の概要は、次のとおりである。

① 受講対象者： ５０歳以上とする。

② 実 施 方 法： 自主開催とする。

③ 実 施 場 所： 支部会議室又は公共施設等で実施する。

有償の場所を選定する相応の理由がある場合は、複数の施設の

使用料等を比較検討し、実施場所の選定理由を明確にする。

④ 講 義 項 目： 「今後の生活設計 「退職手当制度等 「心の健康と身体の」、 」、

健康」及び「経済プラン等」とする。

⑤ 講 師 料： 講師を依頼する場合は、講義項目に精通する者の選任に努め、

かつ、経済性を考慮する。

有償の講師を依頼する相応の理由がある場合は、複数の講師の

講師料等を比較検討し、講師の選任理由を明確にする。

⑥ 使用テキスト： 統一したテキストを受講者に配布する。

定年退職を予定している駐留軍等労働者を対象とした退職準備研修について、現状及

、 、 、び民間企業等の退職準備研修の実施状況を調査 分析し 見直しの方向性を検討した後

国及び在日米軍との調整を経て見直し案を作成するとともに、当該見直し案に基づき研

修を実施し、検証を重ねた後、関係規定の整備を行い、退職準備研修のプログラムの統

一等内容の充実及び質の向上を図った。

― ―◆ ◆イ 制服、作業着及び靴類等の仕様の見直し、品質の向上等

● ●

【中期目標】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―

○駐留軍等労働者の福利厚生施策

・駐留軍等労働者の福利厚生施策については、駐留軍等労働者の要望を踏ま

えて実施する等により質の向上に努めること。

【中期計画】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置―

○駐留軍等労働者の福利厚生施策

・駐留軍等労働者に貸与している制服、作業着及び靴類等の仕様について、

駐留軍等労働者の要望を踏まえ、国及び在日米軍との連携を十分図り、そ

の見直しを実施し、品質の向上等を図る。

平成１８年度における業務実績

駐留軍等労働者に貸与している制服、作業着及び靴類等（以下「制服等」という ）。

は、形状、材料等の標準的な規格を概略的に示している「制服等仕様書」の範囲内で現
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地米軍の要求等を考慮し購入していることから、支部間で制服等の品質及び価格に格差

が生じていた。

この状況を踏まえ、制服等の品質管理の均等化等について、国及び在日米軍と連携を

図り 「制服等仕様書」の見直しを検討することとした。、

平成１８年度は、仕様書について調査、分析を行い 「制服等仕様書」の見直しの方、

向性についての検討を行った。

平成１９年度における業務実績

、 、 「 」平成１８年度の検討結果を踏まえ 国及び在日米軍と協議し 現行の 制服等仕様書

及び「制服等基準表」 を見直すことで意見が一致し、見直し素案を作成した。※

見直し素案の主な内容は、次のとおりである。

① 貸与品目を９９品目（約１，１４０仕様）から７３品目（７３仕様）にする。

② 貸与対象職種を６９９職種から６１４職種にする。

③ 事務系職種の貸与品目、貸与数量及び貸与期間の適正化を図る。

平成２０年度における業務実績

平成１９年度に作成した見直し素案について、国及び在日米軍に提示したところ、在

日米軍は各軍との調整を踏まえ、一部修正の上、平成２０年８月２２日に国へ修正案を

提示した。

当機構は、在日米軍と細部の仕様の調整を行った上で、修正案に対する見直し案を作

成し、国に提示したところ、平成２１年１月２０日に国と在日米軍との間で「制服等仕

様書」及び「制服等基準表」の改正について基本合意がなされた。

見直しの主な内容は、次のとおりである。

① 貸与品目を９９品目（約１，１４０仕様）から７６品目（９９仕様）とした。

② 貸与対象職種を６９９職種から６２５職種とした。

③ 事務系職種の貸与品目、貸与数量及び貸与期間を見直して、適正化を図った。

駐留軍等労働者に貸与している制服等について、駐留軍等労働者の要望を踏まえ、国

及び在日米軍との連携を十分図り 「制服等仕様書」及び「制服等基準表」の見直しを、

実施し、品質の向上等を図った。

貸与する職種ごとに貸与品目、貸与数量及び貸与期間並びに物品の分類を定めたもの。※

― ―◆ ◆ウ 福利厚生施策の質の向上に資する取組

● ●

【中期目標】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―

○駐留軍等労働者の福利厚生施策

・駐留軍等労働者の福利厚生施策については、駐留軍等労働者の要望を踏ま

えて実施する等により質の向上に努めること。

【中期計画】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置―

○駐留軍等労働者の福利厚生施策
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・上記のほか、福利厚生施策の質の向上に資する取組を推進する。

平成１８年度における業務実績

駐留軍等労働者が業務災害及び通勤災害を被った場合の救済措置として、法定外休業

給付制度を新たに導入するか否かについて検討するため、まず、駐留軍等労働者に付与

される労働条件の中で、不十分と考えられる項目を洗い出した。その結果、業務災害及

び通勤災害を被った場合の休業給付制度について、国家公務員と比較して休職に伴う身

分保障期間及び休業給付の額に格差が見られたことから、これを是正するための検討を

行うため、国家公務員の諸制度との相違点に関し、調査、分析、改善案を作成し、国に

提示した。

平成１９年度における業務実績

、 、法定外休業給付制度の導入の可否について 平成１８年度に作成した改善案に加えて

民間企業についても調査、分析した方が良いとの意見が国から出されたため、更に民間

企業等に実態調査を実施することとした。まず、民間企業及び地方自治体における法定

外休業給付制度の導入の状況を把握するため、各種文献及び資料を収集、民間企業等の

実態調査を実施し、その調査結果報告書を国に提示した。

平成２０年度における業務実績

警備職及び消防職に従事する駐留軍等労働者が職務遂行中に死亡した場合の新たな補

償制度として、遺族に支給する殉職者賞じゅつ金制度について、地方自治体及び民間企

業等における実施状況を調査するため、警察、消防それぞれから関連資料及び各種文献

の収集、関係者へのインタビュー等を行った。

地方自治体については、調査に必要な資料を収集し、収集した資料の分析を行った結

果、地方自治体の警察・消防職員の「殉職者賞じゅつ金」制度は、警察職員、消防職員

とも既に確立されており、これらの資料を更に分析し、制度導入の検討を行った。

また、民間企業等の実施状況については、民間企業の警備、消防業務に従事する社員

は、関連資料・各種文献等の公表資料が皆無の状況にあるため、資料調査による分析よ

。 、りも主として関係企業に対するインタビュー調査によって分析を進めた これらの調査

分析を基に調査報告書を作成して、国に提示した。

「業務災害及び通勤災害を被った場合の法定外休業給付制度」については平成１８年

度及び平成１９年度に、また「駐留軍等労働者（消防・警備職）に対する新たな賞じゅ

つ金制度」については平成２０年度に調査、分析を行い、調査報告書を作成して、国に

提示した。

このうち、前者についてはその後も検討を行い、平成２１年３月１４日から駐留軍等

労働者に対する休業特別援護金制度を導入したところである。
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□ □□ □□ □(3) 駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る
調査、分析、改善案の作成

ア 「少子・高齢化社会における駐留軍等労働者の確保のた―◆
―めの施策の在り方」等の課題についての改善案の作成 ◆

● ●

【中期目標】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―

○駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る調査、分析、改善案の作成

・国の行政施策の企画立案に資するため、駐留軍等労働者の給与その他の勤

務条件等に係る調査、分析、改善案の作成を行い、国に提示すること。

【中期計画】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置―

○駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る調査、分析、改善案の作成

・国の行政施策の企画立案に資するため 「少子・高齢化社会における駐留、

」 、 、 、軍等労働者の確保のための施策の在り方 等の課題について 調査 分析

改善案の作成を行い、国に提示する。

平成１８年度における業務実績

少子・高齢化社会における駐留軍等労働者の確保のための施策の在り方についての検

討に資するため、我が国における中長期の労働力推移と題して、次の各項目について調

査を実施した。

① １９２０年から２０３０年までの国民総人口の推移

② 都道府県人口と将来推計

③ 総労働力人口の将来推計

④ 地域別労働力人口と将来推計等

平成１９年度における業務実績

民間企業における労働力確保のための施策と題して、次の項目について調査を実施し

た。

① 米軍基地が所在する関係都県の経済動向・雇用情勢

② 民間企業の労働力確保の現状と取組及び今後の見通し

平成２０年度における業務実績

駐留軍等労働者の特性を踏まえた上で、少子・高齢化社会における駐留軍等労働者の

確保のための実施可能な具体的施策の調査、検討を実施した。

調査結果全般としては、次のとおりであるとして、民間企業等の動向を踏まえつつ、

引き続き多角的視点から検討を重ね、高齢化対策、少子化対策等の改善案の検討に取り

組んでいくこととした。

① 定年の延長等の制度改正が必要

② 出産、育児に関する制度は、基本的には法の規定を満たしているが、努力規定と

なっている制度の更なる充実

③ 事業所内保育施設の設置は有効
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平成２１年度における業務実績

少子・高齢化社会における駐留軍等労働者の確保のための施策の在り方の一つとして

有効な少子化対策を講ずるため、保育施設の設置についての検討を行うこととし、これ

に伴い、利用者のニーズを確認する必要があることから対象となる駐留軍等労働者にア

ンケート調査を実施した。

その結果、多くの駐留軍等労働者が保育施設の設置を望んでいることが明らかになる

とともに、駐留軍等労働者が望んでいる保育施設は、①日本の祝日に預けられること、

②職場の始業時間（７時３０分）に合わせられること、③認可保育所並の保育料等の三

つの要素が最低限必要であることが判明した。

平成２２年度における業務実績

平成２１年度の保育施設設置に関するアンケート調査で多くの駐留軍等労働者がその

設置を望んでいることが明らかになったことから、平成２１年度調査の追加調査･補足

調査と位置付けて、横田飛行場、横須賀海軍施設、キャンプ座間及び嘉手納飛行場を対

象に、その近傍の物件調査を実施するなどして、保育施設設置の可否を具体的に検討す

るとともに、その他の保育施策についても調査を実施した。

また、平成１８年度からの検討結果を踏まえ、少子・高齢化社会における駐留軍等労

働者の確保のための施策の在り方について、改善案を取りまとめ、これを調査報告書と

して国に提示した。

イ 国と連携の下、必要となる課題についての調査、分析、―◆
―改善案の作成等 ◆

● ●

【中期目標】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―

○駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る調査、分析、改善案の作成

・国の行政施策の企画立案に資するため、駐留軍等労働者の給与その他の勤

務条件等に係る調査、分析、改善案の作成を行い、国に提示すること。

【中期計画】

―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置―

○駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る調査、分析、改善案の作成

・上記(1)のほか、国と連携の下、在日米軍の再編に関する対応等、必要とな

る課題について、調査、分析、改善案の作成を行い、国に提示する。

平成１８年度における業務実績

、 、米軍の再編に関する対応について 今後の雇用に及ぼす影響の可能性を探究するため

平成１８年５月に発表された「再編実施のための日米のロードマップ」に基づき、米軍

再編の対象となる米軍施設に在籍している駐留軍等労働者の基礎データの整理ととも

に、その他の情報収集を実施した。

このほか、

① 民間企業等における高年齢化に対応したスキルアップのための教育訓練及び健康

保持増進対策に関する調査報告書

② 国家公務員の給与に係る人事院勧告に伴う駐留軍等労働者の給与に関するＭＬ

Ｃ、ＭＣ及びＩＨＡの改正案
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等を作成し、それぞれ国に提示した。

平成１９年度における業務実績

① 米軍再編に伴う駐留軍等労働者の雇用対策について（案）

② 国家公務員の給与に係る人事院勧告に伴う駐留軍等労働者の給与に関するＭＬ

Ｃ、ＭＣ及びＩＨＡの改正案

等を作成し、それぞれ国に提示した。

平成２０年度における業務実績

国家公務員の給与に係る人事院勧告に伴う駐留軍等労働者の給与改定が行われなかっ

たこと及び必要となる課題がなかったこともあり、調査、分析等は行わなかった。

平成２１年度における業務実績

国家公務員の給与に係る人事院勧告に伴う駐留軍等労働者の給与に関するＭＬＣ、Ｍ

Ｃ及びＩＨＡの改正案等を作成し、国に提示した。

平成２２年度における業務実績

国家公務員の給与に係る人事院勧告に伴う駐留軍等労働者の給与に関するＭＬＣ、Ｍ

Ｃ及びＩＨＡの改正案等を作成し、国に提示した。

国の行政施策の企画立案に資するため、国との連携の下、駐留軍等労働者の給与その

他の勤務条件等に係る必要となる課題について、調査、分析、改善案の作成を行い、国

に提示した。
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４ 財務内容の改善に関する事項

□ □□ □□ □(1) 予算、収支計画及び資金計画

● ●

【中期目標】

―財務内容の改善に関する事項―

・運営費交付金を充当して行う事業について「第２ 業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該

予算の範囲で業務運営を行うこと。

【中期計画】

―予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画―。）

・中期計画予算（平成１８年度～平成２２年度）

・収支計画（平成１８年度～平成２２年度）

・資金計画（平成１８年度～平成２２年度）

機構の中期計画予算を作成し、当該予算の範囲内で計画的に執行した。

なお、中期計画予算及び決算、収支計画及び実績並びに資金計画及び実績は、次の表

のとおりである。

中期計画予算及び決算（平成１８事業年度～平成２２事業年度）

（単位：百万円)

区 分 予 算 額 決 算 額

収 入

運営費交付金 ２０，２６１ １９，４０４

受託収入 １，６７８ －

その他収入 ０ ３４

計 ２１，９３９ １９，４３８

支 出

基地従業員関係費 ３，４０１ ２，８２６

機構運営関係費 １６，８６０ １５，５９８

うち 人件費 １２，４８２ １１，９０１

物件費 ４，３７８ ３，６９８

受託経費 １，６７８ －

計 ２１，９３９ １８，４２４

注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。
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収支計画及び実績（平成１８事業年度～平成２２事業年度）

（単位：百万円)

区 分 計 画 額 実 績 額

費用の部 ２２，４４３ １８，５２０

経常費用 ２２，４４３ １８，４５９

基地従業員関係費 ３，４０１ ２，８１５

受託業務費 １，６７８ ０

物件費 ４，３７８ ３，０３５

人件費 １２，４８２ １１，９６７

減価償却費 ５０４ ６２５

財務費用 ０ １７

臨時損失 ０ ６１

収益の部 ２２，４４３ １９，５３６

運営費交付金収益 ２０，２６１ １９，０５３

受託収入 １，６７８ ０

寄付金収益 ０ ０

資産見返運営費交付金戻入 ４９８ ４４１

資産見返物品受贈額戻入 ６ ７

受取利息 ０ １９

雑益 ０ １４

臨時利益 ０ ２

純利益 ０ １，０１６

目的積立金取崩額 － －

総利益 ０ １，０１６

注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

資金計画及び実績（平成１８事業年度～平成２２事業年度）

（単位：百万円)

区 分 計 画 額 実 績 額

資金支出 ２１，９３９ ２４，４７９

業務活動による支出 ２１，９３９ １８，９６１

投資活動による支出 ０ ５，２７７

財務活動による支出 ０ ２４１

次期中期目標の期間への繰越金 ０ ０

資金収入 ２１，９３９ ２４，４８７

業務活動による収入 ２１，９３９ １９，５８０

運営費交付金による収入 ２０，２６１ １９，４０４

受託収入 １，６７８ ０

その他の収入 ０ １７６

投資活動による収入 ０ ４，９０７

財務活動による収入 ０ ０

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０ ０

注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。
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□ □□ □□ □(2) 短期借入金の限度額

● ●

【中期計画】

―短期借入金の限度額―

・短期借入金の限度額は、４億円とし、運営費交付金の受入れが遅延する場

合や予想外の退職手当の支給等に用いるものとする。

中期目標期間において、運営費交付金の受入れの遅延や予想外の退職手当の支給等が

なく、実績はなかった。

□ □□ □□ □(3) 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする
ときは、その計画

● ●

【中期計画】

―重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画―

中期目標期間において、重要な財産の譲渡及び担保の供出はなかった。

□ □□ □□ □(4) 剰余金の使途

● ●

【中期計画】

―重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画―

・駐留軍等労働者の福利厚生施策の充実に係る経費

・広報関係施策の充実に係る経費

・職員の職場環境改善等に係る経費

中期目標期間において、剰余金の使用の実績はなかった。
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５ その他業務運営に関する重要事項

□ □□ □□ □(1) 施設・整備に関する計画

● ●

【中期計画】

―施設整備に関する計画―

なし

中期目標期間において、施設・整備に関する計画は行わなかった。

□ □□ □□ □(2) 人事に関する計画

― ―◆ ◆ア 適切な人員配置

● ●

【中期目標】

―その他業務運営に関する重要事項―

○人事に関する計画

・人員削減を行うに当たっては、円滑な業務処理に配慮した人員の適正な配

置に努めること。

【中期計画】

―その他主務省令で定める業務運営に関する事項―

○人事に関する計画

・前期中期目標期間の期末（平成１７年度末）の人員数に対して、中期目標

期間の期末（平成２２年度末）までに２０％の人員削減を実施するに当た

っては、円滑な業務処理に配慮し、業務内容及び業務量に応じた適切な人

員配置となるよう努める。

平成１８年度における業務実績

本部においては、渉外役と広報広聴役を統合し管理部門を集約化した。また、支部に

おいては、総務係と経理係を統合したほか、専門職の課長代理への集約化及びライン制

による円滑な業務執行を図るための人員の振替など、業務内容及び業務量に応じた適切

な人員配置を図った。

平成１９年度における業務実績

本部においては、渉外業務の所掌について管理部から業務部への一元化を図った。ま

た、支部においては、呉支部を岩国支部に統合することによって支部長ほかの人員を削

減、さらに、業務負荷が大きくなった岩国支部の給与厚生課に呉支部からの振替により

課長代理を新たに配置し、同支部のライン制による業務執行体制の強化を図るなど、業
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務内容及び業務量に応じた適切な人員配置を図った。

平成２０年度における業務実績

本部においては、計画業務及び審査業務の集約化により、課・係の統合を進め課長ほ

かの人員を削減した。また、支部においては、横須賀支部横浜分室を廃止し、分室長を

削減したほか、各支部が管轄する米軍施設の特性、配置状況等に応じた適正な規模の職

員配置を行うため、段階的な職員の削減を行い、横田支部から横須賀支部へ一般職員を

振り替えるなど、業務内容及び業務量に応じた適切な人員配置を図った。

平成２１年度における業務実績

那覇支部及びコザ支部を統合し、新たに沖縄支部として再編成することにより、支部

長ほかの人員を削減した。

このほか、各支部が管轄する米軍施設の特性、配置状況等に応じた適正な規模の職員

配置を行うため、段階的な職員の削減を行い、更には円滑な業務処理ができるよう、業

務内容及び業務量に応じた適切な人員配置を図るべく、岩国支部から横須賀支部への一

般職員の振替を行った。

平成２２年度における業務実績

本部においては、労務管理業務と労務給与業務の集約化等により、課・係の統合を進

めるなどして課長ほかの人員を削減した。また、支部においては、富士支部を座間支部

に統合し、支部長ほかの人員を削減したほか、各支部が管轄する米軍施設の特性、配置

状況等に応じた適正な規模の職員配置を行うため、段階的な職員の削減を行い、横田支

部から１名、富士支部から１名、沖縄支部から４名の一般職員を横須賀支部へ振り替え

るなど、業務内容及び業務量に応じた適切な人員配置を図った。

前期中期目標期間の期末（平成１７年度末）の人員数に対して、今期中期目標期間の

（ ） 、 、期末 平成２２年度末 までに２０％の人員削減を実施するに当たり 本部においては

業務の集約化による課・係の統合等を行った。また、支部においては、業務の集約化に

よる課、係の統合及び支部の統廃合を行ったほか、支部間のバランスを考慮した適正な

規模の職員配置となるための人員の振替等を行い、円滑な業務処理に配慮し、業務内容

及び業務量に応じた適切な人員配置を図った。
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― ―◆ ◆イ 研修等の年間計画の作成

● ●

【中期目標】

―その他業務運営に関する重要事項―

○人事に関する計画

・職員養成研修等の着実な実施を図ること。

【中期計画】

―その他主務省令で定める業務運営に関する事項―

○人事に関する計画

・職員の資質の向上等に資するため、職員養成研修、実務研修等の年間計画

を作成し、着実に実施する。

平成１８年度における業務実績

前期中期目標期間の研修実績を参考に、より実践的な研修を取り入れ、係員研修、労

、 、 、務管理等業務初級研修 政府関係法人会計事務職員研修 衛生管理者講習会等を計画し

機構で実施する研修については７件を実施し、外部機関で実施する研修については５２

件に参加させた。

機構で実施する研修のうち、労務管理等業務初級研修は、新たに労務管理、労務給与

及び労務厚生それぞれの業務全般にわたる研修として実施し、日常の業務を通じては得

られない幅広い知識の付与等による職員の資質の向上が見られた。

このほか、衛生管理者講習会では、労務厚生業務等に必要な知識を習得させ、衛生管

理者資格の取得を目指すものであり、講習後に実施された労働安全衛生法（昭和４７年

法律第５７号）に基づく第一種衛生管理者試験（国家資格）を受験した１２名全員が合

格し、研修による効果には大きなものがあった。

なお、研修参加者全員に対し、研修内容に関するアンケート調査を実施した結果、９

６．５％から業務遂行上「大変役立つ」又は「役立つ」という回答を得た。

平成１９年度における業務実績

平成１８年度の研修実績及び研修参加者に対して実施したアンケート結果等を参考

に、より実践的な研修として新たに接遇研修や語学研修を取り入れたほか、労務管理等

業務初級研修、衛生管理者講習会、政府関係法人会計事務職員研修等を計画し、機構で

実施する研修については１０件を実施し、外部機関で実施する研修については５７件に

参加させた。

このうち、衛生管理者講習会では、講習後に実施された第一種衛生管理者試験を受験

した１０名のうち９名が合格し（合格率９０％。平成１９年度当該試験の合格率５４．

７％ 、研修による効果には大きなものがあった。）

なお、研修参加者全員に対し、研修内容に関するアンケート調査を実施した結果、９

５．７％から業務遂行上「大変役立つ」又は「役立つ」という回答を得た。

平成２０年度における業務実績

平成１９年度の研修実績及び研修参加者に対して実施したアンケート結果等を参考

に、養成研修、業務研修及び他省庁等の実務研修等を計画し、機構で実施する研修につ

いては８件を実施し、外部機関で実施する研修については５３件に参加させた。

このうち、より実践的な研修として、平成１９年度に引き続き労務管理等業務初級研

修、接遇研修及び語学研修を実施した。
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なお、研修参加者全員に対し、研修内容に関するアンケート調査を実施した結果、９

７．８％から業務遂行上「大変役立つ」又は「役立つ」という回答を得た。

平成２１年度における業務実績

平成２０年度の研修実績及び研修参加者に対して実施したアンケート結果等を参考

に、養成研修、業務研修及び他省庁等の実務研修等を計画し、機構で実施する研修につ

いては１０件を実施し、外部機関で実施する研修については５５件に参加させた。

このうち、接遇研修は、的確なクレーム対応等の技術を身につけ、窓口業務の円滑な

遂行に役立てることを目的として実施し、また、監督者研修（ＪＳＴ基本コース）は、

係長（監督者）としての心構えや認識を深めさせ、基本的な管理能力を付与することに

より、良き監督者としての養成を目的として実施した。

なお、研修参加者全員に対し、研修内容に関するアンケート調査を実施した結果、９

８．２％から業務遂行上「大変役立つ」又は「役立つ」という回答を得た。

平成２２年度における業務実績

平成２１年度の研修実績及び研修参加者に対して実施したアンケート結果等を参考

に、養成研修、業務研修及び他省庁等の実務研修等として、機構で実施する研修につい

ては７件を実施し、外部機関で実施する研修については５１件に参加させた。

このうち、語学研修において、新たに一般職員の語学力の向上を図るため、英語の基

本的な表現を習得させることを目的に実施した。これは、現場ですぐに役立つ窓口対応

や、電話での簡単な取り次ぎ方法など、実践的な内容としたことにより、支部での窓口

業務等の円滑な遂行に資している。また、本研修参加者のアンケートでは、本研修の継

続及び中級・上級クラスの実施要望など、英語に対する学習意欲の高揚が確認できた。

、 、 、なお 全研修の研修参加者に対し 研修内容に関するアンケート調査を実施した結果

９９．３％から業務遂行上「大変役立つ」又は「役立つ」という回答を得た。

第２期中期目標期間においては、労務管理等業務、接遇及び語学研修の新設など、労

務管理等事務全般に幅広く活用できる、より実践的な研修の実施に注力し、職員の資質

の向上に努めたところである。

今後も、過去の研修実績、職場の管理監督者及び研修参加者の意見を踏まえた上で、

短期的な効果はもとより、中長期的な視野に立った人材育成に努めて参りたい。
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間
の
期
末
（
平
成
１
７
年
度
末
）
の
人
員

期
目
標
期
間
の
期
末
平
成
１
７
年
度
末

期
目
標
期
間
の
期
末
平
成
１
７
年
度
末

切
な
人
員
配
置
と
な
る
よ
う
前
期
中
期
目
標
期

も
に
、
平
成
１
９
年
度
以
降
に
お
い
て
各

数
に
対
し
て
、
中
期
目
標
期
間
の
各
年
度

数
に
対
し
て
、
中
期
目
標
期
間
の
各
年
度

の
人
員
数
（
３
９
６
人
）
に
対
し
て
、
中

の
人
員
数
（
３
９
６
人
）
に
対
し
て
、
中

間
の
期
末
（
平
成
１
７
年
度
末
）
の
人
員
数
に

年
度
平
均
４
％
の
人
員
削
減
を
実
施
す
べ

を
平
均
し
て
４
％
の
人
員
の
削
減
を
実
施

を
平
均
し
て
４
％
の
人
員
の
削
減
を
実
施

期
目
標
期
間
の
各
年
度
を
平
均
し
て
４
％

期
目
標
期
間
の
各
年
度
を
平
均
し
て
４
％

対
し
て
、
中
期
目
標
期
間
の
期
末
（
平
成
２
２

く
以
下
の
組
織
及
び
業
務
の
見
直
し
を
行

す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
平
成
１
９
年
度

す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
平
成
２
０
年
度

の
人
員
の
削
減
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て

の
人
員
の
削
減
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て

年
度
末
）
ま
で
に
２
０
％
の
人
員
削
減
を
実
施

い
、
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務
運
営

に
お
い
て
は
４
％
の
人
員
の
削
減
を
行

に
お
い
て
は
４
％
の
人
員
の
削
減
を
行

お
り
、
平
成
２
１
年
度
に
お
い
て
は
４
％

お
り
、
平
成
２
２
年
度
に
お
い
て
は
４
％

す
る
た
め
、
各
年
度
平
均
４
％
の
人
員
削
減
を

体
制
の
見
直
し
に
関
す
る
構
想
及
び
平
成

い
、
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務
運
営

い
、
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務
運
営

（
１
６
人
）
の
人
員
の
削
減
を
行
い
、
中

（
１
６
人
）
の
人
員
の
削
減
を
行
い
、
中

実
施
す
る
。

１
９
年
度
の
計
画
を
作
成
す
る
。

体
制
の
見
直
し
に
関
す
る
構
想
に
基
づ

体
制
の
見
直
し
に
関
す
る
構
想
に
基
づ

期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務
運
営
体
制
の

期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務
運
営
体
制
の

こ
の
た
め
、
機
構
に
設
置
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク

き
以
下
の
措
置
を
実
施
す
る
と
と
も
に

き
以
下
の
措
置
を
実
施
す
る
と
と
も
に

見
直
し
に
関
す
る
構
想
に
基
づ
き
、
以
下

見
直
し
に
関
す
る
構
想
に
基
づ
き
、
以
下

„
、

、
、

、
ト
チ
ー
ム
を
中
心
と
し
て
、
以
下
の
組
織
及
び

平
成
２
０
年
度
の
計
画
を
作
成
す
る
。

平
成
２
１
年
度
の
計
画
を
作
成
す
る
。

の
措
置
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
平
成
２

の
措
置
を
実
施
す
る
。

・
平
成
１
７
年
度
末
人
員
数
３
９
６
人
に
対

„
„

„
業
務
の
見
直
し
を
実
施
す
る
。

２
年
度
の
計
画
を
作
成
す
る
。

し
、
１
６
人
の
削
減
を
実
施

＜
削
減
率
：
△
４
％
＞

・
平
成
１
８
年
度
人
員
数
３
８
０
人
に
対
し
て
・
平
成
１
９
年
度
末
人
員
数
３
６
４
人
に
対
し

・
平
成
１
７
年
度
末
人
員
数
３
９
６
人
か
ら
平

„
・
本
部
に
設
置
し
た
組
織
・
業
務
見
直
し
検
討

３
６
４
人
と
し
、
１
６
人
を
削
減
。
こ
れ
に

て
３
４
８
人
と
し
、
１
６
人
削
減
。
こ
れ
に
・
平
成
１
７
年
度
末
人
員
数
３
９
６
人
か
ら
平

成
１
８
年
度
～
平
成
２
１
年
度
の
４
年
間
に

委
員
会
で
「
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務

よ
り
前
期
中
期
目
標
期
間
の
最
終
年
度
で
あ

よ
り
前
期
中
期
目
標
期
間
の
最
終
年
度
で
あ

成
１
８
年
度
～
平
成
２
０
年
度
の
３
年
間
に

わ
た
る
削
減
数
６
４
人
を
減
じ
た
人
員
数
３

運
営
体
制
の
見
直
し
に
関
す
る
構
想
」
を
作

る
平
成
１
７
年
度
末
の
人
員
数
３
９
６
人
に

る
平
成
１
７
年
度
末
の
人
員
数
３
９
６
人
に

わ
た
る
削
減
数
４
８
人
を
減
じ
た
人
員
数
３

３
２
人
に
対
し
、
本
年
度
当
初
に
各
年
度
平

．
、

成
対
し
て
、
各
年
度
平
均
４
％
の
削
減
率
を
達

対
し
て
、
各
年
度
平
均
４
％
の
削
減
率
を
達

４
８
人
に
対
し
、
本
年
度
当
初
に
各
年
度
平

均
４
０
％
に
当
た
る
１
６
人
を
削
減
し
て

・
本
部
に
設
置
し
た
組
織
・
業
務
見
直
し
検
討

成
成

均
４
％
に
当
た
る
１
６
人
を
削
減
し
て
、
人

人
員
数
を
３
１
６
人
と
し
た
。
こ
れ
に
よ
り

委
員
会
で
「
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務

＜
削
減
率
：
△
４
％
＞

＜
削
減
率
：
△
４
％
＞

員
数
を
３
３
２
人
と
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
４

４
％
の
人
員
削
減
を
達
成

運
営
体
制
の
見
直
し
に
関
す
る
構
想
に
基
づ

・
本
部
に
設
置
し
た
機
構
組
織
・
業
務
検
討
委
・
本
部
に
設
置
し
た
機
構
組
織
・
業
務
検
討
委

％
の
人
員
削
減
を
達
成

＜
削
減
率
：
△
４
％
＞

く
平
成
１
９
年
度
の
計
画
」
を
作
成

員
会
に
お
い
て
、
業
務
運
営
の
見
直
し
の
た

員
会
に
お
い
て
、
業
務
運
営
の
見
直
し
の
た

＜
削
減
率
：
△
４
％
＞

め
の
業
務
の
集
約
化
、
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ

め
の
業
務
の
集
約
化
等
、
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
・
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務
運
営
体
制

「
の
試
行
、
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
等
の

グ
の
実
施
、
一
部
支
部
の
統
廃
合
、
業
務
・

の
見
直
し
に
関
す
る
構
想
」
の
実
効
性
を
図

実
施
項
目
を
定
め
た
「
中
期
目
標
期
間
に
お

シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
等
の
実
施
項
目
を
定
め

る
た
め
、
本
部
に
設
置
し
た
機
構
組
織
・
業

け
る
業
務
運
営
体
制
の
見
直
し
に
関
す
る
構

た
「
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務
運
営
体

務
検
討
委
員
会
に
お
い
て
、
業
務
の
集
約
化

想
に
基
づ
く
平
成
２
０
年
度
の
計
画
」
を
作

制
の
見
直
し
に
関
す
る
構
想
に
基
づ
く
平
成

等
、
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
実
施
、
業
務
シ

成
２
１
年
度
の
計
画
」
を
作
成

ス
テ
ム
の
最
適
化
等
の
実
施
項
目
を
定
め
た

「
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務
運
営
体
制

の
見
直
し
に
関
す
る
構
想
に
基
づ
く
平
成
２

２
年
度
の
計
画
」
を
作
成

ま
た
、
国
家
公
務
員
の
給
与
構
造
改
革
を
踏

ま
た
、
国
家
公
務
員
の
給
与
構
造
改
革

ま
た
、
国
家
公
務
員
の
給
与
構
造
改
革

ま
た
、
国
家
公
務
員
の
給
与
構
造
改
革

ま
た
、
国
家
公
務
員
の
給
与
構
造
改
革

ま
え
て
、
役
職
員
の
給
与
に
つ
い
て
必
要
な
見

を
踏
ま
え
、
役
職
員
の
俸
給
そ
の
他
の
給

を
踏
ま
え
、
役
職
員
の
俸
給
そ
の
他
の
給

を
踏
ま
え
、
役
職
員
の
俸
給
そ
の
他
の
給

を
踏
ま
え
、
役
職
員
の
俸
給
そ
の
他
の
給

直
し
を
進
め
る
。

与
に
つ
い
て
必
要
な
見
直
し
を
行
う
。

与
に
つ
い
て
必
要
な
見
直
し
を
行
う
。

与
に
つ
い
て
必
要
な
見
直
し
を
行
う
。

与
に
つ
い
て
必
要
な
見
直
し
を
行
う
。

„
„

„
„

・
給
与
構
造
改
革
等
を
踏
ま
え
、
役
員
報
酬
及
・
国
家
公
務
員
の
給
与
構
造
改
革
等
を
踏
ま
・
国
家
公
務
員
の
給
与
構
造
改
革
を
踏
ま
え
、
・
国
家
公
務
員
の
給
与
構
造
改
革
を
踏
ま
え
、
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び
職
員
の
俸
給
表
、
俸
給
制
度
の
見
直
し
並

え
、
地
域
手
当
の
支
給
割
合
の
改
定
、
広
域

地
域
手
当
の
支
給
割
合
の
改
定
、
勤
勉
手
当

地
域
手
当
の
支
給
割
合
の
改
定
、
本
部
課
長

び
に
地
域
手
当
の
新
設
等
を
実
施

異
動
手
当
の
新
設
及
び
俸
給
の
特
別
調
整
額

の
支
給
割
合
の
変
更
を
実
施

代
理
等
に
対
す
る
俸
給
の
特
別
調
整
額
の
廃

の
定
額
化
等
を
実
施

止
等
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
平
成
２
１
年

５
月
に
な
さ
れ
た
人
事
院
臨
時
勧
告
を
踏
ま

え
、
６
月
期
の
役
職
員
の
期
末
・
勤
勉
手
当

に
つ
い
て
減
額
支
給
を
実
施

ま
た
、
同
年
８
月
の
人
事
院
勧
告
及
び
国
家

公
務
員
の
給
与
制
度
の
動
向
を
踏
ま
え
、
俸

給
月
額
の
引
下
げ
及
び
住
居
手
当
（
自
宅
）

の
廃
止
を
実
施

さ
ら
に
、
平
成
２
０
年
度
に
本
部
事
務

所
を
移
転
す
る
た
め
、
必
要
な
準
備
を
行

う
。

„
・
経
費
抑
制
を
図
る
た
め
、
本
部
事
務
所
の
移

、
、

転
先
の
検
討
諸
手
続
の
準
備
を
行
っ
た
上

平
成
２
０
年
２
月
に
本
部
事
務
所
を
東
京
都

大
田
区
及
び
神
奈
川
県
横
浜
市
に
移
転

(
1)
本
部
に
つ
い
て
は
、
平
成
１
８
年
度
末
ま

ア
本
部
に
つ
い
て
は
、
支
部
と
の
バ
ラ

ア
本
部
に
つ
い
て
は
、
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ

ア
本
部
に
つ
い
て
は
、
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ

ア
本
部
に
つ
い
て
は
、
平
成
２
２
年
度

ア
本
部
に
つ
い
て
は
、
業
務
の
集
約
化

で
に
業
務
全
般
を
見
直
す
と
と
も
に
、
支
部

ン
ス
を
考
慮
し
た
人
員
数
の
見
直
し
を

ン
グ
の
活
用
及
び
業
務
の
集
約
化
に
よ

ン
グ
の
活
用
及
び
業
務
の
集
約
化
に
よ

に
お
け
る
業
務
の
集
約
化
（
業
務
の
見

に
よ
り
、
業
務
部
の
労
務
管
理
課
及
び

と
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
た
人
員
数
の
見
直

図
り
管
理
部
門
を
縮
小
し
組
織
を
ス
リ

り
、
広
報
渉
外
役
を
廃
止
し
、
評
価
役

り
、
企
画
調
整
部
の
調
整
課
及
び
企
画

直
し
を
含
む
）
に
よ
る
組
織
の
ス
リ

労
務
給
与
課
を
統
合
す
る
と
と
も
に
、

。
し
を
図
り
、
平
成
１
９
年
度
以
降
、
円
滑
な

ム
化
す
る
た
め
、
円
滑
な
業
務
処
理
に

及
び
監
査
役
を
統
合
す
る
と
と
も
に
、

課
を
統
合
す
る
と
と
も
に
、
係
の
統
合

ム
化
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
。

係
の
統
合
や
ポ
ス
ト
の
削
減
等
を
実
施

業
務
処
理
に
配
慮
し
つ
つ
、
業
務
の
集
約
化

配
慮
し
つ
つ
、
業
務
の
集
約
化
や
ア
ウ

係
の
統
合
や
ポ
ス
ト
の
削
減
等
を
実
施

や
ポ
ス
ト
の
削
減
等
を
実
施
す
る
。
こ

し
、
組
織
の
ス
リ
ム
化
を
図
る
。

„
„

や
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
活
用
等
に
よ
り
、

ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
活
用
等
に
よ
り
、
段

す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
管
理
部
門
を
縮

れ
に
よ
り
、
管
理
部
門
を
縮
小
し
組
、

・
平
成
２
２
年
度
に
お
け
る
業
務
の
集
約
化

（
業
務
の
見
直
し
を
含
む
）
に
よ
る
組
織

・
平
成
１
８
年
度
～
平
成
２
１
年
度
に
行
っ

段
階
的
に
係
の
統
合
や
ポ
ス
ト
の
削
減
等
を

階
的
に
係
の
統
合
や
ポ
ス
ト
の
削
減
等

小
し

組
織
の
ス
リ
ム
化
を
図
る
。

織
の
ス
リ
ム
化
を
図
る
。

、
。

の
ス
リ
ム
化
等
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
と

た
業
務
の
集
約
化
、
管
理
部
門
の
縮
小
、

実
施
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
管
理
部
門
を
縮

を
実
施
す
る
観
点
か
ら
業
務
全
般
を
見

„
„

・
広
報
誌
の
編
集
業
務
及
び
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
・
機
械
的
・
定
型
的
業
務
に
つ
い
て
ア
ウ
ト
ソ

し
「
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
業
務
運
営

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
活
用
に
よ
る
本
部

小
し
、
組
織
の
ス
リ
ム
化
を
図
り
、
前
期
中

直
す
。

、
更
新
業
務
を
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
し
ま
た

ー
シ
ン
グ
を
実
施
し
、
管
理
部
庶
務
課
で
１

体
制
の
見
直
し
に
関
す
る
構
想
」
に
掲
げ
る

組
織
の
ス
リ
ム
化
に
加
え
、
本
年
度
当
初

期
目
標
期
間
の
期
末
（
平
成
１
７
年
度
末
）

„
、

、
・
そ
れ
ぞ
れ
の
課
で
実
施
し
て
い
る
庶
務
業
務

広
報
渉
外
役
を
廃
止
し
た
ほ
か
、
業
務
実
績

人
、
会
計
課
で
２
人
の
一
般
職
員
を
そ
れ
ぞ

業
務
部
労
務
管
理
課
と
労
務
給
与
課
の
統
合

に
お
い
て
、
労
務
管
理
課
と
労
務
給
与
課
の

の
人
員
数
に
対
し
て
、
中
期
目
標
期
間
の
期

及
び
機
構
の
事
業
計
画
・
予
算
計
画
等
の
関

評
価
に
係
る
業
務
と
会
計
監
査
・
業
務
監
査

れ
削
減

な
ど
の
検
討
を
行
い
、
平
成
２
２
年
度
当
初

統
合
、
労
務
厚
生
課
内
の
係
の
統
合
、
ポ
ス

末
（
平
成
２
２
年
度
末
）
ま
で
に
機
構
全
体

連
業
務
の
集
約
化
等
に
向
け
た
検
討
を
実
施

に
係
る
業
務
を
集
約
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、

ま
た
、
業
務
の
集
約
化
と
し
て
、
企
画
調

か
ら
ス
リ
ム
化
が
図
れ
る
よ
う
内
部
調
整
を

ト
の
削
減
を
行
い
、
平
成
１
７
年
度
末
の
人

の
削
減
率
を
上
回
る
人
員
削
減
を
実
施
す

評
価
役
と
監
査
役
を
統
合
す
る
な
ど
管
理
部

整
部
調
整
課
及
び
企
画
課
を
統
合
し
課
長
１

実
施

員
に
対
し
約
２
５
％
の
削
減
率
を
達
成
し
、

る
。

門
を
縮
小
。
さ
ら
に
、
労
務
厚
生
課
の
４
係

人
を
削
減
、
管
理
部
庶
務
課
及
び
会
計
課
に

機
構
全
体
の
削
減
率
（
２
０
％
）
を
上
回
る

を
３
係
に
、
課
長
代
理
の
２
ポ
ス
ト
を
１
ポ

お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
２
つ
の
係
を
１
つ
に
統
合

人
員
削
減
を
実
施
す
る
目
標
を
達
成

ス
ト
に
そ
れ
ぞ
れ
統
合
し
、
ス
リ
ム
化
を
実

し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
係
長
を
２
人
削
減

施
・
な
お
、
本
部
に
お
い
て
は
、
機
構
全
体
の
削

減
率
を
上
回
る
削
減
を
着
実
に
実
施

(
2)
支
部
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
在
日
米
軍
の

イ
支
部
に
つ
い
て
は
、
在
日
米
軍
の
再

イ
支
部
に
つ
い
て
は
、
呉
支
部
を
岩
国

イ
支
部
に
つ
い
て
は
、
横
須
賀
支
部
横

イ
支
部
に
つ
い
て
は
、
那
覇
支
部
及
び

イ
支
部
に
つ
い
て
は
、
富
士
支
部
の
座

再
編
状
況
等
を
踏
ま
え
、
平
成
１
８
年
度
末

編
状
況
等
を
踏
ま
え
、
円
滑
な
業
務
処

支
部
に
統
合
す
る
と
と
も
に
、
呉
地
区

浜
分
室
を
廃
止
し
、
ポ
ス
ト
の
削
減
等

コ
ザ
支
部
の
統
合
、
沖
縄
分
室
の
廃
止

間
支
部
へ
の
統
合
及
び
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ

ま
で
に
業
務
全
般
を
見
直
し
、
平
成
１
９
年

理
に
配
慮
し
つ
つ
、
業
務
の
集
約
化
や

に
分
室
を
設
置
し
、
係
の
統
合
及
び
ポ

を
行
う
と
と
も
に
、
平
成
２
１
年
度
に

及
び
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
実
施
に
よ

ン
グ
の
実
施
に
よ
り
、
ポ
ス
ト
の
削
減

度
以
降
円
滑
な
業
務
処
理
に
配
慮
し
つ
つ

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
活
用
等
に
よ

ス
ト
の
削
減
等
を
行
う
。

那
覇
支
部
及
び
コ
ザ
支
部
を
統
合
す
る

り
ポ
ス
ト
の
削
減
を
行
う
と
と
も
に

を
行
う
。

、
、

、
、

„
業
務
の
集
約
化
や
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
活

り
、
段
階
的
に
、
係
の
統
合
や
ポ
ス
ト

な
お
、
在
日
米
軍
の
再
編
状
況
等
を

た
め
、
必
要
な
準
備
を
行
う
。

平
成
２
２
年
度
に
富
士
支
部
及
び
座
間

・
本
年
度
当
初
に
お
い
て
、
富
士
支
部
の
座
間

用
等
に
よ
り
、
段
階
的
に
、
以
下
の
措
置
を

の
削
減
等
、
一
部
の
支
部
の
統
廃
合
及

踏
ま
え
、
一
部
の
支
部
の
統
廃
合
を
引

な
お
、
在
日
米
軍
の
再
編
状
況
等
を

支
部
を
統
合
す
る
た
め
、
必
要
な
準
備

支
部
へ
の
統
合
及
び
横
田
支
部
、
横
須
賀
支

講
ず
る
。

び
管
理
す
る
駐
留
軍
等
労
働
者
数
に
応

き
続
き
検
討
す
る
。

踏
ま
え
、
一
部
の
支
部
の
統
廃
合
を
引

を
行
う
。

部
、
座
間
支
部
に
お
い
て
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン

ア
係
の
統
合
や
ポ
ス
ト
の
削
減
等
を
実
施
し

じ
支
部
間
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
た
適

き
続
き
検
討
す
る
。

„
„

・
呉
支
部
を
岩
国
支
部
に
統
合
し
、
呉
地
区
に

・
那
覇
支
部
及
び
コ
ザ
支
部
を
統
合
す
る
と
と

グ
に
よ
る
一
般
職
員
を
削
減
。

組
織
の
ス
リ
ム
化
を
図
る
。

正
な
規
模
の
職
員
配
置
を
行
う
観
点
か

„
は
分
室
を
設
置
す
る
こ
と
に
よ
り
、
支
部
長
・
横
須
賀
支
部
横
浜
分
室
を
廃
止
し
、
分
室
長

も
に
、
沖
縄
分
室
を
廃
止
し
、
支
部
長
、
課

ま
た
、
各
支
部
の
職
員
一
人
当
た
り
が
管
理

イ
駐
留
軍
等
労
働
者
へ
の
サ
ー
ビ
ス
の
維
持

ら
業
務
全
般
を
見
直
す
。

及
び
副
支
部
長
各
１
人
、
係
長
及
び
一
般
職

を
削
減
し
た
ほ
か
、
横
田
支
部
２
人
、
那
覇

長
、
分
室
長
等
９
人
を
削
減
。

す
る
駐
留
軍
等
労
働
者
数
に
つ
い
て
、
支
部

及
び
業
務
の
効
率
性
等
の
観
点
か
ら
検
討

„
・
駐
留
軍
等
労
働
者
か
ら
の
各
種
提
出
書
類
の

員
各
２
人
の
計
６
人
の
人
員
を
削
減
。

支
部
１
人
の
一
般
職
員
を
削
減
。

ま
た
、
三
沢
支
部
、
佐
世
保
支
部
及
び
沖
縄

ご
と
の
ば
ら
つ
き
を
是
正
し
、
支
部
間
の
バ

し
、
一
部
の
支
部
の
統
廃
合
を
実
施
す
る
。

受
付
業
務
等
の
集
約
化
等
に
向
け
た
検
討
を

ま
た
、
座
間
支
部
に
お
い
て
専
門
職
１
人
を

ま
た
岩
国
支
部
及
び
コ
ザ
支
部
に
お
い
て

支
部
に
お
い
て
、
機
械
的
・
定
型
的
業
務
に

ラ
ン
ス
を
考
慮
し
た
適
正
な
規
模
の
職
員
配

ウ
各
支
部
の
人
員
数
に
つ
い
て
、
支
部
職
員

、
、

実
施

廃
止
し
、
ラ
イ
ン
制
に
集
約
化
し
た
ほ
か
、

機
械
的
・
定
型
的
業
務
に
つ
い
て
ア
ウ
ト
ソ

つ
い
て
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
施
し
７
人

置
と
す
る
た
め
、
横
田
支
部
か
ら
１
人
、
富

一
人
当
た
り
が
管
理
す
る
駐
留
軍
等
労
働
者

中
期
計
画
に
定
め
る
職
員
配
置
を
段
階
的
に

ー
シ
ン
グ
を
試
行
し
、
岩
国
支
部
で
２
人
、

の
一
般
職
員
を
削
減

士
支
部
か
ら
１
人
、
沖
縄
支
部
か
ら
４
人
の

数
を
基
準
と
し
て
見
直
し
を
行
い
、
各
支
部

実
施
す
る
た
め
、
横
田
支
部
３
人
、
那
覇
支

コ
ザ
支
部
で
４
人
の
一
般
職
員
を
削
減
。

・
富
士
支
部
及
び
座
間
支
部
統
合
に
つ
い
て
、

一
般
職
員
の
横
須
賀
支
部
へ
の
振
替
を
実
施

が
管
轄
す
る
米
軍
施
設
の
特
性
及
び
配
置
状

部
及
び
コ
ザ
支
部
各
１
人
計
５
人
の
一
般
職

更
に
、
各
支
部
の
職
員
１
人
当
た
り
が
管
理

平
成
２
２
年
度
か
ら
実
施
す
べ
く
、
ま
た
、

況
等
を
勘
案
し
、
管
理
す
る
駐
留
軍
等
労
働

員
の
削
減
を
実
施

す
る
駐
留
軍
等
労
働
者
数
に
つ
い
て
、
支
部

富
士
営
舎
地
区
に
勤
務
す
る
駐
留
軍
等
労
働

者
数
に
応
じ
、
支
部
間
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮

・
在
日
米
軍
の
再
編
状
況
等
を
踏
ま
え
、
那
覇

ご
と
の
ば
ら
つ
き
を
是
正
し
、
支
部
間
の
バ

者
の
利
便
性
の
低
下
を
招
く
こ
と
の
な
い
よ

し
た
適
正
な
規
模
の
職
員
配
置
を
行
う
。

支
部
と
コ
ザ
支
部
の
統
合
を
検
討
し
て
い
た

ラ
ン
ス
を
考
慮
し
た
適
正
な
規
模
の
職
員
配

う
、
座
間
支
部
職
員
に
よ
る
定
期
連
絡
便
の

と
こ
ろ
、
統
合
の
時
期
に
つ
い
て
「
独
立
行

置
と
す
る
た
め
、
横
田
支
部
の
一
般
職
員
１

運
行
及
び
富
士
防
衛
事
務
所
に
お
け
る
窓
口

政
法
人
整
理
合
理
化
計
画
」
に
「
平
成
２
１

人
を
横
須
賀
支
部
に
振
り
替
え
を
実
施

業
務
の
実
施
に
係
る
頻
度
や
方
法
な
ど
に
つ

年
度
に
那
覇
支
部
及
び
コ
ザ
支
部
の
統
合
を
・
那
覇
支
部
及
び
コ
ザ
支
部
統
合
に
つ
い
て
、

い
て
、
関
係
機
関
と
鋭
意
協
議
、
調
整
を
実

行
う
も
の
と
す
る
」
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ

統
合
後
の
新
支
部
の
組
織
及
び
新
事
務
所
の

施
。

た
こ
と
か
ら
、
こ
れ
を
踏
ま
え
、
総
合
的
な

借
り
上
げ
等
に
つ
い
て
、
関
係
機
関
等
と
の
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判
断
に
よ
り
、
統
合
後
の
新
支
部
の
所
在
地

調
整
を
含
め
必
要
な
準
備
を
実
施

（
嘉
手
納
町
）
を
決
定

・
富
士
支
部
を
座
間
支
部
に
統
合
す
る
こ
と
に

つ
い
て
は
「
独
立
行
政
法
人
整
理
合
理
化

、
計
画
」
に
平
成
２
２
年
度
ま
で
に
実
施
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
統
合
後
の
組
織
等
に

つ
い
て
検
討
を
実
施

(
3)
平
成
１
８
年
度
末
ま
で
に
業
務
全
般
の
見

ウ
円
滑
な
業
務
処
理
に
配
慮
し
つ
つ
、

ウ
機
構
の
管
理
業
務
に
つ
い
て
は
、
広

ウ
機
構
の
管
理
業
務
に
つ
い
て
は
、
総

ウ
機
構
の
管
理
業
務
に
つ
い
て
は
、
総

ウ
機
構
の
管
理
業
務
に
つ
い
て
は
、
総

直
し
及
び
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
実
施
に
関

現
在
実
施
し
て
い
る
福
利
厚
生
業
務
等

報
誌
の
編
集
業
務
及
び
機
構
ホ
ー
ム
ペ

務
業
務
及
び
職
員
の
給
与
計
算
の
入
力

務
業
務
及
び
職
員
の
給
与
計
算
の
入
力

務
業
務
及
び
職
員
の
給
与
計
算
の
入
力

す
る
具
体
的
な
検
討
を
行
い
、
平
成
１
９
年

の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
に
加
え
、
段
階

ー
ジ
の
更
新
業
務
に
つ
い
て
ア
ウ
ト
ソ

業
務
等
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
施

業
務
等
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
引
き

業
務
等
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
引
き

度
以
降
円
滑
な
業
務
処
理
に
配
慮
し
つ
つ

的
に
労
務
管
理
等
事
務
及
び
機
構
の
管

ー
シ
ン
グ
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
平

す
る
。

続
き
実
施
す
る
。

続
き
実
施
す
る
。

、
、

現
在
実
施
し
て
い
る
福
利
厚
生
業
務
等
の
ア

理
業
務
等
に
つ
い
て
、
可
能
な
も
の
か

成
２
０
年
度
か
ら
勤
務
時
間
管
理
等
の

ま
た
、
労
務
管
理
等
事
務
に
つ
い
て

ま
た
、
労
務
管
理
等
事
務
に
つ
い
て

ま
た
、
労
務
管
理
等
事
務
に
つ
い
て

ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
に
加
え
、
段
階
的
に
、
労

ら
新
た
な
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
施

業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
施
す

は
、
岩
国
支
部
及
び
コ
ザ
支
部
に
お
い

は
、
三
沢
支
部
、
岩
国
支
部
、
佐
世
保

は
、
応
募
者
及
び
駐
留
軍
等
労
働
者
か

務
管
理
等
事
務
及
び
機
構
の
管
理
業
務
等
に

す
る
観
点
か
ら
業
務
全
般
を
見
直
す
。

る
た
め
の
準
備
を
行
う
。

て
、
応
募
者
及
び
駐
留
軍
等
労
働
者
か

支
部
及
び
沖
縄
支
部
に
お
い
て
、
応
募

ら
の
各
種
提
出
書
類
の
受
付
業
務
等
の

つ
い
て
、
可
能
な
も
の
か
ら
新
た
な
ア
ウ
ト

ま
た
、
労
務
管
理
等
事
務
に
つ
い
て

ら
の
各
種
提
出
書
類
の
受
付
業
務
等
の

者
及
び
駐
留
軍
等
労
働
者
か
ら
の
各
種

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
施
す
る
。

„
„

ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
施
す
る
。

は
、
岩
国
支
部
及
び
コ
ザ
支
部
に
お
い

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
試
行
す
る
と
と

提
出
書
類
の
受
付
業
務
等
の
ア
ウ
ト
ソ

・
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、

そ
の
実
現
可
能
性
等
の
検
討
を
実
施

・
本
部
に
お
け
る
管
理
業
務
の
う
ち
、

て
、
応
募
者
及
び
駐
留
軍
等
労
働
者
か

も
に
、
翻
訳
業
務
（
ほ
う
賞
関
係
書
類

ー
シ
ン
グ
を
実
施
す
る
。

①
文
書
受
付
・
発
信
台
帳
の
記
入
及
び
デ
ー

ら
の
各
種
提
出
書
類
の
受
付
業
務
等
の

等
の
翻
訳
業
務
）
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン

„
・
本
部
に
お
け
る
管
理
業
務
の
う
ち
、

タ
入
力

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
平
成
２
０
年
度

グ
を
実
施
す
る
。

①
文
書
受
付
・
発
信
台
帳
の
記
入
及
び
デ
ー

②
機
構
職
員
の
給
与
計
算
等
の
入
力
等
の
機

に
試
行
す
る
た
め
の
準
備
を
行
う
。

„
・
本
部
の
管
理
業
務
の
う
ち
、

タ
入
力

械
的
・
定
型
的
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ

„
・
本
部
に
お
け
る
広
報
誌
の
編
集
業
務
、
機
構

①
文
書
受
付
・
発
信
台
帳
の
記
入
等

②
機
構
職
員
の
給
与
計
算
等
の
入
力

を
本
年
度
当
初
か
ら
実
施

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
更
新
業
務
や
統
計
調
査
業

②
職
員
の
給
与
計
算
等
の
入
力

等
の
機
械
的
・
定
型
的
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー

・
支
部
に
お
け
る
労
務
管
理
等
事
務
の
う
ち
、

務
の
集
計
等
の
業
務
に
つ
い
て
ア
ウ
ト
ソ
ー

等
の
総
務
業
務
及
び
入
力
業
務
な
ど
機
械
的

シ
ン
グ
を
実
施

①
応
募
者
及
び
駐
留
軍
等
労
働
者
か
ら
の
各

シ
ン
グ
を
実
施

・
定
型
的
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
・
支
部
に
お
け
る
労
務
管
理
等
事
務
の
う
ち
、

種
提
出
書
類
の
受
付

・
本
部
に
お
け
る
文
書
の
受
付
・
発
信
台
帳
の

施
①
応
募
者
及
び
駐
留
軍
等
労
働
者
か
ら
の
各

②
駐
留
軍
等
労
働
者
の
労
務
管
理
等
事
務
に

記
入
業
務
及
び
職
員
の
給
与
計
算
等
の
入
力
・
支
部
に
お
け
る
労
務
管
理
等
事
務
の
う
ち
、

種
提
出
書
類
の
受
付

係
る
基
礎
情
報
の
出
入
力

業
務
な
ど
機
械
的
・
定
型
的
業
務
に
つ
い

①
応
募
者
及
び
駐
留
軍
等
労
働
者
か
ら
の
各

②
駐
留
軍
等
労
働
者
の
労
務
管
理
等
事
務
に

③
各
種
書
類
の
仕
分
、
フ
ァ
イ
リ
ン
グ

て
、
平
成
２
０
年
度
か
ら
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン

種
提
出
書
類
の
受
付

係
る
基
礎
情
報
の
出
入
力

等
の
機
械
的
・
定
型
的
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー

グ
を
実
施
す
る
た
め
、
委
託
方
法
及
び
契
約

②
駐
留
軍
等
労
働
者
の
労
務
管
理
等
事
務
に

③
各
種
書
類
の
仕
分
け
、
フ
ァ
イ
リ
ン
グ

シ
ン
グ
を
、
横
田
支
部
、
横
須
賀
支
部
、
座

方
法
に
関
す
る
資
料
・
情
報
を
収
集
す
る
な

係
る
基
礎
情
報
の
出
入
力

等
の
機
械
的
・
定
型
的
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー

間
支
部
に
お
い
て
本
年
度
当
初
か
ら
実
施

ど
の
準
備
を
整
え
、
委
託
契
約
を
締
結

③
各
種
書
類
の
仕
分
け
、
フ
ァ
イ
リ
ン
グ

シ
ン
グ
を
、
三
沢
支
部
、
岩
国
支
部
、
佐
世

こ
れ
に
よ
り
、
全
て
の
支
部
に
お
い
て
ア
ウ

・
支
部
に
お
け
る
応
募
者
及
び
駐
留
軍
等
労
働

等
の
受
付
、
入
力
等
業
務
な
ど
機
械
的
・
定

保
支
部
、
沖
縄
支
部
に
お
い
て
実
施

ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
施

者
か
ら
の
各
種
提
出
書
類
の
受
付
業
務
等
の

型
的
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
試
行
を

機
械
的
・
定
型
的
業
務
に
つ
い
て
、
平
成
２

岩
国
支
部
及
び
コ
ザ
支
部
に
お
い
て
実
施
。

０
年
度
か
ら
岩
国
・
コ
ザ
支
部
で
ア
ウ
ト
ソ

ま
た
、
ほ
う
賞
関
係
書
類
等
の
翻
訳
業
務
の

ー
シ
ン
グ
を
試
行
す
る
た
め
、
委
託
方
法
及

う
ち
、
定
型
的
な
書
類
等
の
翻
訳
に
つ
い
て

び
契
約
方
法
に
関
す
る
資
料
・
情
報
を
収
集

も
、
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
施

す
る
な
ど
の
準
備
を
整
え
、
委
託
契
約
を
締

結

(
4
)
国
の
行
政
機
関
の
取
組
に
準
じ
て
、
平

エ
国
の
行
政
機
関
の
取
組
に
準
じ
て
、

エ
国
の
行
政
機
関
の
取
組
に
準
じ
て
、

エ
国
の
行
政
機
関
の
取
組
に
準
じ
て
、

エ
国
の
行
政
機
関
の
取
組
に
準
じ
て
、

エ
平
成
１
９
年
度
に
作
成
し
た
最
適
化

成
１
９
年
度
末
ま
で
に
最
適
化
計
画
を
策
定

平
成
１
９
年
度
末
ま
で
に
最
適
化
計
画

機
構
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
に

平
成
１
９
年
度
に
策
定
し
た
最
適
化
計

平
成
１
９
年
度
に
策
定
し
た
最
適
化
計

計
画
に
基
づ
き
、
新
た
に
構
築
し
た
在

し
、
実
施
す
る
。

を
策
定
し
、
Ｉ
Ｔ
化
に
対
応
し
た
事
務

関
し
て
、
平
成
１
８
年
度
に
策
定
し
た

画
を
実
現
す
る
た
め
、
仕
様
書
等
を
作

画
に
基
づ
き
新
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す

日
米
軍
従
業
員
管
理
シ
ス
テ
ム
の
運
用

ま
た
、
Ｉ
Ｔ
化
に
対
応
し
た
事
務
の
電
子

の
電
子
化
を
推
進
す
る
た
め
、
在
日
米

機
構
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
見
直
し
方

成
し
、
開
発
業
者
の
選
定
を
行
う
。

る
。

を
開
始
す
る
。

化
を
事
業
年
度
ご
と
に
推
進
す
る
な
ど
業
務

軍
従
業
員
管
理
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
、

針
を
具
体
化
す
る
た
め
、
最
適
化
計
画

ま
た
、
機
構
内
一
般
業
務
に
つ
い
て

ま
た
、
機
構
内
一
般
業
務
に
つ
い
て

ま
た
、
機
構
内
一
般
業
務
に
つ
い
て

の
効
率
化
に
取
り
組
む
。

現
行
の
業
務
フ
ロ
ー
を
作
成
し
、
業
務

の
策
定
を
行
う
。

の
効
率
化
・
省
力
化
を
図
る
た
め
、
機

の
効
率
化
・
省
力
化
を
図
る
た
め
、
平

の
効
率
化
・
省
力
化
を
図
る
た
め
、
平

・
シ
ス
テ
ム
の
分
析
を
行
い
、
主
要
課

ま
た
、
機
構
内
一
般
業
務
に
つ
い
て

構
内
Ｌ
Ａ
Ｎ
を
活
用
し
た
ｅ
ラ
ー
ニ
ン

成
２
０
年
度
に
作
成
し
た
ｅ
ラ
ー
ニ
ン

成
２
１
年
度
に
導
入
し
試
行
し
た
ｅ
ラ

題
を
抽
出
し
、
そ
の
解
決
方
向
案
の
検

の
効
率
化
・
省
力
化
を
図
る
た
め
、
グ

グ
の
有
効
性
に
つ
い
て
調
査
・
検
討

グ
の
導
入
方
針
に
基
づ
き
、
シ
ス
テ
ム

ー
ニ
ン
グ
の
本
格
運
用
を
開
始
す
る
。

„
討
を
行
い
、
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
見
直

ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
ソ
フ
ト
の
選
定
及
び
導

し
、
導
入
方
針
を
作
成
す
る
。

の
導
入
等
を
行
い
試
行
的
に
運
用
を
開

・
平
成
２
１
年
度
に
構
築
さ
れ
た
新
シ
ス
テ
ム

し
方
針
を
策
定
す
る
。

入
を
行
う
。

始
す
る
な
ど
、
平
成
２
２
年
度
に
ｅ
ラ

„
・
国
の
行
政
機
関
の
取
組
に
準
じ
て
、
平
成
１

は
、
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適
化
計
画
ど
お
り

ま
た
機
構
内
一
般
業
務
に
つ
い
て

ー
ニ
ン
グ
を
本
格
運
用
す
る
た
め
の
準

、
、

„
・
駐
留
軍
等
労
働
者
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
最

９
年
度
に
策
定
し
た
「
駐
留
軍
等
労
働
者
の

本
年
度
当
初
か
ら
運
用
を
開
始
し
、
同
シ
ス

よ
り
一
層
の
業
務
の
効
率
化
・
省
力
化

備
を
行
う
。

適
化
を
実
施
す
る
た
め
、
業
務
の
集
約
化
・

労
務
管
理
等
事
務
の
業
務
・
シ
ス
テ
ム
最
適

テ
ム
の
運
用
状
況
が
安
定
的
に
稼
働
維
持
し

を
図
る
た
め
の
方
策
に
つ
い
て
の
検
討

„
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
活
用
等
に
よ
る
業
務

化
計
画
」
を
実
現
す
る
た
め
、
仕
様
書
（
要
・
平
成
２
２
年
度
当
初
か
ら
の
運
用
開
始
を
実

て
い
る
こ
と
を
検
証
。

を
行
う
。

の
見
直
し
及
び
在
日
米
軍
従
業
員
管
理
シ
ス

件
定
義
書
）
等
を
作
成
し
た
。
ま
た
、
総
合

現
す
る
た
め
、
開
発
業
者
に
よ
る
新
シ
ス
テ

ま
た
、
平
成
２
１
年
度
ま
で
の
業
務
・
シ
ス

„
・
業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
見
直
し
方
針
」
を
策

テ
ム
サ
ー
バ
の
本
部
集
中
化
等
の
シ
ス
テ
ム

評
価
方
式
に
よ
り
開
発
業
者
の
選
定
を
実
施

ム
を
構
築
し
、
本
部
及
び
８
支
部
に
分
散
設

テ
ム
最
適
化
計
画
の
実
施
に
つ
い
て
、
実
施

「 定
の
見
直
し
を
内
容
と
す
る
「
業
務
・
シ
ス
テ
・
機
構
内
Ｌ
Ａ
Ｎ
を
活
用
し
た
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ

置
し
て
い
た
サ
ー
バ
の
本
部
へ
の
集
中
化
、

状
況
及
び
実
施
評
価
に
係
る
報
告
書
を
作
成

・
よ
り
一
層
の
業
務
の
効
率
化
・
省
力
化
を
図

ム
最
適
化
計
画
」
を
策
定

の
有
効
性
を
検
討
を
行
い
、
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ

シ
ス
テ
ム
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
改
修
及
び
指
静
脈

し
、
当
該
計
画
が
確
実
か
つ
順
調
に
実
現
さ

る
た
め
、
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
ソ
フ
ト
の
導
入

・
電
子
決
裁
及
び
文
書
管
理
等
の
機
能
を
有
す

導
入
方
針
を
作
成

認
証
方
式
の
導
入
等
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の

れ
て
い
る
こ
と
を
検
証

を
行
う
こ
と
と
し
た
。

る
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
ソ
フ
ト
を
選
定
、
導
入

見
直
し
を
図
り
、
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
・
ソ
フ
ト
・
平
成
２
１
年
度
の
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
試
行
的

ウ
ェ
ア
及
び
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
全
換
装
等
を

運
用
の
結
果
に
基
づ
き
、
本
格
的
運
用
に
係

実
施

る
実
施
要
領
を
作
成
す
る
と
と
も
に
、
新
た

ま
た
、
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
運
用
に
係
る
実
施
要

に
個
人
情
報
保
護
に
係
る
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ

領
を
作
成
し
、
表
計
算
ソ
フ
ト
及
び
プ
レ
ゼ

の
調
達
を
行
い
、
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
本
格
的
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ン
テ
ー
シ
ョ
ン
用
資
料
作
成
ソ
フ
ト
の
パ
ソ

運
用
を
実
施

コ
ン
研
修
、
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
教
育
及
び

セ
ク
シ
ャ
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
教
育
の
試
行
的

運
用
を
実
施
し
、
平
成
２
２
年
度
か
ら
の
本

格
的
運
用
の
た
め
の
準
備
を
実
施

２
経
費
の
抑
制

(2
)
経
費
の
抑
制

(
2
)
経
費
の
抑
制

(
2
)
経
費
の
抑
制

(
2
)
経
費
の
抑
制

(2
)
経
費
の
抑
制

人
件
費
（
退
職
手
当
を
除
く
）
を
含
む
機

業
務
運
営
体
制
の
見
直
し
に
よ
り
、
人

業
務
運
営
体
制
の
見
直
し
に
よ
り
、
前

業
務
運
営
体
制
の
見
直
し
に
よ
り
、
前

業
務
運
営
体
制
の
見
直
し
に
よ
り
、
前

業
務
運
営
体
制
の
見
直
し
に
よ
り
、
前

。
構
運
営
関
係
費
に
つ
い
て
、
前
期
中
期
目
標
期

件
費
概
ね
４
％
、
物
件
費
概
ね
２
％
の
経

期
中
期
目
標
期
間
の
最
終
年
度
（
平
成
１

期
中
期
目
標
期
間
の
最
終
年
度
（
平
成
１

期
中
期
目
標
期
間
の
最
終
年
度
（
平
成
１

期
中
期
目
標
期
間
の
最
終
年
度
（
平
成
１

間
の
最
終
年
度
（
平
成
１
７
年
度
）
を
基
準
と

費
の
抑
制
を
図
る
。
た
だ
し
、
新
規
に
追

７
年
度
）
を
基
準
と
し
て
、
中
期
目
標
期

７
年
度
）
を
基
準
と
し
て
、
中
期
目
標
期

７
年
度
）
を
基
準
と
し
て
、
中
期
目
標
期

７
年
度
）
を
基
準
と
し
て
、
中
期
目
標
期

し
て
、
中
期
目
標
期
間
の
最
終
年
度
（
平
成
２

加
さ
れ
る
も
の
、
拡
充
分
は
除
く
。

間
の
経
過
年
度
を
平
均
し
て
人
件
費
４

間
の
経
過
年
度
を
平
均
し
て
人
件
費
４

間
の
経
過
年
度
を
平
均
し
て
人
件
費
４

間
の
経
過
年
度
を
平
均
し
て
人
件
費
４

）
、

、
。

、
。

、
。

、
。

２
年
度
ま
で
に
１
５
％
の
縮
減
を
図
る
た
め

％
物
件
費
２
％
の
経
費
の
抑
制
を
図
る

％
物
件
費
２
％
の
経
費
の
抑
制
を
図
る

％
物
件
費
２
％
の
経
費
の
抑
制
を
図
る

％
物
件
費
２
％
の
経
費
の
抑
制
を
図
る

„
業
務
運
営
体
制
の
見
直
し
に
よ
る
人
員
数
の
削

た
だ
し
、
新
規
に
追
加
さ
れ
る
も
の
、
拡

た
だ
し
、
新
規
に
追
加
さ
れ
る
も
の
、
拡

た
だ
し
、
新
規
に
追
加
さ
れ
る
も
の
、
拡

た
だ
し
、
新
規
に
追
加
さ
れ
る
も
の
、
拡

・
人
件
費
に
つ
い
て
は
、
常
勤
職
員
の
削
減
等

減
等
に
よ
り
各
年
度
平
均
し
て
人
件
費
４
％

充
分
は
除
く
。

充
分
は
除
く
。

充
分
は
除
く
。

充
分
は
除
く
。

、
、

に
よ
る
人
件
費
の
抑
制
を
実
施

„
„

„
„

物
件
費
２
％
の
抑
制
を
図
る
。
た
だ
し
、
新
規

＜
抑
制
率
：
７
．
４
％
＞

・
物
件
費
に
つ
い
て
は
、
一
括
購
入
及
び
割
引
・
人
件
費
に
つ
い
て
は
、
常
勤
職
員
１
６
人
の
・
人
件
費
に
つ
い
て
は
常
勤
職
員
の
削
減
△
・
人
件
費
に
つ
い
て
は
常
勤
職
員
の
削
減
△
・
人
件
費
に
つ
い
て
は
常
勤
職
員
の
削
減
△

に
追
加
さ
れ
る
も
の
、
拡
充
分
は
除
く
。

、
（

、
（

、
（

制
度
の
利
用
に
よ
る
経
費
の
抑
制
を
実
施

削
減
を
実
施
し
た
こ
と
に
よ
り
、
平
成
１
７

１
６
人
）
を
実
施
し
た
こ
と
に
よ
り
、
平
成

１
６
人
、
４
年
累
計
６
４
人
）
を
実
施
し
た

１
６
人
、
５
年
累
計
８
０
人
）
を
実
施
し
た

＜
抑
制
率
：
３
．
３
％
＞

年
度
に
対
し
て
９
．
５
％
の
抑
制
、
経
過
年

１
７
年
度
に
対
し
１
５
．
６
％
の
抑
制
、
平

こ
と
に
よ
り
平
成
１
７
年
度
に
対
し
２
０

こ
と
に
よ
り
、
前
期
中
期
目
標
期
間
の
最
終

、
．

度
の
平
均
で
４
．
８
％
の
抑
制
を
実
施

成
１
８
年
度
か
ら
平
成
２
０
年
度
ま
で
の
経

０
％
の
抑
制
、
平
成
１
８
年
度
～
平
成
２
１

年
度
（
平
成
１
７
年
度
）
に
対
し
２
４
．

・
物
件
費
に
つ
い
て
は
、
支
部
の
整
理
統
合
に

過
年
度
の
平
均
で
５
．
２
％
の
抑
制
を
実
施

年
度
ま
で
の
経
過
年
度
の
平
均
で
５
．
０
％

４
％
の
抑
制
、
平
成
１
８
年
度
～
平
成
２
２

よ
る
建
物
賃
借
料
の
削
減
に
よ
る
ほ
か
、
従
・
物
件
費
に
つ
い
て
は
、
本
部
事
務
所
の
移
転

の
抑
制
を
実
施

年
度
ま
で
の
経
過
年
度
の
平
均
で
４
．
９
％

来
か
ら
行
っ
て
い
た
用
紙
等
の
購
入
の
際
に

及
び
横
須
賀
支
部
横
浜
分
室
の
廃
止
に
よ
・
物
件
費
に
つ
い
て
は
、
那
覇
支
部
及
び
コ
ザ

の
抑
制
と
な
り
、
４
％
以
上
の
抑
制
率
を
達

実
施
し
て
い
た
一
括
調
達
を
、
さ
ら
に
文
房

り
、
建
物
等
賃
借
料
を
約
１
億
円
削
減
し
た

支
部
の
統
合
に
よ
り
建
物
等
賃
借
料
（
那

成
具
類
な
ど
の
汎
用
品
に
つ
い
て
も
対
象
と
し

こ
と
、
ま
た
、
従
前
か
ら
用
紙
、
文
房
具
類

覇
支
部
）
や
光
熱
水
料
な
ど
が
削
減
さ
れ

・
物
件
費
に
つ
い
て
は
、
座
間
支
部
及
び
富

た
こ
と
か
ら
、
平
成
１
７
年
度
に
対
し
６
．

な
ど
の
汎
用
品
等
の
購
入
に
つ
い
て
一
括
調

た
ほ
か
、
各
種
経
費
の
計
画
的
・
効
率
的
執

士
支
部
の
統
合
に
よ
り
建
物
等
賃
借
料

４
％
の
抑
制
、
経
過
年
度
の
平
均
で
３
．
２

達
を
実
施
し
て
い
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
平

行
と
地
道
な
節
約
努
力
な
ど
に
よ
り
、
平
成

（
富
士
支
部
）
や
光
熱
水
料
な
ど
が
削
減

％
の
抑
制
を
実
施

成
１
７
年
度
に
対
し
２
１
６
％
の
抑
制

１
７
年
度
に
対
し
、
３
１
．
２
％
の
抑
制
、

さ
れ
た
ほ
か
、
各
種
経
費
の
計
画
的
・
効

、
．

、
平
成
１
８
年
度
か
ら
平
成
２
０
年
度
ま
で
の

平
成
１
８
年
度
～
平
成
２
１
年
度
ま
で
の
経

率
的
執
行
と
地
道
な
節
約
努
力
な
ど
に
よ

経
過
年
度
の
平
均
で
７
．
２
％
の
抑
制
を
実

過
年
度
の
平
均
で
７
．
８
％
の
抑
制
を
実
施

り
前
期
中
期
目
標
期
間
の
最
終
年
度
平

、
（

施
成
１
７
年
度
）
に
対
し
、
３
７
．
１
％
の
抑

制
、
平
成
１
８
年
度
～
平
成
２
２
年
度
ま
で

の
経
過
年
度
の
平
均
で
７
．
４
％
の
抑
制
と

な
り
、
平
成
２
２
年
度
計
画
で
掲
げ
ら
れ
て

い
る
抑
制
率
（
２
．
０
％
）
を
達
成

第
２
国
民
に
対
し
て
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
そ
の
他
２
国
民
に
対
し
て
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
そ
の
２

国
民
に
対
し
て
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
そ
の
２

国
民
に
対
し
て
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
そ
の
２
国
民
に
対
し
て
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
そ
の
２
国
民
に
対
し
て
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
そ
の

の
業
務
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
を
達
成
す

他
の
業
務
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
を
達

他
の
業
務
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
を
達

他
の
業
務
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
を
達

他
の
業
務
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
を
達

他
の
業
務
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
を
達

る
た
め
と
る
べ
き
措
置

成
す
る
た
め
と
る
べ
き
措
置

成
す
る
た
め
と
る
べ
き
措
置

成
す
る
た
め
と
る
べ
き
措
置

成
す
る
た
め
と
る
べ
き
措
置

成
す
る
た
め
と
る
べ
き
措
置

１
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集

(1
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集

(
1
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集

(
1
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集

(
1
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集

(
1
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集

(
1)
在
日
米
軍
か
ら
の
労
務
要
求
に
対
し
、
労

ア
中
期
計
画
に
定
め
る
在
日
米
軍
に
紹

ア
中
期
計
画
に
定
め
る
在
日
米
軍
に
紹

ア
中
期
計
画
に
定
め
る
在
日
米
軍
に
紹

ア
中
期
計
画
に
定
め
る
在
日
米
軍
に
紹

ア
中
期
計
画
に
定
め
る
在
日
米
軍
に
紹

務
要
求
書
受
理
後
一
か
月
以
内
に
資
格
要
件

介
す
る
率
９
０
％
以
上
を
維
持
す
る
た

介
す
る
率
９
０
％
以
上
を
維
持
す
る
た

介
す
る
率
９
０
％
以
上
を
維
持
す
る
た

介
す
る
率
９
０
％
以
上
を
維
持
す
る
た

介
す
る
率
９
０
％
以
上
を
維
持
す
る
た

を
満
た
す
者
を
在
日
米
軍
に
紹
介
す
る
率
に

め
、
次
の
施
策
を
実
施
す
る
。

め
、
次
の
施
策
を
実
施
す
る
。

め
、
次
の
施
策
を
実
施
す
る
。

め
、
次
の
施
策
を
実
施
す
る
。

め
、
次
の
施
策
を
実
施
し
、
そ
の
達
成

つ
い
て
、
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ

状
況
に
つ
い
て
検
証
す
る
。

„
„

„
„

„
り
、
中
期
目
標
期
間
に
お
い
て
平
均
９
０
％
・
在
日
米
軍
に
対
し
１
か
月
以
内
に
照
会
し
た
・
在
日
米
軍
に
対
し
１
か
月
以
内
に
紹
介
し
た
・
在
日
米
軍
に
対
し
１
か
月
以
内
に
紹
介
し
た
・
在
日
米
軍
に
対
し
１
か
月
以
内
に
紹
介
し
た

割
合
＜
紹
介
率
：
９
０
．
３
％
＞

割
合
＜
紹
介
率
：
９
０
．
９
％
＞

割
合
＜
紹
介
率
：
８
７
．
７
％
＞

割
合
＜
紹
介
率
：
９
５
．
１
％
＞

・
在
日
米
軍
に
対
し
１
か
月
以
内
に
紹
介
し
た

以
上
の
維
持
に
努
め
る
。

・
前
年
度
の
紹
介
率
低
下
を
招
い
た
要
因
分
析

割
合
＜
紹
介
率
：
９
７
．
５
％
＞

を
実
施
。
そ
の
分
析
結
果
を
踏
ま
え
、
在
日

・
中
期
目
標
期
間
平
均
：
９
２
．
５
％

米
軍
と
資
格
要
件
の
緩
和
等
に
つ
い
て
調

５
か
年
平
均
９
０
％
以
上
を
達
成

整
。
応
募
者
の
増
加
を
図
る
た
め
周
知
活
動

に
努
力

ア
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
募
集
に

(
ｱ
)
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
募

(
ｱ
)
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
募

(
ｱ
)
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
募

(
ｱ
)
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
募

(
ｱ
)
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
募

つ
い
て
、
各
種
メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
周
知

集
に
つ
い
て
、
周
知
徹
底
を
図
る
た

集
に
つ
い
て
、
周
知
徹
底
を
図
る
た

集
に
つ
い
て
、
周
知
徹
底
を
図
る
た

集
に
つ
い
て
、
周
知
徹
底
を
図
る
た

集
に
つ
い
て
、
周
知
徹
底
を
図
る
た

徹
底
す
る
こ
と
に
よ
り
、
募
集
の
促
進
を

め
に
ポ
ス
タ
ー
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、

め
に
ポ
ス
タ
ー
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、

め
に
ポ
ス
タ
ー
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、

め
に
ポ
ス
タ
ー
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、

め
に
ポ
ス
タ
ー
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、

図
る
。

新
聞
、
テ
レ
ビ
等
を
活
用
す
る
。

新
聞
、
テ
レ
ビ
等
を
活
用
す
る
。

新
聞
、
テ
レ
ビ
等
を
活
用
す
る
。

新
聞
、
テ
レ
ビ
等
を
活
用
す
る
。

新
聞
、
テ
レ
ビ
等
を
活
用
す
る
。

„
„

„
„

„
・
各
種
メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
・
各
種
メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
・
各
種
メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
・
各
種
メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
・
各
種
メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
を
利
用
し
た
募
集
及
び
沖
縄
の
事
前
募
集

ト
を
利
用
し
た
募
集
及
び
沖
縄
の
事
前
募
集

ト
を
利
用
し
た
募
集
及
び
沖
縄
の
事
前
募
集

ト
を
利
用
し
た
募
集
及
び
沖
縄
の
事
前
募
集

ト
を
利
用
し
た
募
集
及
び
沖
縄
の
事
前
募
集

の
周
知
を
実
施

の
周
知
を
実
施

の
周
知
を
実
施

の
周
知
を
実
施

の
周
知
を
実
施

イ
携
帯
電
話
の
利
用
に
よ
る
応
募
シ
ス
テ

(
ｲ
)
携
帯
電
話
の
利
用
に
よ
る
応
募
シ

(
ｲ
)
平
成
１
８
年
度
に
構
築
し
た
携

ム
を
構
築
す
る
。

ス
テ
ム
を
検
討
し
、
現
行
の
応
募
シ

帯
電
話
の
利
用
に
よ
る
応
募
シ
ス
テ

ス
テ
ム
の
改
修
を
行
い
、
携
帯
電
話

ム
の
運
用
を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
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の
利
用
に
よ
る
応
募
シ
ス
テ
ム
を
構

ポ
ス
タ
ー
等
を
活
用
し
、
周
知
を
図

築
す
る
。

る
。
ま
た
、
必
要
に
応
じ
て
見
直
し

を
行
う
。

„
„

・
携
帯
電
話
の
利
用
に
よ
る
応
募
シ
ス
テ
ム
の

検
討
及
び
構
築
を
行
い
試
行
的
に
運
用

・
携
帯
電
話
の
利
用
に
よ
る
応
募
シ
ス
テ
ム
の

本
格
運
用
を
開
始
。
各
種
メ
デ
ィ
ア
を
活
用

し
周
知
を
実
施

ウ
沖
縄
県
に
お
い
て
は
、
応
募
の
機
会
を

(
ｳ
)
沖
縄
県
に
お
い
て
は
、
応
募
の
機

(
ｳ
)
沖
縄
県
に
お
い
て
は
、
応
募
の

(
ｲ
)
沖
縄
県
に
お
い
て
は
、
応
募
の
機

(
ｲ
)
沖
縄
県
に
お
い
て
は
、
応
募
の
機

(
ｲ
)
沖
縄
県
に
お
い
て
は
、
応
募
の
機

増
加
さ
せ
る
観
点
か
ら
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

会
を
増
加
さ
せ
る
観
点
か
ら
、
イ
ン

機
会
を
増
加
さ
せ
る
観
点
か
ら
、
イ

会
を
増
加
さ
せ
る
観
点
か
ら
、
イ
ン

会
を
増
加
さ
せ
る
観
点
か
ら
、
イ
ン

会
を
増
加
さ
せ
る
観
点
か
ら
、
イ
ン

ト
を
利
用
し
た
事
前
募
集
を
通
年
実
施
す

タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
事
前
募
集

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
事
前
募

タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
事
前
募
集

タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
事
前
募
集

タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
事
前
募
集

る
ほ
か
、
年
２
回
実
施
し
て
い
る
支
部
窓

を
通
年
実
施
す
る
ほ
か
、
年
２
回
実

集
を
引
き
続
き
通
年
実
施
す
る
ほ

を
引
き
続
き
通
年
実
施
す
る
ほ
か
、

を
引
き
続
き
通
年
実
施
す
る
ほ
か
、

を
引
き
続
き
通
年
実
施
す
る
ほ
か
、

口
で
の
応
募
受
付
業
務
に
つ
い
て
も
見
直

施
し
て
い
る
支
部
窓
口
で
の
応
募
受

か
、
年
２
回
実
施
し
て
い
る
支
部
窓

支
部
窓
口
で
の
応
募
受
付
業
務
の
う

支
部
窓
口
で
の
応
募
受
付
業
務
に
つ

支
部
窓
口
で
の
応
募
受
付
業
務
に
つ

し
を
実
施
す
る
。

付
業
務
の
う
ち
追
加
募
集
を
見
直

口
で
の
応
募
受
付
業
務
の
う
ち
追
加

ち
定
期
募
集
を
見
直
し
試
行
す
る

い
て
は
、
平
成
１
９
年
度
に
実
施
し

い
て
も
通
年
実
施
す
る
。

、
。

„
し
、
試
行
す
る
。

募
集
を
、
平
成
１
８
年
度
の
試
行
結

そ
の
試
行
結
果
及
び
平
成
１
９
年

た
追
加
募
集
の
結
果
及
び
平
成
２
０

・
引
き
続
き
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た

„
果
を
踏
ま
え
、
実
施
す
る
。

度
に
実
施
し
た
追
加
募
集
の
結
果
を

年
度
に
実
施
し
た
定
期
募
集
の
結
果

・
追
加
募
集
業
務
を
見
直
し
、
平
成
１
８
年
１

事
前
募
集
を
通
年
実
施

„
踏
ま
え
、
通
年
実
施
に
向
け
た
検
討

を
踏
ま
え
通
年
実
施
を
試
行
す
る

、
。

０
月
か
ら
平
成
１
９
年
３
月
ま
で
の
各
月
上

・
試
行
的
に
実
施
し
て
い
た
追
加
募
集
業
務
に

・
支
部
窓
口
に
お
け
る
応
募
受
付
業
務
を
通
年

を
行
う
。

„
旬
５
日
間
試
行
的
に
実
施

つ
い
て
、
平
成
１
９
年
１
０
月
か
ら
平
成
２

・
引
き
続
き
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
事

実
施

„
０
年
３
月
ま
で
の
各
月
上
旬
５
日
間
実
施

・
平
成
２
０
年
５
月
か
ら
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を

前
募
集
を
毎
日
２
４
時
間
通
年
実
施

利
用
し
た
事
前
募
集
を
毎
日
２
４
時
間
通
年
・
支
部
窓
口
に
お
け
る
応
募
受
付
業
務
に
つ
い

、
、

実
施

て
各
月
ご
と
の
応
募
受
付
期
間
を
廃
止
し

・
定
期
募
集
業
務
を
見
直
し
、
平
成
２
０
年
５

試
行
的
に
通
年
実
施

月
か
ら
９
月
ま
で
の
各
月
上
旬
５
日
間
試
行

的
に
実
施

・
追
加
募
集
業
務
に
つ
い
て
、
平
成
２
０
年
１

０
月
か
ら
平
成
２
１
年
３
月
ま
で
の
各
月
上

旬
５
日
間
実
施
。
ま
た
、
平
成
１
９
年
度
及

び
平
成
２
０
年
度
の
見
直
し
結
果
を
受
け

て
、
平
成
２
１
年
度
に
通
年
実
施
を
試
行
す

る
こ
と
を
決
定

(
2)
在
日
米
軍
が
実
施
し
て
い
る
関
東
地
区
に

イ
在
日
米
軍
が
実
施
し
て
い
る
関
東
地

イ
在
日
米
軍
が
実
施
し
て
い
る
関
東
地

イ
在
日
米
軍
が
実
施
し
て
い
る
関
東
地

イ
在
日
米
軍
が
実
施
し
て
い
る
関
東
地

イ
在
日
米
軍
が
実
施
し
て
い
る
関
東
地
区

お
け
る
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集
を
、
機
構

区
に
お
け
る
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集

区
に
お
け
る
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集

区
に
お
け
る
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集

区
に
お
け
る
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集

に
お
け
る
駐
留
軍
等
労
働
者
の
募
集
を
、

を
通
じ
て
募
集
す
る
方
式
に
変
更
す
る
こ
と

を
、
機
構
を
通
じ
て
募
集
す
る
方
式
に

を
、
機
構
を
通
じ
て
募
集
す
る
方
式
に

を
、
機
構
を
通
じ
て
募
集
す
る
方
式
に

を
、
機
構
を
通
じ
て
募
集
す
る
方
式
に

機
構
を
通
じ
て
募
集
す
る
方
式
に
変
更
す

に
つ
い
て
検
討
し
、
国
及
び
在
日
米
軍
と
の

変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て
検
討
し
、
国

変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
引
き
続
き

変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
引
き
続
き

変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
引
き
続
き

る
こ
と
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
在
日
米
軍

連
携
を
十
分
に
図
り
、
推
進
す
る
。

及
び
在
日
米
軍
（
陸
軍
、
海
軍
及
び
空

在
日
米
軍
（
陸
軍
、
海
軍
及
び
空
軍
）

在
日
米
軍
（
陸
軍
、
海
軍
及
び
空
軍
）

在
日
米
軍
（
陸
軍
、
海
軍
及
び
空
軍
）

（
陸
軍
、
海
軍
及
び
空
軍
の
う
ち
調
整
未

軍
）
と
の
調
整
を
行
う
。

と
の
調
整
を
行
う
。

と
の
調
整
を
行
う
。

と
の
調
整
を
行
う
。

了
分
）
と
の
調
整
を
行
う
。

こ
の
調
整
を
了
し
た
軍
か
ら
順
次
募

こ
の
調
整
を
了
し
た
軍
か
ら
順
次
募

こ
の
調
整
を
了
し
た
軍
か
ら
順
次
募

こ
の
調
整
を
了
し
た
軍
か
ら
順
次
募

こ
の
調
整
を
了
し
た
軍
か
ら
順
次
募
集

集
の
方
式
を
変
更
す
る
。

集
の
方
式
を
変
更
す
る
。

集
の
方
式
を
変
更
す
る
。

集
の
方
式
を
変
更
す
る
。

の
方
式
を
変
更
す
る
。

„
„

„
„

„
・
在
日
米
各
軍
と
の
調
整
を
図
っ
た
結
果
、
海
・
在
日
米
各
軍
と
調
整
を
図
っ
た
結
果
、
陸
軍
・
在
日
米
各
軍
と
調
整
を
図
っ
た
結
果
、
陸
軍
・
在
日
米
各
軍
と
調
整
を
図
っ
た
結
果
、
空
軍
・
在
日
米
各
軍
と
調
整
を
図
っ
た
結
果
、
陸
軍

軍
に
つ
い
て
は
、
横
須
賀
地
区
に
つ
い
て
、

に
お
い
て
は
時
給
制
臨
時
従
業
員
（
Ｈ
Ｐ

に
お
い
て
は
座
間
地
区
の
Ａ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｓ
の
労

に
お
い
て
は
横
田
地
区
で
既
に
実
施
し
て
い

に
お
い
て
は
座
間
地
区
及
び
赤
坂
プ
レ
ス
・

機
構
を
通
じ
た
募
集
方
式
に
変
更

Ｔ
、
限
定
期
間
従
業
員
及
び
日
雇
従
業
員

働
者
に
つ
い
て
、
海
軍
に
お
い
て
は
厚
木
地

る
Ａ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｓ
の
労
働
者
に
加
え
、
求
人
が

セ
ン
タ
ー
の
常
用
従
業
員
の
う
ち
求
人
困
難

）
に
つ
い
て
、
海
軍
に
お
い
て
は
厚
木
地
区
の

区
で
既
に
実
施
し
て
い
る
技
能
・
労
務
職
及

困
難
な
特
殊
又
は
高
度
な
資
格
要
件
が
求
め

職
種
の
労
働
者
及
び
赤
坂
プ
レ
ス
・
セ
ン
タ

技
能
・
労
務
職
及
び
警
備
・
消
防
職
の
労
働

び
警
備
・
消
防
職
を
含
む
全
労
働
者
に
つ
い

ら
れ
る
職
種
等
に
つ
い
て
機
構
を
通
じ
て
募

ー
の
時
給
制
臨
時
従
業
員
（
Ｈ
Ｐ
Ｔ
、
限

）
者
に
つ
い
て
、
機
構
を
通
じ
た
募
集
方
式
に

て
、
空
軍
に
お
い
て
は
横
田
地
区
の
Ａ
Ａ
Ｆ

集
す
る
方
式
に
変
更

定
期
間
従
業
員
及
び
日
雇
従
業
員
に
つ
い

変
更

Ｅ
Ｓ
の
労
働
者
に
つ
い
て
、
機
構
を
通
じ
て

て
、
空
軍
に
お
い
て
は
Ａ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｓ
及
び
求

募
集
す
る
方
式
に
変
更

人
困
難
職
種
等
に
加
え
そ
れ
以
外
の
労
働
者

に
つ
い
て
、
漸
次
、
機
構
を
通
じ
て
募
集
す

る
方
式
に
変
更

・
関
東
地
区
の
募
集
に
つ
い
て
は
、
海
軍
の
ニ

ュ
ー
サ
ン
ノ
ー
米
軍
セ
ン
タ
ー
の
全
労
働
者

を
除
き
機
構
を
通
じ
た
募
集
方
式
に
変
更

２
駐
留
軍
等
労
働
者
の
福
利
厚
生
施
策

(2
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
福
利
厚
生
施
策

(
2
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
福
利
厚
生
施
策

(
2
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
福
利
厚
生
施
策

(
2
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
福
利
厚
生
施
策

(2
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
福
利
厚
生
施
策

(
1)
定
年
退
職
を
予
定
し
て
い
る
駐
留
軍
等
労

ア
定
年
退
職
を
予
定
し
て
い
る
駐
留
軍

ア
定
年
退
職
を
予
定
し
て
い
る
駐
留
軍

ア
退
職
準
備
研
修
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
統

退
職
準
備
研
修
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
統
一

駐
留
軍
等
労
働
者
を
対
象
と
し
た
退
職

働
者
を
対
象
と
し
た
退
職
準
備
研
修
に
つ
い

等
労
働
者
を
対
象
と
し
た
退
職
準
備
研

等
労
働
者
を
対
象
と
し
た
退
職
準
備
研

一
等
内
容
の
充
実
及
び
質
の
向
上
を
図

等
内
容
の
充
実
及
び
質
の
向
上
を
図
る
た

準
備
研
修
の
実
施
に
関
す
る
関
係
規
定
を

て
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
統
一
等
内
容
の
充
実
及

修
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
統
一
等
内
容
の
充

修
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
統
一
等
内
容
の
充

る
た
め
の
見
直
し
案
に
基
づ
き
同
研
修

め
の
見
直
し
案
並
び
に
、
平
成
２
０
年
度

整
備
す
る
。

„
び
質
の
向
上
を
図
る
。

実
及
び
質
の
向
上
を
図
る
た
め
、
調
査

実
及
び
質
の
向
上
を
図
る
た
め
の
調
査

を
実
施
し
、
検
証
し
た
後
、
次
年
度
の

の
検
証
結
果
も
踏
ま
え
同
研
修
を
実
施

・
平
成
２
１
年
度
に
作
成
し
た
退
職
準
備
研
修

分
析
を
行
い
、
同
研
修
の
実
施
機
関
、

分
析
結
果
を
踏
ま
え
、
同
研
修
の
実
施

計
画
を
作
成
す
る
。

し
、
更
に
検
証
を
重
ね
た
後
、
次
年
度
の

の
実
施
に
関
す
る
関
係
規
定
の
改
正
案
を
基

プ
ロ
グ
ラ
ム
及
び
受
講
対
象
者
の
見
直

機
関
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
及
び
受
講
対
象
者

計
画
を
作
成
す
る
。

„
・
見
直
し
案
に
基
づ
き
退
職
準
備
研
修
を
実
施

に
、
平
成
２
２
年
５
月
１
３
日
に
関
係
規
定

し
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
。

に
つ
い
て
見
直
し
案
を
作
成
す
る
。

な
お
、
必
要
に
応
じ
て
退
職
準
備
研
修

・
受
講
者
を
対
象
に
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

を
整
備

„
„

の
実
施
に
関
す
る
関
係
規
定
の
改
正
案
を
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作
成
す
る
。

・
退
職
準
備
研
修
の
現
状
及
び
民
間
企
業
等
の
・
平
成
１
８
年
度
の
検
討
結
果
を
踏
ま
え
、
国

を
基
に
検
証
を
行
い
、
平
成
２
１
年
度
計
画

„
退
職
準
備
研
修
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
調

及
び
在
日
米
軍
と
の
調
整
を
行
い
、
受
講
対

を
作
成

査
、
分
析
し
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
の
見
直
し
の

象
年
齢
を
段
階
的
に
５
０
歳
ま
で
引
き
下
げ

・
見
直
し
案
及
び
平
成
２
０
年
度
の
検
証
結
果

方
向
性
を
検
討

る
こ
と
や
講
師
料
の
統
一
基
準
を
設
定
す
る

を
踏
ま
え
研
修
を
実
施
し
、
検
証
を
重
ね
た

こ
と
等
を
内
容
と
す
る
見
直
し
案
を
作
成

後
、
平
成
２
２
年
度
年
度
計
画
を
作
成

・
見
直
し
案
に
よ
り
平
成
２
０
年
度
に
円
滑
に

・
退
職
準
備
研
修
の
実
施
に
関
す
る
関
係
規
定

実
施
で
き
る
よ
う
駐
留
軍
等
労
働
者
へ
の
周

の
改
正
案
を
作
成

知
、
受
講
希
望
者
数
の
把
握
等
を
実
施

(
2
)
駐
留
軍
等
労
働
者
に
貸
与
し
て
い
る
制

イ
駐
留
軍
等
労
働
者
に
貸
与
し
て
い
る

イ
駐
留
軍
等
労
働
者
に
貸
与
し
て
い
る

イ
駐
留
軍
等
労
働
者
に
貸
与
し
て
い
る

服
作
業
着
及
び
靴
類
等
の
仕
様
に
つ
い
て

制
服
、
作
業
着
及
び
靴
類
等
の
品
質
の

制
服
、
作
業
着
及
び
靴
類
等
の
品
質
の

制
服
、
作
業
着
及
び
靴
類
等
の
仕
様
に

、
、

駐
留
軍
等
労
働
者
の
要
望
を
踏
ま
え
、
国
及

向
上
等
を
図
る
た
め
、
そ
の
仕
様
に
つ

向
上
等
を
図
る
た
め
、
平
成
１
８
年
度

つ
い
て
、
在
日
米
各
軍
に
お
い
て
区
々

び
在
日
米
軍
と
の
連
携
を
十
分
図
り
、
そ
の

い
て
調
査
分
析
を
行
い
、
品
質
の
均
等

の
検
討
結
果
を
踏
ま
え
、
発
注
時
の
仕

で
あ
っ
た
も
の
を
統
一
す
る
た
め
、
国

見
直
し
を
実
施
し
品
質
の
向
上
等
を
図
る

化
及
び
既
製
品
の
導
入
等
に
つ
い
て
検

様
の
見
直
し
が
必
要
と
さ
れ
る
品
目
に

及
び
在
日
米
各
軍
と
の
連
携
を
十
分
に

、
。

討
す
る
。

つ
い
て
、
見
直
し
の
た
め
の
素
案
を
作

図
り
、
見
直
し
案
を
作
成
す
る
。

„
„

成
す
る
。

・
制
服
等
仕
様
書
」
に
つ
い
て
調
査
、
分
析

・
見
直
し
素
案
を
国
及
び
在
日
米
軍
に
提
示
し

「
„

を
行
い
、
そ
の
見
直
し
の
方
向
性
を
検
討

・
制
服
等
仕
様
書
及
び
制
服
等
基
準
表

た
と
こ
ろ
、
在
日
米
軍
は
各
軍
と
の
調
整
を

「
」

「
」

に
つ
い
て
、
貸
与
品
目
を
９
９
品
目
か
ら
７

踏
ま
え
、
一
部
修
正
を
行
い
、
平
成
２
０
年

３
品
目
に
、
貸
与
対
象
職
種
を
６
９
９
職
種

８
月
２
２
日
に
国
へ
修
正
案
を
提
示

か
ら
６
１
４
職
種
に
削
減
す
る
こ
と
等
を
内
・
機
構
は
、
貸
与
品
目
を
９
９
品
目
か
ら
７
６

容
と
す
る
見
直
し
素
案
を
作
成

品
目
に
、
貸
与
対
象
職
種
を
６
９
９
職
種
か

ら
６
２
５
職
種
に
削
減
す
る
こ
と
等
を
内
容

と
す
る
米
側
修
正
案
に
対
す
る
見
直
し
案
を

作
成
し
、
国
に
提
示
し
、
平
成
２
１
年
１
月

２
０
日
に
国
と
在
日
米
軍
と
の
間
で
基
本
合

意
が
成
立

・
こ
れ
に
よ
り
「
制
服
等
仕
様
書
」
及
び
「
制

服
等
基
準
表
」
の
見
直
し
が
実
施
さ
れ
、
品

質
の
向
上
等
が
図
ら
れ
た
。

(
3)
上
記
の
ほ
か
、
福
利
厚
生
施
策
の
質
の
向

ウ
上
記
ア
及
び
イ
の
ほ
か
下
記
３

ウ
上
記
ア
及
び
イ
の
ほ
か
、
駐
留
軍
等

ウ
上
記
ア
及
び
イ
の
ほ
か
、
警
備
職
及

、
（
）

上
に
資
す
る
取
組
を
推
進
す
る
。

の
課
題
に
関
す
る
調
査
、
分
析
、
改
善

労
働
者
が
業
務
災
害
及
び
通
勤
災
害
を

び
消
防
職
に
従
事
す
る
駐
留
軍
等
労
働

案
を
国
に
提
示
し
国
と
の
調
整
の
上

被
っ
た
場
合
の
救
済
措
置
と
し
て
新
た

者
が
職
務
遂
行
中
に
死
亡
し
た
場
合
の

、
、

実
施
可
能
な
施
策
を
実
施
す
る
。

な
法
定
外
休
業
給
付
制
度
に
つ
い
て
、

新
た
な
補
償
制
度
と
し
て
、
遺
族
に
支

民
間
企
業
等
の
実
態
調
査
を
実
施
し
、

給
す
る
「
殉
職
者
賞
じ
ゅ
つ
金
」
に
つ

„
導
入
の
可
否
を
検
討
す
る
。

い
て
、
地
方
公
共
団
体
及
び
民
間
企
業

・
駐
留
軍
等
労
働
者
に
付
与
さ
れ
る
労
働
条
件

等
の
実
施
状
況
を
調
査
し
、
導
入
の
可

の
中
で
不
十
分
と
考
え
ら
れ
る
項
目
を
洗
い

„
否
を
検
討
す
る
。

出
し
、
新
た
な
法
定
外
休
業
給
付
制
度
に
つ

・
新
た
な
法
定
外
休
業
給
付
制
度
に
つ
い
て
、

„
い
て
、
国
家
公
務
員
と
の
給
付
や
諸
制
度
の

各
種
文
献
及
び
資
料
の
収
集
、
民
間
企
業
及

相
違
点
に
関
し
調
査
、
分
析
、
改
善
案
を
作

び
地
方
自
治
体
の
実
態
調
査
を
実
施
し
、
調
・
地
方
自
治
体
に
つ
い
て
は
、
資
料
を
分
析
し

成
し
、
国
に
提
示

査
結
果
報
告
書
を
国
に
提
示

た
結
果
、
既
に
制
度
が
確
立
さ
れ
て
い
る
こ

。
、

（
業
務
災
害
及
び
通
勤
災
害
を
被
っ
た
場
合

と
が
判
明
こ
れ
ら
の
資
料
を
更
に
分
析
し

の
法
定
外
休
業
給
付
制
度
に
つ
い
て
は
、
そ

制
度
導
入
を
検
討

の
後
も
検
討
を
行
い
、
平
成
２
１
年
３
月
１
・
民
間
企
業
の
警
備
・
消
防
業
務
に
従
事
す
る

４
日
か
ら
駐
留
軍
等
労
働
者
に
対
す
る
「
休

社
員
に
つ
い
て
は
、
主
と
し
て
関
係
企
業
へ

業
特
別
援
護
金
制
度
」
を
導
入
）

の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
に
よ
っ
て
分
析

・
こ
れ
ら
の
調
査
、
分
析
を
基
に
調
査
報
告
書

を
作
成
し
て
国
に
提
示

３
駐
留
軍
等
労
働
者
の
給
与
そ
の
他
の
勤
務
条

(3
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
給
与
そ
の
他
の
勤

(
3
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
給
与
そ
の
他
の
勤

(
3
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
給
与
そ
の
他
の
勤

(
3
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
給
与
そ
の
他
の
勤

(3
)
駐
留
軍
等
労
働
者
の
給
与
そ
の
他
の
勤

件
等
に
係
る
調
査
、
分
析
、
改
善
案
の
作
成

務
条
件
等
に
係
る
調
査
、
分
析
、
改
善
案

務
条
件
等
に
係
る
調
査
、
分
析
、
改
善
案

務
条
件
等
に
係
る
調
査
、
分
析
、
改
善
案

務
条
件
等
に
係
る
調
査
、
分
析
、
改
善
案

務
条
件
等
に
係
る
調
査
、
分
析
、
改
善
案

の
作
成

の
作
成

の
作
成

の
作
成

の
作
成

(
1)
国
の
行
政
施
策
の
企
画
立
案
に
資
す
る
た

ア
少
子
・
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
駐
留

ア
少
子
・
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
駐
留

ア
少
子
・
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
駐
留

ア
少
子
・
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
駐
留

ア
少
子
・
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
駐
留

め
「
少
子
・
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
駐
留

軍
等
労
働
者
の
確
保
の
た
め
の
施
策
の

軍
等
労
働
者
の
確
保
の
た
め
の
施
策
の

軍
等
労
働
者
の
確
保
の
た
め
の
施
策
の

軍
等
労
働
者
の
確
保
の
た
め
の
施
策
の

軍
等
労
働
者
の
確
保
の
た
め
の
施
策
の

、
軍
等
労
働
者
の
確
保
の
た
め
の
施
策
の
在
り

在
り
方

在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
た
め
、

在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
た
め
、

在
り
方
に
つ
い
て
、
平
成
２
０
年
度
検

在
り
方
に
つ
い
て
、
平
成
１
８
年
度
か

方
」
等
の
課
題
に
つ
い
て
、
調
査
、
分
析
、

少
子
・
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
駐
留

民
間
企
業
に
お
け
る
労
働
力
確
保
の
た

平
成
１
９
年
度
調
査
結
果
を
踏
ま
え
、

討
結
果
を
踏
ま
え
、
改
善
案
の
検
討
を

ら
平
成
２
１
年
度
ま
で
の
検
討
結
果
を

改
善
案
の
作
成
を
行
い
、
国
に
提
示
す
る
。

軍
等
労
働
者
の
確
保
の
た
め
の
施
策
の

め
の
施
策
の
実
態
調
査
及
び
分
析
を
行

駐
留
軍
等
労
働
者
に
対
し
て
実
施
可
能

行
う
。

踏
ま
え
、
改
善
案
の
作
成
を
行
い
、
国

在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
た
め
、

う
。

な
具
体
的
施
策
の
検
討
を
行
う
。

に
提
示
す
る
。

„
„

„
„

我
が
国
に
お
け
る
中
長
期
の
労
働
力
推

・
少
子
・
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
駐
留
軍
等
労

・
民
間
企
業
に
お
け
る
労
働
力
確
保
の
た
め
の
・
駐
留
軍
等
労
働
者
の
特
性
を
踏
ま
え
た
上

働
者
の
確
保
の
た
め
の
施
策
の
在
り
方
の
一
・
保
育
所
設
置
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
で

移
に
つ
い
て
調
査
し
、
分
析
を
行
う
。

施
策
と
題
し
て
「
米
軍
基
地
が
所
在
す
る

で
、
少
子
・
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
駐
留
軍

つ
と
し
て
有
効
な
少
子
化
対
策
を
講
ず
る
た

多
く
の
駐
留
軍
等
労
働
者
が
そ
の
設
置
を
望

„
、

・
我
が
国
に
お
け
る
中
長
期
の
労
働
力
推
移
と

関
係
都
県
の
経
済
動
向
・
雇
用
情
勢

「
民

等
労
働
者
の
確
保
の
た
め
の
実
施
可
能
な
具

め
、
保
育
施
設
の
設
置
に
つ
い
て
の
検
討
を

ん
で
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
こ
と
か

」
、

題
し
て
「
１
９
２
０
年
か
ら
２
０
３
０
年

間
企
業
の
労
働
力
確
保
の
現
状
と
取
組
及
び

体
的
施
策
の
調
査
、
検
討
を
実
施

行
う
こ
と
と
し
、
こ
れ
に
伴
い
、
利
用
者
の

ら
、
平
成
２
１
年
度
の
追
加
調
査
・
補
足
調

、
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ま
で
の
国
民
総
人
口
の
推
移

「
総
労
働
力

今
後
の
見
通
し
」
に
つ
い
て
調
査
・
分
析
を

ニ
ー
ズ
を
把
握
す
る
た
め
、
対
象
と
な
る
駐

査
と
位
置
付
け
て
、
横
田
飛
行
場
、
横
須
賀

」
、

人
口
の
将
来
推
計
」
等
に
つ
い
て
の
調
査
及

実
施

留
軍
等
労
働
者
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施

海
軍
施
設
、
キ
ャ
ン
プ
座
間
及
び
嘉
手
納
飛

び
分
析
を
実
施

行
場
を
対
象
に
、
そ
の
近
傍
の
物
件
調
査
を

実
施
す
る
な
ど
し
て
、
保
育
施
設
設
置
の
可

否
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
他
の
保
育

施
策
に
つ
い
て
も
調
査
を
実
施

・
平
成
１
８
年
度
か
ら
の
検
討
結
果
を
踏
ま

え
、
少
子
・
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
駐
留
軍

等
労
働
者
の
確
保
の
た
め
の
施
策
の
在
り
方

に
つ
い
て
改
善
案
を
取
り
ま
と
め
、
国
に
提

示

、
、

(
2
)
上
記
(
1
)
の
ほ
か
、
国
と
連
携
の
下
、
在

イ
上
記
ア
の
ほ
か
、
国
と
連
携
の
下
、

イ
上
記
ア
の
ほ
か
、
国
と
連
携
の
下
、

イ
上
記
ア
の
ほ
か
、
国
と
連
携
の
下
、

イ
上
記
ア
の
ほ
か
、
国
と
連
携
の
下
、

イ
上
記
ア
の
ほ
か
国
と
連
携
の
下

日
米
軍
の
再
編
に
関
す
る
対
応
等
、
必
要
と

在
日
米
軍
の
再
編
に
関
す
る
対
応
等
、

在
日
米
軍
の
再
編
に
関
す
る
対
応
等
、

必
要
と
な
る
課
題
に
つ
い
て
、
調
査
、

必
要
と
な
る
課
題
に
つ
い
て
、
調
査
、

必
要
と
な
る
課
題
に
つ
い
て
、
調
査
、

な
る
課
題
に
つ
い
て
、
調
査
、
分
析
、
改
善

必
要
と
な
る
課
題
に
つ
い
て
、
調
査
、

必
要
と
な
る
課
題
に
つ
い
て
、
調
査
、

分
析
、
改
善
案
の
作
成
を
行
い
、
国
に

分
析
、
改
善
案
の
作
成
を
行
い
、
国
に

分
析
、
改
善
案
の
作
成
を
行
い
、
国
に

案
の
作
成
を
行
い
、
国
に
提
示
す
る
。

分
析
、
改
善
案
の
作
成
を
行
い
、
国
に

分
析
、
改
善
案
の
作
成
を
行
い
、
国
に

提
示
す
る
。

提
示
す
る
。

提
示
す
る
。

„
„

„
提
示
す
る
。

提
示
す
る
。

・
人
事
院
勧
告
に
伴
う
駐
留
軍
等
労
働
者
の
給

・
駐
留
軍
等
労
働
者
の
給
与
に
関
す
る
Ｍ
Ｌ
・
駐
留
軍
等
労
働
者
の
給
与
に
関
す
る
Ｍ
Ｌ

„
„

「
「

・
米
軍
再
編
の
対
象
と
な
る
米
軍
施
設
に
在
籍
・
米
軍
再
編
に
伴
う
駐
留
軍
等
労
働
者
の
雇

与
改
定
が
行
わ
れ
な
か
っ
た
こ
と
及
び
必
要

Ｃ
等
の
改
正
案
」
等
を
作
成
し
国
へ
提
示

Ｃ
等
の
改
正
案
」
等
を
作
成
し
国
へ
提
示

「
し
て
い
る
駐
留
軍
等
労
働
者
の
基
礎
デ
ー
タ

用
対
策
に
つ
い
て
（
案

「
駐
留
軍
等
労

と
な
る
課
題
が
な
か
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
調

）
」
、

の
整
理
と
情
報
収
集
を
実
施

働
者
の
給
与
に
関
す
る
改
善
案
」
等
を
作
成

査
・
分
析
等
は
未
実
施

・
民
間
企
業
等
に
お
け
る
高
年
齢
化
に
対
応

し
、
国
に
提
示

「 し
た
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
の
た
め
の
教
育
訓
練
及

び
健
康
保
持
増
進
対
策
に
関
す
る
調
査
報
告

書
「
駐
留
軍
等
労
働
者
の
給
与
に
関
す
る

」
、

Ｍ
Ｌ
Ｃ
等
の
改
正
案
」
等
を
作
成
し
、
国
に

提
示

第
３
予
算
（
人
件
費
の
見
積
り
を
含
む
、
収
支
３
予
算
（
人
件
費
の
見
積
り
を
含
む

、
収

３
予
算
（
人
件
費
の
見
積
り
を
含
む

、
収
３

予
算
（
人
件
費
の
見
積
り
を
含
む
、
収
３
予
算
（
人
件
費
の
見
積
り
を
含
む
、
収
３
予
算
（
人
件
費
の
見
積
り
を
含
む
、
収

。）
。）

。
）

。
）

。）
。
）

計
画
及
び
資
金
計
画

支
計
画
及
び
資
金
計
画

支
計
画
及
び
資
金
計
画

支
計
画
及
び
資
金
計
画

支
計
画
及
び
資
金
計
画

支
計
画
及
び
資
金
計
画

別
紙
１
～
別
紙
３
の
と
お
り

別
紙
１
～
別
紙
３
の
と
お
り

別
紙
１
～
別
紙
３
の
と
お
り

別
紙
１
～
別
紙
３
の
と
お
り

別
紙
１
～
別
紙
３
の
と
お
り

別
紙
１
～
別
紙
３
の
と
お
り

„
„

„
„

„
・
財
務
諸
表
の
と
お
り
執
行

・
財
務
諸
表
の
と
お
り
執
行

・
財
務
諸
表
の
と
お
り
執
行

・
財
務
諸
表
の
と
お
り
執
行

・
財
務
諸
表
の
と
お
り
執
行

第
４
短
期
借
入
金
の
限
度
額

短
期
借
入
金
の
限
度
額
は
、
４
億
円
と
し
、

運
営
費
交
付
金
の
受
入
れ
が
遅
延
す
る
場
合
や

予
想
外
の
退
職
手
当
の
支
給
等
に
用
い
る
も
の

と
す
る
。

第
５
重
要
な
財
産
を
譲
渡
し
、
又
は
担
保
に
供
し

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
計
画

重
要
な
財
産
等
の
処
分
等
に
関
す
る
計
画
は

見
込
ま
れ
な
い
。

第
６
剰
余
金
の
使
途

・
駐
留
軍
等
労
働
者
の
福
利
厚
生
施
策
の
充

実
に
係
る
経
費

・
広
報
関
係
施
策
の
充
実
に
係
る
経
費

・
職
員
の
職
場
環
境
改
善
等
に
係
る
経
費

第
７
そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る
業
務
運
営
に
関
４
そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る
業
務
運
営
に
４

そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る
業
務
運
営
に
４

そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る
業
務
運
営
に
４
そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る
業
務
運
営
に
４
そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る
業
務
運
営
に

す
る
事
項

関
す
る
事
項

関
す
る
事
項

関
す
る
事
項

関
す
る
事
項

関
す
る
事
項

１
施
設
・
設
備
に
関
す
る
計
画

な
し

２
人
事
に
関
す
る
計
画

人
事
に
関
す
る
計
画

人
事
に
関
す
る
計
画

人
事
に
関
す
る
計
画

人
事
に
関
す
る
計
画

人
事
に
関
す
る
計
画

(
1
)
前
期
中
期
目
標
期
間
の
期
末
（
平
成
１

ア
中
期
計
画
に
定
め
る
２
０
％
の
人
員
削

ア
中
期
計
画
に
定
め
る
２
０
％
の
人
員
削

ア
中
期
計
画
に
定
め
る
２
０
％
の
人
員
削

ア
中
期
計
画
に
定
め
る
２
０
％
の
人
員
削

ア
中
期
計
画
に
定
め
る
２
０
％
の
人
員
削

７
年
度
末
）
の
人
員
数
に
対
し
て
、
中
期

減
を
実
施
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
円
滑
な

減
を
実
施
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
円
滑
な

減
を
実
施
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
円
滑
な

減
を
実
施
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
円
滑
な

減
を
実
施
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
円
滑
な

目
標
期
間
の
期
末
（
平
成
２
２
年
度
末
）

業
務
処
理
に
配
慮
し
、
業
務
内
容
及
び
業

業
務
処
理
に
配
慮
し
、
業
務
内
容
及
び
業

業
務
処
理
に
配
慮
し
、
業
務
内
容
及
び
業

業
務
処
理
に
配
慮
し
、
業
務
内
容
及
び
業

業
務
処
理
に
配
慮
し
、
業
務
内
容
及
び
業

ま
で
に
２
０
％
の
人
員
削
減
を
実
施
す
る

務
量
に
応
じ
た
適
切
な
人
員
配
置
と
な
る

務
量
に
応
じ
た
適
切
な
人
員
配
置
と
な
る

務
量
に
応
じ
た
適
切
な
人
員
配
置
と
な
る

務
量
に
応
じ
た
適
切
な
人
員
配
置
と
な
る

務
量
に
応
じ
た
適
切
な
人
員
配
置
と
な
る

に
当
た
っ
て
は
、
円
滑
な
業
務
処
理
に
配

よ
う
努
め
る
。

よ
う
努
め
る
。

よ
う
努
め
る
。

よ
う
努
め
る
。

よ
う
努
め
る
。

„
„

„
„

„
慮
し
、
業
務
内
容
及
び
業
務
量
に
応
じ
た

・
業
務
内
容
及
び
業
務
量
に
応
じ
た
適
切
な
人
・
人
員
削
減
を
実
施
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
本
・
人
員
削
減
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
本
部
に
・
人
員
削
減
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
那
覇
支
・
人
員
削
減
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
本
部
に

適
切
な
人
員
配
置
と
な
る
よ
う
努
め
る
。

員
配
置
を
実
施

部
に
お
い
て
は
、
渉
外
業
務
を
一
元
化
す
る

お
い
て
は
、
計
画
業
務
及
び
審
査
業
務
の
集

部
及
び
コ
ザ
支
部
を
統
合
し
、
新
た
に
沖
縄

お
い
て
は
、
労
務
管
理
業
務
と
労
務
給
与
業
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こ
と
と
し
管
理
部
か
ら
業
務
部
に
移
行
し

約
化
に
よ
り
課
・
係
の
統
合
を
進
め
、
人
員

支
部
と
し
て
再
編
成
す
る
こ
と
に
よ
り
、
支

務
の
集
約
化
等
に
よ
り
、
課
・
係
の
統
合
を

、
、

支
部
に
お
い
て
は
、
呉
支
部
と
の
統
合
に
よ

を
削
減
す
る
と
と
も
に
支
部
に
お
い
て
は

部
長
ほ
か
の
人
員
を
削
減
。

進
め
る
な
ど
し
て
人
員
を
削
減
。

、
、

り
業
務
負
荷
が
大
き
く
な
っ
た
岩
国
支
部
の

各
支
部
が
管
轄
す
る
米
軍
施
設
の
特
性
配
置

こ
の
ほ
か
、
各
支
部
が
管
轄
す
る
米
軍
施
設

ま
た
、
支
部
に
お
い
て
は
、
富
士
支
部
を
座

給
与
厚
生
課
に
課
長
代
理
を
振
り
替
え
に
よ

状
況
等
に
応
じ
た
適
正
な
規
模
の
職
員
配
置

の
特
性
、
配
置
状
況
等
に
応
じ
た
適
正
な
規

間
支
部
に
統
合
し
、
支
部
長
ほ
か
の
人
員
を

り
配
置
し
、
ラ
イ
ン
制
に
よ
る
業
務
執
行
体

を
行
う
た
め
、
段
階
的
な
職
員
の
削
減
を
行

模
の
職
員
配
置
を
行
う
た
め
、
段
階
的
な
職

削
減
し
た
ほ
か
、
各
支
部
が
管
轄
す
る
米
軍

制
を
強
化
す
る
な
ど
円
滑
な
業
務
処
理
に
配

っ
た
ほ
か
、
横
田
支
部
か
ら
横
須
賀
支
部
へ

員
の
削
減
を
行
い
、
更
に
は
、
円
滑
な
業
務

施
設
の
特
性
、
配
置
状
況
等
に
応
じ
た
適
正

慮
し
、
業
務
内
容
及
び
業
務
量
に
応
じ
た
適

一
般
職
員
の
振
り
替
え
を
行
う
な
ど
、
円
滑

処
理
が
で
き
る
よ
う
、
業
務
内
容
及
び
業
務

な
規
模
の
職
員
配
置
を
行
う
た
め
、
段
階
的

切
な
人
員
配
置
と
な
る
よ
う
努
力

な
業
務
処
理
に
配
慮
し
、
業
務
内
容
及
び
業

量
に
応
じ
た
適
切
な
人
員
配
置
を
図
る
べ

な
職
員
の
削
減
を
行
い
、
横
田
支
部
か
ら
１

務
量
に
応
じ
た
適
切
な
人
員
配
置
と
な
る
よ

く
、
岩
国
支
部
か
ら
横
須
賀
支
部
へ
の
一
般

名
、
富
士
支
部
か
ら
１
名
、
沖
縄
支
部
か
ら

う
努
力

職
員
の
振
替
を
実
施

４
名
の
一
般
職
員
を
横
須
賀
支
部
へ
振
り
替

え
る
な
ど
、
業
務
内
容
及
び
業
務
量
に
応
じ

た
適
切
な
人
員
配
置
を
図
っ
た
。

こ
の
結
果
、
段
階
的
に
行
っ
て
き
た
支
部
間

に
お
け
る
職
員
の
振
替
に
つ
い
て
は
、
計
画

ど
お
り
進
め
ら
れ
、
駐
留
軍
等
労
働
者
数
に

応
じ
て
支
部
間
の
バ
ラ
ン
ス
が
考
慮
さ
れ
た

適
正
な
規
模
の
職
員
配
置
と
な
っ
た
。

(
2
)
職
員
の
資
質
の
向
上
等
に
資
す
る
た
め

イ
職
員
養
成
研
修
、
実
務
研
修
等
を
着
実

イ
職
員
養
成
研
修
、
実
務
研
修
等
を
着
実

イ
職
員
養
成
研
修
、
実
務
研
修
等
を
着
実

イ
職
員
養
成
研
修
、
実
務
研
修
等
を
着
実

イ
職
員
養
成
研
修
、
実
務
研
修
等
を
着
実

、
職
員
養
成
研
修
、
実
務
研
修
等
の
年
間
計

に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
年
間
の
研
修

に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
年
間
の
研
修

に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
年
間
の
研
修

に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
年
間
の
研
修

に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
年
間
の
研
修

画
を
作
成
し
、
着
実
に
実
施
す
る
。

計
画
を
作
成
し
、
実
施
す
る
。

計
画
を
作
成
し
、
実
施
す
る
。

計
画
を
作
成
し
、
実
施
す
る
。

計
画
を
作
成
し
、
実
施
す
る
。

計
画
を
作
成
し
、
実
施
す
る
。

な
お
、
参
加
者
の
９
０
％
以
上
か
ら
研

な
お
、
参
加
者
の
９
０
％
以
上
か
ら
研

な
お
、
参
加
者
の
９
０
％
以
上
か
ら
研

な
お
、
参
加
者
の
９
０
％
以
上
か
ら
研

な
お
、
参
加
者
の
９
０
％
以
上
か
ら
研

修
効
果
が
あ
っ
た
と
の
回
答
を
得
る
よ
う

修
効
果
が
あ
っ
た
と
の
回
答
を
得
る
よ
う

修
効
果
が
あ
っ
た
と
の
回
答
を
得
る
よ
う

修
効
果
が
あ
っ
た
と
の
回
答
を
得
る
よ
う

修
効
果
が
あ
っ
た
と
の
回
答
を
得
る
よ
う

努
め
る
。

努
め
る
。

努
め
る
。

努
め
る
。

努
め
る
。

„
„

„
„

„
・
研
修
参
加
者
に
対
し
て
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
・
こ
れ
ま
で
の
研
修
実
績
及
び
研
修
参
加
者
に
・
養
成
研
修
、
業
務
研
修
及
び
他
省
庁
等
の
・
養
成
研
修
、
業
務
研
修
及
び
他
省
庁
等
の
実
・
養
成
研
修
、
業
務
研
修
及
び
他
省
庁
等
の
実

ト
調
査
の
結
果
等
を
参
考
と
し
た
研
修
計
画

対
し
て
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
等
を
踏

実
務
研
修
等
を
計
画
し
、
機
構
で
実
施
す
る

務
研
修
等
と
し
て
、
当
機
構
で
実
施
す
る
研

務
研
修
等
と
し
て
、
当
機
構
で
実
施
す
る
研

（
参
考
１
）

を
作
成

ま
え
、
よ
り
実
践
的
な
研
修
と
し
て
接
遇
研

研
修
に
つ
い
て
は
８
件
を
実
施
し
、
外
部
機

修
に
つ
い
て
は
１
０
件
を
実
施
し
、
外
部
機

修
に
つ
い
て
は
７
件
実
施
し
、
外
部
機
関
で

①
前
期
中
期
目
標
期
間
の
期
末
（
平
成
１
７

・
研
修
参
加
者
全
員
に
研
修
内
容
に
関
す
る
ア

修
や
語
学
研
修
を
取
り
入
れ
た
ほ
か
、
労
務

関
で
実
施
す
る
研
修
に
つ
い
て
は
５
３
件
に

関
で
実
施
す
る
研
修
に
つ
い
て
は
５
５
件
に

実
施
す
る
研
修
に
つ
い
て
は
５
１
件
に
参
加

年
度
末
）
の
人
員
数
３
９
６
人

ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施

管
理
等
業
務
初
級
研
修
、
衛
生
管
理
者
講
習

参
加

参
加

・
研
修
参
加
者
全
員
に
研
修
内
容
に
関
す
る

②
中
期
目
標
期
間
の
期
末
（
平
成
２
２
年
度

＜
満
足
度
：
９
６
．
５
％
＞

会
、
政
府
関
係
法
人
会
計
事
務
職
員
研
修
等
・
研
修
参
加
者
全
員
に
研
修
内
容
に
関
す
る
ア
・
研
修
参
加
者
全
員
に
研
修
内
容
に
関
す
る
ア

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
、
研
修
参
加

末
）
の
人
員
数
の
見
込
み
３
１
６
人

・
研
修
参
加
者
の
資
質
の
向
上
及
び
業
務
に
関

を
計
画
し
、
機
構
で
実
施
す
る
研
修
に
つ
い

ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施

ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
、
研
修
参
加
者
の

者
の
９
９
．
３
％
か
ら
業
務
遂
行
上
「
大

係
す
る
資
格
試
験
を
受
験
し
た
者
は
全
員
合

て
は
１
０
件
を
実
施
し
、
外
部
機
関
で
実
施

＜
満
足
度
：
９
７
．
８
％
＞

９
８
．
２
％
か
ら
業
務
遂
行
上
「
大
変
役
立

変
役
立
つ
」
又
は
「
役
立
つ
」
と
い
う
回

（
参
考
２
）
中
期
目
標
期
間
中
の
人
件
費
総
額

格
す
る
研
修
に
つ
い
て
は
５
７
件
に
参
加

・
本
年
度
の
研
修
に
お
い
て
は
、
よ
り
実
践
的

つ
又
は
役
立
つ
と
い
う
回
答
を
得
た

答
を
得
た
。

中
期
目
標
期
間
中
の
人
件
費
総
額
見
込
み

」
「

」
。

・
研
修
参
加
者
全
員
に
研
修
内
容
に
関
す
る
ア

な
研
修
と
し
て
平
成
１
９
年
度
に
引
き
続
き

＜
満
足
度
９
８
．
２
％
＞

＜
満
足
度
９
９
．
３
％
＞

１
１
，
０
７
４
百
万
円

ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施

労
務
業
務
全
般
に
わ
た
り
研
修
す
る
も
の
と
・
接
遇
研
修
」
で
は
、
的
確
な
ク
レ
ー
ム
対
・
機
構
で
実
施
す
る
養
成
研
修
の
う
ち
、
係
員

た
だ
し
、
上
記
の
額
は
、
役
員
報
酬
並
び
に

「
＜
満
足
度
：
９
５
．
７
％
＞

し
て
、
労
務
管
理
等
業
務
初
級
研
修
を
実
施

応
等
の
技
術
を
身
に
つ
け
、
窓
口
業
務
の
円

研
修
は
、
中
堅
職
員
に
対
し
て
実
施
し
、
機

職
員
基
本
給
職
員
諸
手
当
超
過
勤
務
手
当

、
、

、
・
平
成
１
９
年
度
か
ら
新
た
に
接
遇
研
修
及
び

し
た
ほ
か
、
平
成
１
９
年
度
か
ら
新
た
に
実

滑
な
遂
行
に
資
す
る
こ
と
が
で
き
た
ま
た

構
職
員
と
し
て
必
要
な
幅
広
い
知
識
を
付
与

休
職
者
給
与
及
び
国
際
機
関
派
遣
職
員
給
与
に

。
、

語
学
研
修
を
実
施
し
、
研
修
生
か
ら
は
今
後

施
し
た
接
遇
研
修
及
び
語
学
研
修
を
引
き
続

「
監
督
者
研
修
（
Ｊ
Ｓ
Ｔ
基
本
コ
ー
ス
」

し
、
見
識
等
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、

相
当
す
る
範
囲
の
費
用
で
あ
る
。

）
の
業
務
を
遂
行
す
る
上
で
「
大
変
役
立
つ
」

き
実
施
し
、
研
修
生
か
ら
は
今
後
の
業
務
を

で
は
、
係
長
（
監
督
者
）
と
し
て
の
心
構
え

そ
の
後
の
業
務
遂
行
の
資
と
さ
せ
た
。

、
、

と
の
回
答
を
得
た
。

遂
行
す
る
上
で
大
変
役
立
つ
と
の
回
答
を
得

や
認
識
を
深
め
さ
せ
、
基
本
的
な
管
理
能
力

ま
た
機
構
で
実
施
す
る
実
務
研
修
の
う
ち

ま
た
、
衛
生
管
理
者
資
格
の
取
得
を
目
指
す

た
。

を
付
与
す
る
こ
と
に
よ
り
、
良
き
監
督
者
と

語
学
研
修
に
お
い
て
、
新
た
に
一
般
職
員
の

衛
生
管
理
者
講
習
会
に
お
い
て
は
１
０
名
が

し
て
の
養
成
に
資
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

語
学
力
の
向
上
を
図
る
た
め
、
英
語
の
基
本

受
講
し
、
そ
の
後
、
第
一
種
衛
生
管
理
者
試

的
な
表
現
を
習
得
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
し

験
を
受
験
し
、
９
名
（
合
格
率
９
０
％
）
が

た
研
修
を
実
施
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
現
場

合
格

で
す
ぐ
に
役
立
つ
窓
口
対
応
や
、
電
話
で
の

簡
単
な
取
り
次
ぎ
方
法
な
ど
、
実
践
的
な
内

容
と
し
た
こ
と
に
よ
り
、
支
部
等
で
の
窓
口

業
務
等
の
円
滑
な
遂
行
の
資
と
さ
せ
た
。

第
８
中
期
計
画
以
外
の
業
務
実
績
等

１
契
約
の
適
正
化

・
随
意
契
約
見
直
し
計
画
の
実
施
状
況
一
・
随
意
契
約
見
直
し
計
画
の
実
施
状
況
一
・
随
意
契
約
見
直
し
計
画
」
の
実
施
・
進
ち
・
随
意
契
約
見
直
し
計
画
」
の
実
施
・
進
ち

「
」

（
「

」
（

「
「

般
競
争
入
札
の
導
入
・
範
囲
拡
大
や
契
約
の

般
競
争
入
札
の
導
入
・
範
囲
拡
大
や
契
約
の

ょ
く
状
況
（
一
般
競
争
入
札
の
導
入
・
範
囲

ょ
く
状
況
（
一
般
競
争
入
札
の
導
入
・
範
囲

見
直
し
状
況
）

見
直
し
状
況
）

拡
大
や
契
約
の
見
直
し
状
況
）

拡
大
や
契
約
の
見
直
し
状
況
）

„
„

„
„

・
平
成
２
０
年
度
か
ら
真
に
や
む
を
得
な
い
も
・
平
成
１
９
年
度
に
お
け
る
当
機
構
の
実
績
に
・
随
意
契
約
件
数
は
７
件
で
あ
っ
た
が
、
こ
れ
・
随
意
契
約
件
数
は
８
件
で
あ
っ
た
が
、
こ
れ

、
、

、
、

の
を
除
き
、
随
意
契
約
を
一
般
競
争
入
札
等

関
す
る
評
価
の
う
ち
、
契
約
の
適
正
化
に
係

ら
の
契
約
は
い
ず
れ
も
場
所
が
限
定
さ
れ

ら
の
契
約
は
い
ず
れ
も
場
所
が
限
定
さ
れ

に
移
行
さ
せ
る
こ
と
等
を
内
容
と
す
る
「
随

る
も
の
に
つ
い
て
、
契
約
事
務
に
係
る
執
行

供
給
者
が
一
つ
に
特
定
さ
れ
る
賃
貸
借
契
約

供
給
者
が
一
つ
に
特
定
さ
れ
る
賃
貸
借
契
約

意
契
約
見
直
し
計
画
」
を
策
定
す
る
と
と
も

体
制
、
契
約
に
係
る
規
程
類
に
関
す
る
評
価

等
で
あ
る
こ
と
か
ら
随
意
契
約
に
よ
ら
ざ
る

等
で
あ
る
こ
と
か
ら
随
意
契
約
に
よ
ら
ざ
る

に
、
そ
の
計
画
を
実
施
す
る
た
め
に
機
構
会

結
果
、
随
意
契
約
見
直
し
計
画
の
実
施
・
進

を
得
な
か
っ
た
。

を
得
な
か
っ
た
。

計
規
程
及
び
契
約
に
関
す
る
規
則
を
改
正

捗
状
況
等
に
関
し
て
政
策
評
価
・
独
立
行
政
・
本
年
度
の
契
約
に
つ
い
て
は
、
建
物
賃
貸
借
・
本
年
度
の
契
約
に
つ
い
て
は
、
建
物
賃
貸
借

法
人
評
価
委
員
会
か
ら
意
見
が
出
さ
れ
た

契
約
等
真
に
や
む
を
得
な
い
も
の
に
よ
る
随

契
約
等
真
に
や
む
を
得
な
い
も
の
に
よ
る
随

が
、
こ
の
意
見
を
踏
ま
え
て
改
善
・
対
応
す

意
契
約
を
除
き
、
一
般
競
争
等
に
よ
る
契
約

意
契
約
を
除
き
、
一
般
競
争
等
に
よ
る
契
約

べ
き
と
こ
ろ
は
適
宜
実
施
し
、
契
約
の
適
正

と
し
た
。

と
し
た
。

化
の
一
層
の
推
進
に
努
力

・
契
約
監
視
委
員
会
を
設
置
し
、
競
争
性
の
な

・
平
成
２
１
年
に
設
置
し
た
契
約
監
視
委
員
会
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い
随
意
契
約
及
び
一
般
競
争
入
札
等
に
つ
い

を
開
催
し
、
競
争
性
の
な
い
随
意
契
約
及
び

て
点
検
・
見
直
し
を
行
い
、
新
た
に
「
随
意

一
般
競
争
入
札
等
に
つ
い
て
点
検
・
見
直
し

契
約
等
見
直
し
計
画
」
を
策
定

を
行
っ
た
。

・
契
約
に
係
る
情
報
の
公
表
状
況

・
契
約
に
係
る
規
程
類
の
整
備
の
状
況
及
び

整
備
内
容
の
適
切
性
（
総
合
評
価
方
式
や
複

„
数
年
契
約
に
関
す
る
規
定
の
整
備
状
況
。
総

・
平
成
２
０
年
１
月
か
ら
、
競
争
入
札
及
び
随

合
評
価
方
式
、
企
画
競
争
及
び
公
募
を
実
施

意
契
約
に
関
す
る
情
報
等
は
月
ご
と
に
機
構

す
る
場
合
の
要
領
・
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
状

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
す
る
こ
と
と
し
た
。

況
）
。

„
・
契
約
に
係
る
規
程
類
の
整
備
状
況
に
つ
い
て

は
「
独
立
行
政
法
人
駐
留
軍
等
労
働
者
労

、
務
管
理
機
構
に
お
け
る
契
約
に
関
す
る
規

則
」
を
一
部
改
正
し
、
総
合
評
価
方
式
及
び

複
数
年
契
約
の
要
件
等
に
つ
い
て
規
則
で
明

確
に
定
義

・
総
合
評
価
方
式
等
を
実
施
す
る
場
合
の
要
領

等
の
整
備
状
況
に
つ
い
て
は
「
総
合
評
価

、
落
札
方
式
に
関
す
る
実
施
要
領
「
企
画
競

」
、

争
に
関
す
る
実
施
要
領
」
及
び
「
公
募
に
関

す
る
実
施
要
領
」
を
定
め
、
具
体
的
な
契
約

手
続
等
に
つ
い
て
整
備

・
複
数
年
契
約
に
関
す
る
実
施
要
領
」
を
定

「 め
て
複
数
年
契
約
を
締
結
す
る
場
合
の
手
続

等
に
つ
い
て
の
整
備

・
再
委
託
の
把
握
及
び
一
括
再
委
託
の
禁
止
に

係
る
措
置
の
実
施
状
況 „

・
独
立
行
政
法
人
駐
留
軍
等
労
働
者
労
務
管

「 理
機
構
に
お
け
る
契
約
に
関
す
る
規
則
」
を

一
部
改
正
し
、
一
括
再
委
託
の
禁
止
及
び
再

委
託
の
把
握
に
係
る
措
置
に
つ
い
て
定
め

た
。
ま
た
「
会
計
事
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を

、
一
部
改
正
し
、
一
括
再
委
託
の
禁
止
及
び
再

委
託
の
把
握
に
つ
い
て
、
契
約
書
の
ひ
な
型

に
お
い
て
措
置
条
項
を
定
め
た
。

２
保
有
資
産

・
主
要
な
固
定
資
産
に
つ
い
て
の
固
定
示
唆
日

・
主
要
な
固
定
資
産
に
つ
い
て
の
減
損
の
兆
候
・
主
要
な
固
定
資
産
に
つ
い
て
の
減
損
の
兆
候

蘭
表
等
に
基
づ
く
固
定
資
産
の
減
損
の
兆
候

判
定
等
を
活
用
し
た
適
切
な
保
有
資
産
の
見

判
定
等
を
活
用
し
た
適
切
な
保
有
資
産
の
見

判
定
等
を
活
用
し
た
適
切
な
保
有
資
産
の
見

直
し
の
取
組
状
況

直
し
の
取
組
状
況

„
„

直
し
の
取
組
状
況

・
那
覇
支
部
及
び
コ
ザ
支
部
の
統
合
に
伴
う
旧
・
機
構
の
主
要
な
固
定
資
産
は
機
構
職
員
の
執

„
・
主
要
な
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
、
機
構
職
員

コ
ザ
支
部
の
土
地
及
び
建
物
に
つ
い
て
減
損

務
室
等
と
し
て
、
有
効
か
つ
効
率
的
に
使
用

の
執
務
室
等
と
し
て
有
効
か
つ
効
率
的
に
使

と
認
識
し
、
独
立
行
政
法
人
の
不
要
財
産
に

さ
れ
て
お
り
、
一
定
の
評
価
額
や
適
切
に
市

用
さ
れ
て
お
り
ま
た
年
度
末
に
お
い
て

係
る
国
庫
納
付
等
の
規
定
を
盛
り
込
ん
だ
改

場
価
格
を
反
映
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
指

、
、

、
一
定
の
評
価
額
や
適
切
に
市
場
価
格
を
反
映

正
独
立
行
政
法
人
通
則
法
に
基
づ
き
、
適
切

標
を
基
に
減
損
が
生
じ
て
い
る
可
能
性
の
有

し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
指
標
を
基
に
減
損

に
処
分
す
る
こ
と
と
し
た
。

無
を
確
認
し
た
が
、
そ
れ
ら
を
示
す
事
象
は

が
生
じ
て
い
る
可
能
性
の
有
無
を
確
認
し
た
・
そ
の
他
の
主
要
な
固
定
資
産
に
つ
い
て
は
、

な
か
っ
た
。

が
、
減
損
の
兆
候
は
な
か
っ
た
。

機
構
職
員
の
執
務
室
等
と
し
て
有
効
か
つ
効

こ
れ
に
よ
り
、
固
定
資
産
の
減
損
の
兆
候
が

率
的
に
使
用
さ
れ
て
お
り
、
一
定
の
評
価
額

な
い
こ
と
か
ら
、
保
有
資
産
の
見
直
し
は
行

や
適
切
に
市
場
価
格
を
反
映
し
て
い
る
と
考

わ
な
か
っ
た
。

え
ら
れ
る
指
標
を
基
に
減
損
が
生
じ
て
い
る

・
保
有
資
産
を
保
有
す
る
必
要
性
及
び
現
在
地

可
能
性
の
有
無
を
確
認
し
た
が
、
そ
れ
ら
を

に
立
地
す
る
必
要
性
等
の
検
証
を
踏
ま
え
た

示
す
事
象
は
な
か
っ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
固

保
有
資
産
の
見
直
し
の
取
組
状
況

定
資
産
の
減
損
の
兆
候
が
な
い
こ
と
か
ら
、

„
保
有
資
産
の
見
直
し
は
行
わ
な
か
っ
た
。

・
機
構
の
主
要
な
固
定
資
産
は
三
沢
、
座
間
、

岩
国
及
び
佐
世
保
各
支
部
の
事
務
所
敷
地
及

び
事
務
所
等
で
あ
る
が
、
い
ず
れ
の
支
部
も

所
管
す
る
米
軍
施
設
の
近
傍
に
所
在
し
て
お

り
、
米
軍
や
防
衛
事
務
所
等
と
の
連
絡
・
調

整
の
拠
点
と
し
て
、
ま
た
駐
留
軍
等
労
働
者

へ
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
窓
口
と
し
て
、
距
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離
・
交
通
条
件
等
の
利
便
性
に
も
優
れ
、
機

構
の
諸
業
務
に
適
し
た
立
地
条
件
を
有
し
て

い
る
。

し
た
が
っ
て
、
当
該
資
産
は
機
構
が
行
う
べ

き
種
々
の
業
務
の
執
務
室
等
と
し
て
、
有
効

か
つ
必
要
な
資
産
で
あ
る
こ
と
か
ら
引
き
続

き
使
用
し
て
い
く
予
定

３
官
民
競
争
入
札
等

・
官
民
競
争
入
札
の
活
用
の
検
討
状
況

・
官
民
競
争
入
札
等
の
活
用
の
準
備
状
況

・
官
民
競
争
入
札
等
の
導
入
の
推
進
状
況

„
„

„
・
平
成
２
２
年
度
に
実
施
予
定

・
平
成
２
１
年
度
当
初
か
ら
内
閣
府
官
民
競
争
・
平
成
２
２
年
度
開
始
事
業
に
つ
い
て
は
、
実

入
札
等
監
理
委
員
会
事
務
局
と
調
整
を
始

施
要
項
等
に
基
づ
き
適
切
に
運
営
さ
れ
、
そ

め
、
官
民
競
争
入
札
等
監
理
委
員
会
入
札
監

の
実
施
状
況
は
公
共
サ
ー
ビ
ス
改
革
法
の
手

理
小
委
員
会
に
お
い
て
審
議
及
び
パ
ブ
リ
ッ

続
に
則
り
官
民
競
争
入
札
等
監
理
委
員
会
に

ク
コ
メ
ン
ト
を
行
っ
た
後
、
官
民
競
争
入
札

も
報
告
さ
れ
、
そ
の
内
容
が
公
表
さ
れ
た
。

等
監
理
委
員
会
の
審
議
を
経
て
「
独
立
行

・
平
成
２
３
年
度
開
始
事
業
に
つ
い
て
も
、
平

、
政
法
人
駐
留
軍
等
労
働
者
労
務
管
理
機
構
の

成
２
２
年
度
開
始
事
業
同
様
、
官
民
競
争
入

情
報
シ
ス
テ
ム
運
用
管
理
業
務
に
お
け
る
民

札
等
監
理
委
員
会
の
審
議
等
を
経
て
「
独
立

間
競
争
入
札
実
施
要
項
」
を
定
め
、
民
間
競

行
政
法
人
駐
留
軍
等
労
働
者
労
務
管
理
機
構

争
入
札
を
行
う
た
め
の
入
札
公
告
を
行
い
、

の
情
報
シ
ス
テ
ム
運
用
管
理
業
務
に
お
け
る

落
札
者
を
決
定
し
契
約
を
締
結

民
間
競
争
入
札
実
施
要
項
」
を
定
め
、
民
間

競
争
入
札
の
た
め
の
入
札
公
告
を
行
い
、
落

札
者
を
決
定
し
、
契
約
を
締
結

４
内
部
統
制
（
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
の
整

・
倫
理
行
動
規
定
の
策
定
状
況
（
コ
ン
プ
ラ
イ

・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会
の
運
用
状
況

・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会
の
運
用
状
況

„
„

備
）

ア
ン
ス
・
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
）

・
過
去
に
都
県
の
渉
外
労
務
管
理
事
務
所
で
作

・
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
整
備
状
況
等
を
把
握

„
・
当
機
構
は
、
特
定
独
立
行
政
法
人
で
あ
り
、

成
し
た
と
思
わ
れ
る
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の

し
、
業
務
遂
行
上
に
お
け
る
問
題
点
等
を
洗

役
職
員
の
身
分
に
つ
い
て
は
、
独
立
行
政
法

有
無
の
確
認
作
業
を
行
う
と
と
も
に
、
既
存

い
出
し
及
び
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
促
進

人
通
則
法
第
５
１
条
に
よ
り
国
家
公
務
員
と

業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
見
直
し
・
時
点
修
正
作

を
図
る
た
め
、
点
検
作
業
を
実
施
の
上
、
内

な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
一
般
職
に
属
す
る

業
を
実
施
し
、
こ
れ
ら
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
に

部
統
制
（
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）
委
員
会
を

国
家
公
務
員
と
同
様
に
、
国
家
公
務
員
倫
理

則
っ
て
業
務
が
遂
行
さ
れ
て
い
る
か
の
検
証

開
催
し
、
点
検
結
果
を
報
告
し
た
。
そ
の
結

法
及
び
国
家
公
務
員
倫
理
規
程
を
遵
守
し
対

作
業
を
実
施

果
、
未
整
備
の
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
で
現
在

応
・
こ
の
検
証
結
果
に
つ
い
て
は
内
部
統
制
(
コ

修
正
作
業
中
の
も
の
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、

、
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
)
委
員
会
を
開
催
し
、
各

今
後
本
部
及
び
支
部
に
お
い
て
十
分
な
調
整

支
部
か
ら
報
告
を
受
け
た
と
こ
ろ
、
一
部
の

を
行
い
な
が
ら
、
早
期
に
修
正
作
業
を
進
め

支
部
に
お
い
て
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
に
則
っ

て
い
く
こ
と
と
し
た
。

・
第
三
者
を
入
れ
た
倫
理
委
員
会
等
の
設
置
状

て
手
続
が
行
わ
れ
て
い
な
い
な
ど
の
事
例
が
・
さ
ら
に
、
総
務
省
「
独
立
行
政
法
人
に
お
け

況
数
例
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
委
員
会
と
し
て
業

る
内
部
統
制
と
評
価
に
関
す
る
研
究
会
」
報

・
体
制
・
仕
組
み
の
運
用
状
況
（
コ
ン
プ
ラ
イ

務
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
に
則
り
適
切
に
実
施
す
る

告
書
等
を
踏
ま
え
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の

ア
ン
ス
・
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
活
用
状
況
、
職

よ
う
指
導

確
保
に
特
化
し
て
い
た
今
ま
で
の
内
部
統
制

員
研
修
の
実
施
状
況
、
内
部
監
査
結
果
等
の

の
取
組
に
つ
い
て
、
よ
り
充
実
・
強
化
し
て

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
レ
ビ
ュ
ー
へ
の
反
映
状
況

い
く
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
同
委
員
会
に

等
）

お
い
て
、

„
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
の
整
備
・
強
化

①
次
期
中
期
目
標
期
間
の
で
き
る
限
り
早
期

法
令
遵
守
の
強
化
及
び
適
正
化
・
効
率
化

に
、
体
制
及
び
取
組
内
容
を
検
討
し
、
充
実

（
）

を
図
る
た
め
、
本
部
管
理
部
長
を
委
員
長
と

・
強
化
を
図
る
。

し
て
、
本
部
・
各
支
部
の
指
定
さ
れ
た
職
員

②
充
実
・
強
化
に
当
た
っ
て
は
、
統
制
環
境

及
び
第
三
者
と
し
て
外
部
か
ら
招
請
す
る
顧

の
整
備
や
リ
ス
ク
の
評
価
・
対
応
な
ど
研
究

問
弁
護
士
を
委
員
と
す
る
「
内
部
統
制
（
コ

会
報
告
書
等
に
則
っ
た
も
の
と
す
る
。

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）
委
員
会
」
を
平
成
２
１

等
の
方
針
を
決
定

年
３
月
３
１
日
に
設
置
。
同
委
員
会
に
お
い

・
法
人
の
長
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
係
る
体
制
作

て
は
、
既
に
実
施
さ
れ
て
い
る
監
事
監
査
及

り
の
状
況

び
内
部
監
査
の
状
況
も
踏
ま
え
つ
つ
、
定
期

„
的
に
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
則
っ
て
業
務
遂
行

が
な
さ
れ
て
い
る
か
検
証
し
、
適
正
な
業
務

・
法
人
の
長
が
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
で
き

遂
行
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制
の
強
化
を
図
る
と
と

る
環
境
整
備
に
つ
い
て
、
定
期
的
に
開
催
す

も
に
、
そ
の
検
証
結
果
を
踏
ま
え
、
コ
ン
プ

る
各
種
会
議
を
設
け
、
理
事
長
は
各
部
各
課

ラ
イ
ア
ン
ス
を
考
慮
し
た
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル

等
か
ら
業
務
案
件
の
現
状
及
び
今
後
の
対
応

の
改
善
な
ど
を
図
る
こ
と
と
し
た
。

に
つ
い
て
説
明
・
報
告
を
受
け
、
当
該
案
件

な
お
、
職
員
に
対
し
て
は
、
研
修
等
を
通
じ

に
係
る
処
理
方
針
を
個
別
具
体
的
に
指
示
し

て
更
な
る
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
周
知
徹
底

て
い
る
。

を
図
っ
て
い
く
こ
と
と
し
た
。

・
機
構
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
役
職
員
へ
の
周
知
に

、
、

、
つ
い
て
各
種
会
議
の
指
示
決
定
事
項
は

各
部
長
、
課
長
等
が
部
署
に
持
ち
帰
り
、
各
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担
当
者
に
具
体
的
な
処
理
を
指
示
し
て
い

る
。
ま
た
、
各
支
部
長
に
は
会
議
資
料
を
そ

の
都
度
送
付
し
、
情
報
の
共
有
と
周
知
を
図

っ
て
い
る
。
毎
年
１
回
以
上
支
部
長
会
議
を

開
催
し
、
機
構
全
体
の
業
務
の
把
握
、
情
報

・
意
見
交
換
等
を
行
い
、
本
部
と
各
支
部
と

の
連
絡
の
緊
密
化
を
図
っ
て
い
る
。

・
組
織
全
体
で
取
り
組
む
べ
き
重
要
な
課
題

（
リ
ス
ク
）
の
把
握
・
対
応
等
に
つ
い
て
、

機
構
に
と
っ
て
リ
ス
ク
と
は
、
業
務
効
率
性

の
低
下
に
よ
っ
て
労
務
提
供
に
係
る
事
務
処

理
の
遅
滞
に
よ
り
労
務
提
供
自
体
に
影
響
が

生
じ
る
こ
と
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
リ
ス
ク
の

発
生
を
防
ぐ
た
め
、
機
構
職
員
の
業
務
遂
行

が
確
実
に
な
さ
れ
る
よ
う
、
業
務
マ
ニ
ュ
ア

ル
等
を
作
成
し
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
に
則
っ
て

事
務
処
理
を
行
う
よ
う
徹
底
さ
せ
る
こ
と
に

よ
り
、
適
正
か
つ
円
滑
な
業
務
遂
行
を
担
保

し
て
い
る
。

・
内
部
統
制
の
現
状
把
握
と
そ
の
課
題
へ
の
対

応
に
つ
い
て
、
内
部
統
制
（
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
）
委
員
会
に
お
い
て
課
題
と
な
っ
た
案

件
は
理
事
長
に
報
告
さ
れ
、
必
要
に
応
じ
理

事
長
の
判
断
を
仰
い
で
い
る
。
ま
た
本
部
及

び
支
部
で
実
施
さ
れ
る
内
部
監
査
は
内
部
統

制
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
し
て
の
役
割
も
担
っ

て
お
り
、
監
査
結
果
に
つ
い
て
は
監
査
報
告

、
。

書
を
作
成
し
理
事
長
等
に
報
告
し
て
い
る

・
監
事
に
よ
る
内
部
統
制
の
取
組
状
況
の
監
査
・
内
部
統
制
の
取
組
状
況
に
係
る
監
事
監
査
の
・
内
部
統
制
の
整
備
及
び
運
用
状
況
並
び
に
法

実
施
状
況

人
の
長
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
留
意
し
た
監
事

„
監
査
の
実
施
状
況

・
内
部
統
制
の
取
組
状
況
に
つ
い
て
は
、
積
極

„
„

的
に
把
握
に
努
め
、
監
事
監
査
に
お
い
て
も
・
内
部
統
制
の
取
組
状
況
に
つ
い
て
は
、
積
極

「
内
部
統
制
の
状
況
」
を
重
視
事
項
に
掲
げ

的
に
把
握
に
努
め
、
監
事
監
査
に
お
い
て
も
・
機
構
の
内
部
統
制
へ
の
取
組
状
況
に
つ
い
て

た
上
で
監
査
を
実
施
し
、
監
事
監
査
報
告
書

「
内
部
統
制
の
状
況
」
を
重
視
事
項
に
掲
げ

は
、
監
事
監
査
に
お
い
て
も
重
視
事
項
と
し

を
作
成
の
上
、
理
事
長
に
提
出

た
上
で
監
査
を
実
施
し
、
内
部
統
制
（
コ
ン

て
取
り
上
げ
て
監
査
を
実
施
し
、
本
年
度
の

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）
委
員
会
の
運
営
実
績
の
確

内
部
統
制
（
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）
委
員
会

認
、
同
委
員
会
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
対

の
運
営
実
績
と
同
委
員
会
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

す
る
取
組
方
法
及
び
そ
の
効
果
を
検
証
し
、

ン
ス
に
対
す
る
取
組
状
況
を
確
認

監
事
監
査
報
告
書
を
作
成
の
上
、
理
事
長
に
・
法
人
の
長
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
状
況
に
つ
い
て

提
出

は
、
①
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
で
き
る
環
境
整

備 ②
法
人
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
役
職
員
へ
の
周
知

徹
底
③
組
織
全
体
で
取
り
組
む
べ
き
重
要
な
課
題

（
リ
ス
ク
）
の
把
握
・
対
応
等

④
内
部
統
制
の
現
状
把
握
・
課
題
対
応
計
画

の
作
成

⑤
本
部
事
務
所
の
都
内
集
約
化

の
視
点
か
ら
、
理
事
長
の
指
示
事
項
等
の
適

正
性
、
役
職
員
と
の
意
思
疎
通
の
有
無
を
把

握
し
た
と
こ
ろ
、
い
ず
れ
も
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

が
有
効
に
機
能
し
て
い
る
こ
と
を
確
認

５
人
件
費
管
理

・
常
勤
役
員
の
報
酬
及
び
職
員
の
給
与
等
の
支
・
常
勤
役
員
の
報
酬
及
び
職
員
の
給
与
等
の
支
・
常
勤
役
員
の
報
酬
及
び
職
員
の
給
与
等
の
支

給
状
況
（
給
与
水
準
の
適
切
性
）

給
状
況
（
給
与
水
準
の
適
切
性
）

給
状
況
（
給
与
水
準
の
適
切
性
）

„
„

„
・
理
事
長
に
つ
い
て
は
、
行
政
改
革
推
進
本
部

・
当
機
構
の
給
与
等
の
支
給
基
準
の
制
定
・
改
・
当
機
構
の
給
与
等
の
支
給
基
準
の
制
定
・
改

・
総
務
省
行
政
管
理
局
が
提
示
す
る
各
府
省

定
に
当
た
っ
て
は
、
民
間
企
業
に
お
け
る
給

定
に
当
た
っ
て
は
、
民
間
企
業
に
お
け
る
給

事
務
次
官
の
給
与
に
基
づ
く
額
と
比
較
す
る

与
水
準
を
調
査
・
分
析
し
て
作
成
さ
れ
た
人

与
水
準
を
調
査
・
分
析
し
て
作
成
さ
れ
た
人

と
８
３
％
と
な
っ
て
い
る
。

事
院
勧
告
及
び
国
家
公
務
員
の
給
与
制
度
を

事
院
勧
告
及
び
国
家
公
務
員
の
給
与
制
度
を

ま
た
、
常
任
の
理
事
・
監
事
は
、
総
務
省
が

十
分
考
慮
し
実
施
し
て
い
る
。

十
分
考
慮
し
実
施
し
て
い
る
。

公
表
し
て
い
る
独
立
行
政
法
人
の
給
与
水
準

理
事
長
に
つ
い
て
は
、
行
政
改
革
推
進
本
部

理
事
長
に
つ
い
て
は
、
行
政
改
革
推
進
本
部

の
平
均
支
給
額
と
比
較
す
る
と
７
６
％
～
９

・
総
務
省
行
政
管
理
局
が
提
示
す
る
各
府
省

・
総
務
省
行
政
管
理
局
が
提
示
す
る
各
府
省
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２
％
、
職
員
は
、
同
じ
く
独
立
行
政
法
人
の

事
務
次
官
の
給
与
に
基
づ
く
額
と
比
較
す
る

事
務
次
官
の
給
与
に
基
づ
く
額
と
比
較
す
る

平
均
支
給
額
と
比
較
す
る
と
７
９
％
と
な
っ

と
８
１
％
と
な
っ
て
い
る
。

と
７
４
％
と
な
っ
て
い
る
。

て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
下
回
っ
て
い
る
状
況

ま
た
、
常
任
の
理
事
及
び
監
事
並
び
に
職
員

ま
た
、
常
任
の
理
事
・
監
事
及
び
職
員
に
つ

に
つ
い
て
は
、
総
務
省
が
公
表
し
て
い
る
独

い
て
は
、
総
務
省
が
公
表
し
て
い
る
独
立
行

立
行
政
法
人
の
給
与
水
準
の
平
均
支
給
額
と

政
法
人
の
平
均
支
給
額
と
比
較
す
る
と
、
理

比
較
す
る
と
、
理
事
・
監
事
が
８
２
～
９
２

事
・
監
事
が
８
４
～
９
５
％
、
職
員
が
７
８

％
、
職
員
が
７
５
％
で
あ
っ
た
。

％
で
あ
っ
た
。

人
件
費
の
削
減
に
つ
い
て
も
、
前
期
中
期
目

人
件
費
の
削
減
に
つ
い
て
も
、
前
期
中
期
目

標
期
間
の
最
終
年
度
（
平
成
１
７
年
度
）
に

標
期
間
の
最
終
年
度
（
平
成
１
７
年
度
）
に

対
し
２
０
．
０
％
の
抑
制
、
平
成
１
８
年
度

対
し
２
４
．
４
％
の
抑
制
、
平
成
１
８
年
度

～
平
成
２
１
年
度
の
経
過
年
度
平
均
で
５
．

～
平
成
２
２
年
度
の
経
過
年
度
平
均
で
４
．

０
％
の
抑
制
と
な
り
、
大
幅
な
削
減
が
図
ら

９
％
の
抑
制
と
な
り
、
大
幅
な
削
減
が
図

れ
た
。

ら
れ
た
。

・
法
人
の
福
利
厚
生
費
„

・
機
構
に
お
け
る
法
定
福
利
費
は
、
主
に
共
済

組
合
関
係
の
事
業
主
負
担
金
等
が
あ
り
、
法

定
外
福
利
費
は
、
労
働
安
全
衛
生
法
第
６
６

条
に
基
づ
く
職
員
の
健
康
診
断
に
係
る
費
用

及
び
同
法
第
１
３
条
に
基
づ
く
産
業
医
の
管

理
料
の
み
で
あ
る
。

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
経
費
に
つ
い
て
は
、
国

に
お
け
る
同
経
費
の
取
り
扱
い
に
準
じ
、
予

、
、

、
算
の
計
上
執
行
は
行
っ
て
お
ら
ず
ま
た

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動
も
実
施
し
て
い
な

い
。

６
目
的
積
立
金

・
目
的
積
立
金
の
仕
組
み
の
活
用
状
況
（
利
益
・
目
的
積
立
金
の
仕
組
み
の
活
用
状
況
（
利
益
・
目
的
積
立
金
の
仕
組
み
の
活
用
状
況
（
利
益

発
生
要
因
の
分
析
）

発
生
要
因
の
分
析
）

発
生
要
因
の
分
析
）

„
„

„
・
目
的
積
立
金
と
し
て
計
上
す
る
た
め
に
は
、

・
目
的
積
立
金
と
し
て
計
上
す
る
た
め
に
は
、
・
目
的
積
立
金
と
し
て
計
上
す
る
た
め
に
は
、

特
に
法
人
の
経
営
努
力
と
み
な
さ
れ
る
事
例

特
に
法
人
の
経
営
努
力
と
み
な
さ
れ
る
事
例

特
に
法
人
の
経
営
努
力
と
み
な
さ
れ
る
事
例

が
そ
の
申
請
要
件
と
し
て
な
く
て
は
な
ら
な

が
そ
の
申
請
要
件
と
な
ら
な
く
て
は
な
ら
な

が
そ
の
申
請
要
件
と
な
ら
な
く
て
は
な
ら
な

い
。
し
か
し
な
が
ら
、
当
機
構
は
、
業
務
運

い
。
し
か
し
な
が
ら
、
当
機
構
は
、
業
務
運

い
。
し
か
し
な
が
ら
、
当
機
構
は
、
業
務
運

営
の
財
源
を
運
営
費
交
付
金
に
の
み
依
存
す

営
の
財
源
を
運
営
費
交
付
金
に
の
み
依
存
す

営
の
財
源
を
運
営
費
交
付
金
に
の
み
依
存
す

る
法
人
で
あ
り
、
法
人
の
経
営
努
力
に
よ
る

る
法
人
で
あ
り
、
法
人
の
経
営
努
力
に
よ
る

る
法
人
で
あ
り
、
法
人
の
経
営
努
力
に
よ
る

利
益
は
発
生
し
難
い
事
業
構
造
と
な
っ
て
い

利
益
が
発
生
し
難
い
事
業
構
造
と
な
っ
て
い

利
益
が
発
生
し
難
い
事
業
構
造
と
な
っ
て
い

る
。
平
成
２
０
年
度
に
お
い
て
は
、
外
部
要

る
。
平
成
２
１
年
度
に
お
い
て
は
、
外
部
要

る
。
平
成
２
２
年
度
に
お
い
て
は
、
外
部
要

因
に
よ
ら
な
い
法
人
の
自
主
的
な
活
動
に
よ

因
に
よ
ら
な
い
法
人
の
自
主
的
な
活
動
に
よ

因
に
よ
ら
な
い
法
人
の
自
主
的
な
活
動
に
よ

る
利
益
は
発
生
し
な
か
っ
た
た
め
、
目
的
積

る
利
益
は
発
生
し
な
か
っ
た
た
め
、
目
的
積

る
利
益
は
発
生
し
な
か
っ
た
た
め
、
目
的
積

立
金
の
申
請
は
行
わ
ず
、
運
営
費
交
付
金
の

立
金
の
申
請
は
行
わ
ず
、
運
営
費
交
付
金
の

立
金
の
申
請
は
行
わ
ず
、
運
営
費
交
付
金
の

執
行
残
は
剰
余
金
と
し
て
処
理

執
行
残
は
剰
余
金
と
し
て
処
理

執
行
残
は
剰
余
金
と
し
て
処
理

７
本
部
事
務
所
の
移
転

本
部
事
務
所
の
実
態
適
正
化
へ
の
対
応
状
況

・
機
構
法
第
５
条
と
の
関
係
に
お
け
る
実
態
性

・
機
構
法
第
５
条
と
の
関
係
に
お
け
る
実
態
性
・
機
構
法
第
５
条
と
の
関
係
に
お
け
る
実
態
性

の
観
点
で
の
改
善
状
況

の
観
点
で
の
改
善
状
況

の
観
点
で
の
改
善
状
況

„
„

„
・
蒲
田
事
務
所
に
は
、
理
事
及
び
監
事
並
び
に

・
防
衛
省
か
ら
の
指
摘
を
踏
ま
え
、
蒲
田
事
務
・
防
衛
省
独
立
行
政
法
人
評
価
委
員
会
か
ら
２

評
価
・
監
査
役
を
常
駐
さ
せ
、
更
に
、
防
衛

所
に
理
事
長
が
常
駐
す
る
と
と
も
に
、
電
子

か
所
体
制
に
つ
い
て
非
効
率
で
あ
る
旨
指
摘

大
臣
か
ら
の
是
正
措
置
の
求
め
の
趣
旨
を
踏

メ
ー
ル
等
を
活
用
す
る
ほ
か
、
さ
ら
に
Ｏ
Ａ

さ
れ
た
こ
と
、
及
び
、
平
成
２
２
年
４
月
、

ま
え
、
平
成
２
０
年
１
０
月
か
ら
は
理
事
長

シ
ス
テ
ム
を
整
備
し
、
横
浜
事
務
所
と
の
間

防
衛
省
か
ら
本
部
事
務
所
を
東
京
都
内
の
１

も
蒲
田
事
務
所
に
常
駐
し
本
部
機
能
を
強

に
お
け
る
電
子
決
裁
の
導
入
や
文
書
情
報
の

か
所
に
集
約
す
る
よ
う
指
示
を
受
け
た
こ
と

化
。

共
有
化
を
図
る
な
ど
、
本
部
機
能
を
更
に
強

な
ど
を
踏
ま
え
、
同
月
、
本
部
内
に
プ
ロ
ジ

他
方
、
経
費
を
か
け
ず
に
蒲
田
事
務
所
を
横

化
。

ェ
ク
ト
チ
ー
ム
を
設
置
し
、
防
衛
省
、
在
日

田
支
部
内
に
移
転
し
、
企
画
調
整
及
び
監
査

な
お
、
本
部
機
能
の
強
化
等
の
観
点
か
ら
、

米
各
軍
司
令
部
と
の
移
動
に
際
す
る
利
便
性

部
門
を
配
置
す
る
こ
と
に
つ
い
て
も
、
配
置

蒲
田
事
務
所
を
横
田
支
部
内
に
移
転
し
、
企

等
を
考
慮
し
た
移
転
先
地
の
選
定
及
び
調
査

人
員
や
ス
ペ
ー
ス
確
保
等
の
観
点
か
ら
引
き

画
調
整
及
び
監
査
部
門
を
配
置
す
る
こ
と
に

を
行
い
、
防
衛
省
と
の
調
整
を
図
り
つ
つ
、

続
き
検
討

つ
い
て
検
討
し
た
と
こ
ろ
、
費
用
対
効
果
や

平
成
２
３
年
２
月
に
本
部
事
務
所
を
東
京
都

ス
ペ
ー
ス
の
面
で
課
題
が
あ
る
こ
と
な
ど
を

港
区
に
移
転
・
集
約
し
た
。

整
理

な
お
、
経
費
に
つ
い
て
は
、
平
成
２
０
年
２

月
に
実
施
し
た
本
部
事
務
所
移
転
に
よ
る
経

費
削
減
の
効
果
（
賃
借
料
や
地
域
手
当
の
削

減
額
）
を
後
退
さ
せ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、

新
た
な
本
部
事
務
所
に
係
る
賃
借
料
を
抑
制



- -54

し
、
経
費
の
節
減
に
最
大
限
努
め
た
。

契
約
の
適
正
化
本
部
事
務
所
の
運
営
効
率
化

・
本
部
事
務
所
の
機
能
が
２
箇
所
に
分
か
れ
て
・
本
部
事
務
所
の
機
能
が
２
箇
所
に
分
か
れ
・
本
部
事
務
所
の
機
能
が
２
箇
所
に
分
か
れ
て

へ
の
対
応
状
況

い
る
状
況
に
つ
い
て
、
業
務
運
営
の
効
率
化

て
い
る
状
況
に
つ
い
て
、
業
務
運
営
の
効
率

い
る
状
況
に
つ
い
て
、
業
務
運
営
の
効
率
化

の
観
点
で
の
改
善
状
況

化
の
観
点
で
の
改
善
状
況

の
観
点
で
の
改
善
状
況

„
„

„
・
本
部
事
務
所
を
蒲
田
事
務
所
と
横
浜
事
務
所
・
２
か
所
体
制
に
お
け
る
業
務
運
営
に
つ
い
て
・
平
成
２
３
年
２
月
に
本
部
事
務
所
を
東
京
都

と
の
２
か
所
に
置
く
こ
と
と
し
た
体
制
の
業

は
、
電
子
メ
ー
ル
等
を
活
用
す
る
ほ
か
、
さ

港
区
に
移
転
・
集
約
し
た
。

務
運
営
に
つ
い
て
は
、
電
子
メ
ー
ル
等
を
活

ら
に
Ｏ
Ａ
シ
ス
テ
ム
を
整
備
し
、
横
浜
事
務

な
お
、
移
転
・
集
約
前
の
業
務
運
営
に
つ
い

用
し
て
効
率
化
を
図
っ
て
い
る
。

所
と
の
間
に
お
け
る
電
子
決
裁
の
導
入
や
文

て
は
、
電
子
メ
ー
ル
等
を
活
用
す
る
ほ
か
、

な
お
、
主
た
る
事
務
所
を
東
京
都
に
置
く
と

書
情
報
の
共
有
化
を
図
る
な
ど
、
更
な
る
効

Ｏ
Ａ
シ
ス
テ
ム
を
整
備
し
、
電
子
決
裁
の
導

し
た
機
構
法
第
５
条
が
改
正
さ
れ
る
ま
で
の

率
化
を
図
っ
た
。

入
や
文
書
情
報
の
共
有
化
を
行
う
な
ど
業
務

間
の
措
置
で
あ
り
、
速
や
か
な
法
改
正
の
働

運
営
の
効
率
化
に
努
め
た
。

き
か
け
を
実
施
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中期計画以外の業務実績等

１ 契約の適正化

平成１８年度における業務実績

機構における随意契約の適正化については、業務の公共性及び運営の透明性を確保す

るため、

① 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構における契約に関する規則（以下「契

約規則」という ）第２６条に規定している随意契約とすることができる基準を国。

の基準と同水準に見直すことにより一般競争入札の範囲を拡大

② 同規則第２９条の２（随意契約に関する情報の公表）を新たに定め、一定額以上

の随意契約（理由等を含む ）について機構ホームページ上で公表。

することとした。

この結果、機構の契約の締結状況は、機構全ての契約件数に占める随意契約の件数の

割合、機構全ての契約金額に占める随意契約の金額の割合は、平成１７年度に比して平

成１８年度はいずれも大幅に低減し改善された。

、 、さらに 従来競争性がないことを理由として随意契約にしていた一部の契約について

試行的に公募方式を導入し、競争性及び透明性の担保を図った。

平成１９年度における業務実績

独立行政法人の随意契約に関しては、平成１８年３月２９日付け総務省行政管理局長

からの「独立行政法人における随意契約の適正化について（依頼 （平成１８年３月）」

２９日付事務連絡）によって、

① 業務方法書又は会計規程等で随意契約の基準を具体的に規定し、ホームページ上

で公表すること。

② 一定額以上の随意契約について、ホームページ上で個々の契約内容を公表するこ

と。

を要請された。

他方 「独立行政法人整理合理化計画 （平成１９年１２月２４日閣議決定）におい、 」

て、随意契約の見直しに関して、機構が措置するべきものとして、

① 原則として一般競争入札等によることとし、随意契約によることができる限度額

等の基準について、国と同額の基準に設定すること。

② 「随意契約見直し計画」を策定し、競争性のない随意契約を一般競争入札等に移

行させ、競争性のない随意契約の比率を国並みに引き下げること。

③ 一般競争入札等による場合であっても、特に企画競争、公募を行う場合には、真

に競争性、透明性が確保される方法により実施すること。

④ 入札及び契約の実施について、監事による監査、評価委員会による事後評価にお

いて、厳正にチェックすること。

が定められ、機構においても、随意契約の見直し計画を策定した。

また 同計画を実施するため 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構会計規程 以、 、 （

下「会計規程」という ）及び契約規則の内容を見直し、。

① 随意契約の適用の厳格化を図る。

② 新たに「競争入札」の情報を機構ホームページで公表するとともに、従来から公

表している随意契約の情報だけでなく、競争入札の情報についても公表する。

旨の規定を盛り込み、平成１９年度から同計画の実施に取り組むこととし、可能なもの

から一般競争入札及び公募に移行した。

また、平成２０年１月から、競争入札及び随意契約に関する情報を月ごとに機構のホ

ームページ上において公表している。
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平成２０年度における業務実績

当機構の規定において、一部に国の契約基準と異なる規定があったため、以下のとお

り改善 対応した。、

① 緊急の場合以外にも、一般競争入札における公告期間を短縮することができる規

定が設けられていたため、契約規則を一部改正（平成２１年２月１日施行）し、一

般競争入札における公告期間について国と同様の基準とした。

② 上記の改正に併せ、会計規程を一部改正（平成２１年２月１日施行）し、指名競

「 」 、争に付することができる規定のうち 業務運営上必要がある場合 の文言を削除し

国と同様の基準とした。

随意契約見直し計画の実施・進捗状況については、平成２０年度における随意契約の

件数は、７件（前年度１８件）であり、全契約に占める割合は９．５％（前年度２３．

１％）で、件数については、前年度から１１件減少し、金額においては、前年度の５１

７百万円から７０百万円と４４７百万円減少した。件数が減少した主な要因は、同計画

に則り、随意契約から一般競争入札、公募に移行したことによっている。

随意契約によった７件の契約は、いずれも場所が限定され、供給者が一つに特定され

る賃貸借契約（当該契約に付随する契約を含む ）等であり、随意契約によらざるを得。

ないものであった。建物賃貸借契約等については、その性格上、毎年単年度で契約する

ものではなく複数年契約をしており契約更新の時期が違うために、その年によって契約

件数及び金額の増減が生じている。

なお、平成２０年度の契約について、真にやむを得ないもの（建物賃貸借契約等）に

よる随意契約を除き、一般競争入札等による契約とした。

平成２１年度における業務実績

総合評価方式や複数年度契約については、総務省行政管理局長からの「独立行政法

人における契約の適正化について（依頼 （平成２０年１１月１４日付事務連絡）に）」

よって、総合評価方式や複数年度契約に関する規定を設けることについて依頼され、当

機構におけるこれまでの契約実績及び今後の見込み等を勘案の上、他の独立行政法人等

の例を参考としつつ検討を行い、契約規則を一部改正（平成２２年３月３日施行）し、

総合評価方式及び複数年度契約の要件等を規則で明確に定めた。

また、上記に関連して「総合評価落札方式に関する実施要領 「企画競争に関する実」、

施要領」及び「公募に関する実施要領」を新たに定め、具体的な契約手続等について整

備を行った。さらに 「複数年契約に関する実施要領」についても新たに定め、複数年、

契約を締結する場合の手続等についての整備を行った。

同様に、再委託の把握及び一括再委託の禁止係る措置については、総務省行政管理

局長からの「独立行政法人における随意契約の適正化の推進について（依頼 （平）」

成１９年１１月１５日付事務連絡）において所要の措置を講ずるよう要請され、契約規

則を一部改正（平成２２年３月３日施行）し、再委託の把握及び一括再委託の禁止に係

る措置について規則で定めるとともに 「会計事務マニュアル」を平成２２年３月３０、

日に一部改正し、契約書のひな型において措置条項を定めた。

随意契約見直し計画の実施・進捗状況については、平成２１年度における随意契約の

件数は、７件（前年度７件）であり、全契約に占める割合は１４．３％（前年度９．５

％）で、件数については、前年度と同数であったものの、金額においては、前年度の７

０百万円から１６４百万円と９４百万円増加した。金額が増加した主な要因は、横須賀

支部事務所の建物賃貸借契約を複数年契約としたことよっている。

随意契約によった７件の契約は、いずれも場所が限定され、供給者が一つに特定され

る賃貸借契約（当該契約に付随する契約を含む ）等であり、随意契約によらざるを得。

ないものであった。建物賃貸借契約等については、その性格上、毎年単年度で契約する

ものではなく複数年契約をしており契約更新の時期が違うために、その年によって契約
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件数及び金額の増減が生じている。

なお、平成２１年度の契約について、真にやむを得ないもの（建物賃貸借契約等）に

よる随意契約を除き、一般競争入札等による契約とした。

、 「 」他方 平成２１年１１月１７日に 独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて

が閣議決定されたことを受け、機構においても競争性のない随意契約の見直しを更に徹

底するとともに、一般競争入札等についても真に競争性が確保されているかについて点

検・見直しを行うことを目的として、平成２１年１２月１６日に「駐留軍等労働者労務

管理機構契約監視委員会設置要綱」を制定し、監事２名及び外部有識者３名の５名によ

り構成する「駐留軍等労働者労務管理機構契約監視委員会」を設置した。同委員会は、

平成２２年１月２５日に第１回、２月１５日に第２回、３月１５日に第３回をそれぞれ

開催し、競争性のない随意契約及び一般競争入札等について点検・見直しを行い、この

点検結果を踏まえた上で新たに「随意契約等見直し計画」を策定し、主務大臣に提出し

た。

平成２２年度における業務実績

随意契約見直し計画の実施・進捗状況については、平成２２年度における随意契約の

件数は、８件（前年度７件）であり、全契約に占める割合は１４．０％（前年度１４．

３％）で、件数については、前年度より１件、金額においては、前年度の１６４百万円

から３１３百万円と１４９百万円増加した。随意契約の件数及び金額が前年度に比して

増加した主な要因は、本部事務所移転に伴い本部事務所の建物賃貸借契約を複数年契約

としたこと及び本部移転に伴う原状回復工事等によっている。

平成２２年度の８件の契約のうち官報公告掲載契約を除く７件は、いずれも場所が限

定され、供給者が一つに特定される賃貸借契約（当該契約に付随する契約を含む ）等。

であり、随意契約によらざるを得ないものであった。これらの建物賃貸借契約等につい

ては、その性格上、毎年単年度で契約するものではなく複数年契約をしており契約更新

の時期が違うために、その年によって契約件数及び金額の増減が生じている。

なお、平成２２年度の契約について、真にやむを得ないもの（建物賃貸借契約等）に

よる随意契約を除き、一般競争入札等による契約とした。

競争性のない随意契約の実施状況については、次表のとおり。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）件 数 27件 34.2％ 18件 23.1％ 7件 9.5％ 7件 14.3％ 8件 14.0％

387,268千円 517,056千円 70,235千円 164,439千円 313,292千円金 額
（50.0％） （52.8％） （10.5％） （15.7％） （36.1％）

注：１ （ ）内は、当機構における契約に占めるそれぞれの随意契約（少額随意契約

を除く ）の割合である。。

２ 平成１９年度及び平成２２年度は、本部事務所の移転に伴う建物賃貸借契約

（複数年契約）等が含まれる。

以上のように、機構における随意契約の適正化等については、業務の公共性及び運営

の透明性を確保するために 「随意契約等見直し計画」を策定し、競争入札及び随意契、

約について機構ホームページ上において公表するとともに、会計規程及び契約規則を一

部改正し国と同様の基準とした。

また 「駐留軍等労働者労務管理機構契約監視委員会」を設置し、競争性のない随意、

契約及び一般競争入札等について点検・見直しを行うことにより更に競争性の確保及び

契約の透明性が確保され、機構における契約の適正化が図られることとなった。
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２ 保有資産

平成１８年度における業務実績

① 平成１８事業年度中に完成した主要施設等

② 平成１８事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

③ 平成１８事業年度中に処分した主要施設等

は、いずれもなかった。

平成１９年度における業務実績

① 平成１９事業年度中に完成した主要施設等

② 平成１９事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

③ 平成１９事業年度中に処分した主要施設等

は、いずれもなかった。

平成２０年度における業務実績

機構の資産は、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法（平成１１年法律第２１

７号。以下「機構法」という ）第１０条及び附則第６条に規定する業務を実施するた。

めに保有している。その主要な固定資産である土地及び建物は、三沢、座間、岩国、佐

世保及びコザ各支部の事務所敷地及び事務所等があり、これらは平成１４年４月機構発

足時に国から現物出資され、機構の執務室等として有効かつ効率的に使用されている。

なお、

① 平成２０事業年度中に完成した主要施設等

② 平成２０事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

③ 平成２０事業年度中に処分した主要施設等

は、いずれもなかった。

また、主要な固定資産（土地・建物）については、機構職員の執務室等として有効か

つ効率的に使用されており、また「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び

「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」に基づき、年度末において、一定

の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標を基に減損が生じている可

能性の有無を確認したが、減損の兆候はなかった。

平成２１年度における業務実績

那覇支部及びコザ支部については、平成２１年４月１日をもって統合し、沖縄支部と

。 、 、して事務所を嘉手納町に設置した これら旧２支部のうち コザ支部の土地・建物等は

機構発足時に国から出資された機構の財産であり、統合後新事務所（沖縄支部）のみで

業務の遂行上問題ないことを確認し、平成２１年６月２３日をもって以降、機構として

は使用しないことを決定した。

旧コザ支部土地及び建物については、減損を認識し、これらについては、独立行政法

人の不要財産に係る国庫納付等の規定を盛り込んだ改正独立行政法人通則法（平成２２

年５月２１日成立。以下「改正通則法」という ）に基づき、適切に処分することとし。

た。そのため、敷地外周を封鎖するなどして適切に管理した。

なお、

① 平成２１事業年度中に完成した主要施設等

② 平成２１事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

③ 平成２１事業年度中に処分した主要施設等

は、いずれもなかった。

平成２２年度における業務実績

機構の主要な固定資産である土地及び建物は、三沢、座間、岩国及び佐世保各支部の
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事務所敷地及び事務所等があり、執務室等として有効に使用されている。

いずれの支部も所管する米軍施設の近傍に所在しており、米軍や防衛事務所等との連

、 、 、絡・調整の拠点として また 駐留軍等労働者へ様々なサービスを提供する窓口として

距離・交通条件等の利便性にも優れ、機構の諸業務に適した立地条件を有している。

したがって、当該資産は、機構が行うべき種々の業務の執務室等として、有効かつ必

要な資産であることから、引き続き使用していくこととした。

また、旧コザ支部の土地・建物等の処分については、改正通則法に基づき、平成２３

年度中に国庫納付することとし、所要の調整を進めた。

なお、

① 平成２２事業年度中に完成した主要施設等

② 平成２２事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

③ 平成２２事業年度中に処分した主要施設等

は、いずれもなかった。

機構の保有する土地及び建物は、次表のとおり （平成２２年度末現在）。

機構が所有する資産（事務所）

名 称 区 分 面 積

三 沢 支 部 土 地 １，５４８.８０㎡

建 物 （延）４９４.８０㎡

座 間 支 部 土 地 ２，４９５.６２㎡

建 物 （延）８０４.６６㎡

岩 国 支 部 土 地 ７２０.８２㎡

建 物 （延）３６８.２７㎡

佐 世 保 支 部 土 地 １，１５０.１９㎡

建 物 （延）５６５.４４㎡

機構が所有する資産（事務所以外）

名 称 区 分 面 積

旧コザ支部 土 地 １，２７３.４２㎡

建 物 （延）１，０５０.６８㎡

３ 官民競争入札等

独立行政法人整理合理化計画では、機構に対して「機構情報システムに関する機器等

の運用管理業務について民間競争入札を行う」ことが求められ、また、競争の導入によ

る公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下「公共サービス改

革法」という ）に基づく「公共サービス改革基本方針 （平成１９年１２月２４日閣議。 」

決定）おいても「(独)駐留軍等労働者労務管理機構が管理し、運用する機構情報システ

ムに関する機器等の運用管理業務について民間競争入札を行い、平成２２年４月から落

札者による事業を実施する」こととされた。

平成２１年度における業務実績

平成２２年４月から事業を実施するため、民間競争入札の手続等を定めた公共サービ

ス改革法に基づき、平成２１年度当初から内閣府官民競争入札等監理委員会事務局と調

整を始め、官民競争入札等監理委員会入札監理小委員会で行われた審議及びパブリック

コメント、官民競争入札等監理委員会での審議を経て 「独立行政法人駐留軍等労働者、
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労務管理機構の情報システム運用管理業務における民間競争入札実施要項 （平成２１」

年９月２５日）を定め、民間競争入札のための入札公告を行い、落札者を決定し、契約

を締結した。

平成２２年度における業務実績

「公共サービス改革基本方針 （平成２２年７月６日閣議決定）において、平成２２」

年度開始事業は「 独）駐留軍等労働者労務管理機構が管理し、運用する機構情報シス（

テムに関する機器等の運用管理業務について、実施要項等に基づき適切に運営する」こ

、 、 「（ ）ととされ また 平成２２年度開始事業に引き続き平成２３年度開始事業として 独

駐留軍等労働者労務管理機構が管理し、運営する機構情報システムに関する機器等の運

用管理業務について民間競争入札を実施する」こととされた。

平成２２年度開始事業については、実施要項等に基づき適切に運営され、その実施状

況は公共サービス改革法の手続に則り官民競争入札等監理委員会にも報告され、その内

容についても公表されたところである。

また、平成２３年度開始事業についても、平成２２年度開始事業同様、官民競争入札

等監理委員会の審議等を経て「独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の情報システ

ム運用管理業務における民間競争入札実施要項 （平成２２年１１月２２日）を定め、」

入札公告を行い、民間競争入札により落札者を決定し、契約を締結した。

４ 内部統制

□ □□ □□ □(1) コンプライアンス体制の整備

機構における内部統制の検討状況及びコンプライアンス体制の整備状況については、

独立行政法人整理合理化計画において示されている「内部統制・ガバナンス強化に向け

」 、 、た体制整備 中の各項目について 先行する民間企業等の取組状況等も参考にしながら

機構における内部統制の在り方の検討を行ってきた。

しかしながら、機構は、運営費交付金のみの収入によって事業を行っている営利を目

的としない特定独立行政法人であるため、内部統制・ガバナンス強化において示される

各項目すべてを直ちに体制整備の中に取り込むことは、機構の事業内容を勘案すれば、

実情にそぐわない面もあるため、民間企業等の内部統制形式にとらわれない機構独自の

内部統制の在り方を整理すべく模索してきた。

平成２０年度における業務実績

機構におけるコンプライアンス体制の整備について種々検討してきた結果、更なる法

令遵守の強化及び業務の適正化・効率化を図るため、本部管理部長を委員長として、本

部・各支部の指定された職員及び第三者として外部から招請する顧問弁護士を委員とす

る「内部統制（コンプライアンス）委員会」を設置した。

、 、同委員会においては 既に実施されている監事監査及び内部監査の状況も踏まえつつ

定期的に種々の業務マニュアルに則って業務遂行がなされているかを検証し、適正な業

務遂行のチェック体制を強化するとともに、その検証結果を踏まえ、既存業務マニュア

ルの見直しや新たな業務マニュアルの整備を図ることも念頭に置きつつ運営していくこ

ととした。

また、上記の内部統制（コンプライアンス）委員会の運営とは別に、機構職員のコン

プライアンスに対する意識の向上についても、研修等を通じて更なる周知徹底を図って

いくこととした。

なお、倫理行動規定（コンプライアンス・マニュアル等）の策定について、当機構は
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特定独立行政法人であり、役職員の身分については独立行政法人通則法第５１条により

国家公務員となっていることから、一般職に属する国家公務員と同様に、国家公務員倫

理法及び国家公務員倫理規程を遵守し対応している。

平成２１年度における業務実績

平成２１年度の内部統制（コンプライアンス）委員会においては、過去、都県の渉外

労務管理事務所で独自に作成したと思われる業務マニュアル等についての有無の確認作

業を行った後、法令・規則等の改正及び廃止に伴う既存業務マニュアルの見直し・時点

修正作業を実施し、これらのマニュアル等に則って業務が遂行されているかの検証作業

を実施した。

同検証作業に基づいて、平成２２年２月１８日、本部において内部統制（コンプライ

アンス）委員会を開催し、各支部から検証結果についての報告を受けたところ、一部の

支部において業務マニュアル等に則って手続が行われていないなどの事例が数例あった

ことから、委員会として業務マニュアル等に則り適切に実施するよう指導した。

なお、各支部からは、今後、検証作業を行うに当たり検証体制の統一性を図る観点か

ら、検証項目のチェックシートの作成及び新たな業務マニュアルの整備について要望さ

れたことから、今後、順次整備していくことを確認した。

平成２２年度における業務実績

平成２１年度に各支部から検証項目のチェックシートの作成及び新たな業務マニュア

ルの整備について要望されたことを受け、その検証作業を行った結果、業務マニュアル

等に

① 実際の業務に即していない

② 各支部における現場の業務と乖離が一部ある

などの問題点が確認されたことから、チェックシートの作成よりも再度業務マニュアル

等の見直しを最優先に行うこととし、点検作業を行った。

具体的には、業務を遂行する上でコンプライアンス確保の根幹となる業務マニュアル

等について、整備状況等を把握し、業務遂行上における問題点等を洗い出すことと、業

務マニュアル等の整備促進、改正作業の進捗を目的として、本部及び各支部に対し、必

要な改正がなされているか、実際の業務に即した内容になっているか等の観点を中心に

点検作業を実施した。

同点検作業に基づいて、平成２３年３月２３日、本部において内部統制（コンプライ

アンス）委員会を開催し報告を行った。

その内容は、既存の業務マニュアル等について、修正を要するもののうち、既に修正

作業実施済のものがあること、未整備の業務マニュアル等について、現在修正作業中で

あることを報告した。

また、今後、本部及び支部において十分な調整を行いながら、早期に修正作業を進め

ていくこととした。

さらに、総務省「独立行政法人における内部統制と評価に関する研究会」報告書等を

踏まえ、次期中期目標期間のできる限り早期に、内部統制に関する体制及び取組み内容

を検討し、充実・強化を図るとした方針を決定した。

以上のように、今期中期目標期間においては、機構独自の内部統制の在り方の検討を

行い、内部統制（コンプライアンス）委員会を設置した上で、適正な業務遂行のチェッ

クを行ってきたところであるとともに、次期中期目標期間において内部統制の更なる充

実・強化を図ることとしたところである。
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□ □□ □□ □(2) 法人の長のマネジメントに係る体制作りの状況

政独委からの「平成２１年度における防衛省所管独立行政法人の業務の実績に関する

評価の結果についての意見について」において、法人における内部統制の充実・強化を

図るためには、法人の長の指導力が十分に発揮できる体制作りが重要であるとされてい

ることから、法人の長のマネジメントに係る４つの事項、①理事長がリーダーシップを

発揮できる環境整備、②機構のミッションの役職員への周知徹底、③組織全体で取り組

むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等、④内部統制の現状把握とその課題への対

応については、次のとおり体制を整えている。

■ 法人の長のマネジメントに係る体制作りの状況

① 理事長がリーダーシップを発揮できる環境整備

、 、 、 、 、機構が行っている主要業務や懸案事項等について 毎月１回 理事長 理事 監事

各部長及び各課長等が出席する連絡会議を開催し、理事長は、それらの業務の進捗状

況、問題点等を担当課長等から報告させ、対応方針などを直接指示している。

また、毎週１回、理事長、理事、監事及び各部長等による役員等会議を開催し、機

構における重要事項についての意思決定を行うほか、業務全般についての情報・意見

交換等を行っている。

このほか、機構支部の各支部長を集めて本部において開催される支部長会議や支部

担当者を集めて開催される担当者会議等、定期的な会議等を開催することによって、

現場の問題が適宜、理事長に報告されるとともに、本部と各支部との緊急時の連絡網

も整備し、問題が発生した場合は直ちに理事長に報告できる体制を整えている。

このように、定期的に開催する各種会議を設けることによって、理事長は、各部各

課等から業務案件の現状及び今後の対応について説明・報告を受け、当該案件に係る

処理方針を個別具体的に指示している。

② 機構のミッションの役職員への周知徹底

連絡会議、役員等会議において指示、決定された事項については、各部長、課長等

がそれぞれ部署に持ち帰り、各担当者を集めて、その具体的な処理について指示して

いる。また、各支部長に対しても会議資料をその都度送付し、情報の共有と周知を図

っているところである。このほか、本部内各課長等の出席を得て行われる課長等会議

など担当職員が主体となる各種会議を定期的に開催し、連絡会議、役員等会議におい

て決定された事項を具体的に処理するために、各課横断的な調整を行っている。

また、毎年１回～２回程度、支部長会議を開催することによって、機構全体の業務

の把握、情報・意見交換等を行い、本部と各支部との連絡の緊密化を図っている。同

会議において決定された事項については、各支部長がそれぞれ支部に持ち帰り、支部

担当者に会議内容を報告の上、具体的な処理について指示している。

③ 組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等

機構は、駐留軍等労働者の雇入れ、提供、労務管理、給与及び福利厚生に関する業

務を行うことにより、駐留軍等及び諸機関に必要な労働力の確保を図ることを目的と

しており、安定的・継続的な労務提供を阻害する要因（リスク）とは、業務効率性の

低下によって労務提供に係る事務処理の遅滞により、労務提供自体に影響が生じるこ

とであると考えている。これらのリスクの発生を防ぐために機構は、機構職員の業務

遂行が確実になされるよう、労務管理、給与及び福利厚生の各業務ごとに業務マニュ

アル等を作成し、このマニュアル等に則って事務処理を行うよう徹底させることによ

り、適正かつ円滑な業務遂行を担保している。

内部統制（コンプライアンス）委員会は、各支部が業務マニュアル等に則って適正

な業務遂行がなされているかを検証し、改善を要する事例については、委員会が指導

し、また、既存のマニュアル等の見直しや新たなマニュアル等の整備も行っており、

今後、機構におけるリスクの把握、対応等には、同委員会の役割と機能が一層重要に
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なってくるものと考えている。

④ 内部統制の現状把握とその課題への対応

内部統制（コンプライアンス）委員会において課題となった案件については、委員

会終了後、同委員会から理事長に対して報告がなされ、必要に応じて理事長の判断を

仰いでいる。

また、機構の業務処理状況の合規性、正確性及び効率性の観点に立って実施される

内部監査は、内部統制のモニタリングとしての役割も担いつつ、平成２２年度当初に

定めた内部監査監査計画に沿って、本部及び支部の内部監査を実施している。その監

査結果については、当該監査によって洗い出された問題点とその現状、事実関係、被

監査部署に対する指導事項及び改善案等を示した監査報告書を作成し、理事長等に報

告している。

このほか、予算実施計画については、担当課が同計画案を作成の上、理事長の決裁を

得ており、通則法第３８条の規定に基づき作成される財務諸表についても、担当課にお

いて財務諸表等案を作成の上、理事長等へ報告及び内容説明等を行い、了承を得て、防

衛大臣へ提出している。

□ □□ □□ □(3) 内部統制取組状況に係る監事監査の実施状況

監事は、機構の「内部統制の状況」を重視事項に掲げて監査を実施し、内部統制の整

備及び運用状況並びに法人の長のマネジメントについて、監事監査報告書に特に項目を

設けて記述し、理事長に提出している。

監事としては、今後とも機構の内部統制の充実、強化への取組の実態とそれに伴う課

題について、積極的に監査を行っていくこととしている。

■ 内部統制の整備及び運用状況並びに法人の長のマネジメントに留意した監事監査の実

施状況

平成２０年度における業務実績

内部統制の取組状況について その状況を把握すべく 監事監査計画の重視事項に 内、 、 「

部統制の状況」を掲げ、内部統制（コンプライアンス）委員会の設置に係る検討状況、

同委員会の設置及び運営方針について担当者から説明を求め、積極的に把握に努めた。

、 、 。その上で これらの監査結果を盛り込んだ監事監査報告書を作成し 理事長に報告した

監査では、機構は、独立行政法人整理合理化計画において 「独立行政法人における、

監事の在り方を含めた内部統制のあり方について、第三者の専門的知見も活用し、検討

を行う 」とされ、また、行革推進本部・政独委が内部統制の要素（業務の有効性及び。

効率性、財務報告の信頼性、資産保全、リスクマネジメント、法令順守（コンプライア

ンス ）があげたことから、その各項目の中で機構として実施可能な項目について検討）

を行ったこと。さらに、防衛省独立行政法人評価委員会から平成２０事業年度の業務実

績評価において、内部統制に係る評価項目を「コンプライアンス体制の整備」とされた

ことから、機構においては法令遵守（コンプライアンス）体制の整備が検討対象として

適切と判断し、第三者として外部から招請する顧問弁護士を委員とするコンプライアン

ス委員会を設置したことなど、適切に対応していることを確認した。

平成２１年度における業務実績

内部統制の取組状況について その状況を把握すべく 監事監査計画の重視事項に 内、 、 「

部統制の状況」を掲げ、内部統制（コンプライアンス）委員会の運営実績の確認、同委
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員会が実施した業務マニュアルに則った業務の遂行状況の検証作業及び検証結果に対す

る対応状況などのコンプライアンスに対する取組方法及びその効果の確認を行った。そ

の上で、これらの監査結果を盛り込んだ監事監査報告書を作成し、理事長に報告した。

監査では、コンプライアンス委員会の内部統制の取組として、①各支部ごとの既存業

務マニュアルの有無の確認、②既存業務マニュアルの見直しの実施、③業務マニュアル

による業務遂行状況の検証、④委員会における検証結果の報告、⑤今後の検証における

チェックシートの作成と新たな業務マニュアルの整備を順次進めることとしたとの取組

状況を委員会事務局から報告を受け、確認した。

平成２２年度における業務実績

内部統制の取組状況について、その状況を把握すべく、監事監査計画の重視事項に内

部統制の整備及び運用状況並びに法人の長のマネジメントを掲げ、次のとおり監事監査

を実施した。その上で、これらの監査結果を盛り込んだ「監事監査報告書」を作成し、

理事長に報告した。

＜内部統制の整備及び運用状況＞

機構の内部統制への取組状況については、監事監査においても重視事項として取り上

げて監査を実施し、平成２２年度の内部統制（コンプライアンス）委員会の運営実績と

同委員会のコンプライアンスに対する取組状況を確認した。

同委員会では、機構のコンプライアンス確保の根幹となる規則・業務マニュアル等の

整備状況等を把握し、業務遂行上の問題点等を洗い出すことと、業務マニュアル等の整

備促進及び改正作業等の推進を目指して、本部及び各支部において、

① 法改正等に伴い必要な改正がなされているか

② 業務マニュアル等が実際の業務に即した内容となっているか、また、現場の業務

とかい離していないか

③ 業務マニュアル等の中に、業務遂行上必要な手続が網羅されているか

等の観点から点検作業が行われ、平成２３年３月に開催した同委員会において、その結

果が報告がされ、引き続き修正作業を進めていくことが確認された。

他方、機構における内部統制の現状が、業務マニュアルの整備によるコンプライアン

スの確保に特化しており、統制環境やリスクの評価・対応まで踏み込んでいない状況に

あることを踏まえて、今後、内部統制全般についてより充実・強化していくために、機

構の内部統制への取組を見直すこととし、同委員会において、その見直し方針が決定さ

れたところである。

今後は、この見直し方針を踏まえて、機構の内部統制の更なる充実・強化がなされる

ことを期待し、引き続き注視していきたい。

なお、同委員会には、監事もオブザーバーとして出席しており、上記の審議内容等に

ついては、議事進行の上での詳細なニュアンスも含めて把握することができ、機構の内

部統制における同委員会が果たす役割を確認した。

＞＜法人の長のマネジメントの状況

平成２２年１２月に政独委が示した法人の長のマネジメントと監事監査の評価の視点

に基づき、法人の長のマネジメントの状況を把握し、その運営状況を以下のとおり確認

した。

① リーダーシップを発揮できる環境整備

理事長は、役員等会議、連絡会議、支部長会議等重要な会議に出席し、業務案件

の報告を受け、必要な指示を行っている。また、内部統制（コンプライアンス）委

員会等、理事長自ら出席しない会議においても、その内容等については会議終了後

報告を受けている。このように、機構において、理事長のリーダーシップが発揮さ

、 。れる環境にあることは 上記の会議結果及び理事長との直接面談等により確認した

② 法人のミッションの役職員への周知徹底
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理事長は、機構の役割や使命について、上記の会議や機構内グループウェア、Ｌ

ＭＯ（機構広報誌）などを通じて役職員に周知させている。また、各支部に対して

は、連絡会議等で議題となった案件の処理の進捗状況や議事録等を送付し、周知を

図っている。

③ 組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等

理事長は、機構の重要な課題として、駐留軍等労働者への給与遅配や個人情報の

漏えい等のリスクの重要性を認識し、その対応として、機構が運用する「従業員管

理システム」の情報セキュリティ態勢の整備やシステム障害に対するバックアップ

態勢の整備など、機構の特性をよく理解した上で、適宜、リスクの解消に取り組ん

でいる。

④ 内部統制の現状把握・課題対応計画の作成

理事長は、平成２０年度に機構内に内部統制（コンプライアンス）委員会を設置

、 、するに至った経緯をよく理解し その後の機構の内部統制の現状及び課題について

担当職員から適宜報告を受けて、これらの課題へ対応すべく、平成２３年度から始

、 、 。まる中期計画に 内部統制の更なる充実・強化を掲げて 積極的に取り組んでいる

⑤ 本部事務所の都内集約化

本部事務所の都内集約化については、理事長の指示により、本部事務所移転の検

討のためのプロジェクトチームが設置された。このチームによる移転先地の選定、

調査や防衛省との調整等、種々のプロセスを経て、移転が実現するまでの種々の局

面で、理事長の関係者に対する指示の状況等について把握した。

上記の視点から、理事長の指示事項等の適正性、役職員との意思疎通の有無を把握し

たところ、いずれもマネジメントが有効に機能していることを確認した。特に、⑤の本

部事務所の移転問題に関しては、理事長自らが都内集約化の検討を指示し、当該移転問

題を収束させる過程の中で、時には自ら対外的な調整を行うなど、理事長が発揮したリ

ーダーシップは十分に評価されるものであり、法人の長としての適格性を認めるところ

である。

なお、上記内部統制の整備及び運用状況、法人の長のマネジメントについては、監事

監査報告書の中においても、特に項目を設けて記述したところであり、監事としては、

今後も機構の内部統制の充実・強化への取組の実態とそれに伴う課題について、積極的

に踏み込んでいきたいと考えている。

５ 人件費管理

■ 常勤職員の報酬及び職員の給与等の支給状況（給与水準の適切性）

機構は、通則法第２条第２項及び機構法第４条に基づく特定独立行政法人であり、役

職員の身分については通則法第５１条により国家公務員となっている。

このことから、機構の給与等の支給基準の制定・改定に当たっては、民間企業におけ

る給与水準を調査・分析して作成された人事院勧告及び国家公務員の給与制度を十分考

慮し実施している。

機構の中期目標期間中の給与等の支給水準は、理事長については、平成１８年度及び

平成１９年度は総務省が公表している独立行政法人の役職員の給与水準の平均支給額、

平成２０年度から平成２２年度までは行政改革推進本部・総務省行政管理局が提示する

各府省事務次官の給与に基づく額 指定職８号俸 を下回っており また 機構の理事・（ ） 、 、

監事及び常勤職員についても、総務省が公表している独立行政法人の役職員の給与水準

の平均支給額を下回っていた。
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今期中期目標期間の機構における常勤役員の報酬の支給状況及び常勤職員の給与の支

給状況は、次表のとおり。

常勤役員の報酬の支給状況
（単位：千円）

区 分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

理事長 １７，１８１ １９，１２６ １９，２１４ １９，０４６ １７，３７１

理 事 １３，３５６ １２，６９４ － － ５，２０９

理 事 ８３５ １１，９２２ １２，８３５ １２，６３９ １２，６３２

監 事 １１，３７２ １２，７０１ ８，６２１ １２，４８５ １２，４３６

常勤職員の給与の支給状況
（単位：千円）

区 分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

常勤職員 ５，６５６ ５，７６９ ５，８０２ ５，５０８ ５，５６０

注：常勤職員については、平均年間給与額である。

■ 法人の福利厚生費

機構における福利厚生費を法定福利費と法定外福利費に区分すると、法定福利費とし

ては、主に共済組合関係の事業主負担金等があり、法定外福利費としては、労働安全衛

生法第６６条に基づく職員の健康診断に係る費用及び同法第１３条に基づく産業医の管

理料のみである。

、 、 、レクリエーション経費については 国における同経費の取り扱いに準じ 予算の計上

執行は行っておらず、また、レクリエーション活動も実施していない。

６ 目的積立金

今期中期目標期間においては、総利益として１，０１６百万円を計上しているが、利

益の発生要因を分析したところ、経営努力により生じたものではなく、すべて業務執行

上における予算の執行残であった。

このため、目的積立金の申請は行わず、積立金として整理した。

機構は、中期計画の中で通則法第４４条第３項に規定する剰余金（目的積立金）の使

途について定めているものの、目的積立金として計上するためには、その申請要件とし

て、特に法人の経営努力とみなされる事例がなくてはならないとされている。

しかしながら、機構は、業務運営の財源を運営費交付金にのみ依存する法人であり、

法人の経営努力による利益が発生し難い事業構造となっている。

今期中期目標期間においては、外部要因によらない法人の自主的な活動による利益は

発生しなかった。

したがって、この場合、総務省行政評価局の見解 「目的積立金を計上できるのは、※１

経営努力によるもののみであるので、経営努力によらない利益までも目的積立金として

申請すべきとまでは考えていない」に基づいて、目的積立金の申請は行わず、運営費交
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付金の執行残は剰余金 として処理した。※２

防衛省の照会に対しての総務省行政評価局の回答※１

「目的積立金」を計上できるのは、経営努力によるもののみであるので、経営努力によらない利益までも目的積立

金として申請すべきとまでは考えていない 」。

「目的積立金の計画がない場合について 「中期計画に剰余金の使途の記載を行う必要がないもの」と考えると、、

もともと通則法４４条第３項の適用がないので目的積立金についての評価の議論は生じないものと考える （目。

的積立金の計画がない場合、年度の評価にあたっては、当期総利益や利益剰余金がどのような要因に基づいて

発生したかについて把握し評価することになる。)

ただし、財務諸表上は「利益」として処理。※２

７ 本部事務所の移転

■ 機構法第５条との関係における実態性の観点での改善状況

本部事務所については、平成１４年の機構設立以来、東京都港区（愛宕）に置いてい

たが、賃借料の抑制（約１億円の抑制）を図る観点から、平成２０年２月１２日、本部

事務所を東京都大田区（蒲田）及び神奈川県横浜市（みなとみらい）に置き、適切な業

務運営に努めてきた。

その後、防衛省評価委員会から２か所体制について非効率である旨指摘されたこと、

及び、平成２２年４月、防衛省から本部事務所を東京都内の１か所に集約するよう指示

を受けたことなどを踏まえ 平成２３年２月に本部事務所を東京都港区 三田 に移転・、 （ ）

集約した。

なお、東京都港区（愛宕）から、東京都大田区（蒲田）及び神奈川県横浜市（みなと

みらい）への移転によって、大幅な経費の削減が図られてきたが、東京都港区（三田）

への再移転に際しては、この経費削減の効果（賃借料や地域手当の削減額）を後退させ

ることのないよう、新たな本部事務所に係る賃借料を抑制し、経費の削減に最大限努め

た。

本部事務所の機能が２箇所に分かれている状況について、業務運営の効率化の観点で■

の改善状況

平成２３年２月に本部事務所を東京都港区に移転・集約した。

なお、移転・集約前の業務運営については、電子メール等を活用するほか、ＯＡシス

テムを整備し、電子決裁の導入や文書情報の共有化を行うなど業務運営の効率化に努め

た。



第５章 中期目標期間における財務情報
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中期目標期間における財務情報

１ 中期目標期間における予算の執行について

平成１８年度から平成２２年度までの５年間における機構の中期計画予算の収入につ

いては、国から交付される運営費交付金及び国との間の受託契約の締結による受託収入

により構成されている。また、当該収入を財源とする支出については、基地従業員関係

費、機構運営関係費及び受託経費により構成されている。

基地従業員関係費とは、駐留軍等労働者の福利厚生施策に係る経費であり、機構運営

関係費とは、人件費と物件費で構成され、機構の役職員の給与及び事務所の賃借料並び

に従業員の労務管理、給与及び福利厚生のための管理システムに係る経費など機構を運

営するために必要となる経費である。受託経費とは、駐留軍等労働者の雇用主として国

が実施しなければならない保健及び安全の保持に関する業務等のうち、国自ら実施する

必要のない事務に関し、機構と国との間で受託契約を締結して機構が実施する受託事業

に係る経費である。

なお、受託事業については、平成１８年４月以降、国（防衛施設庁）が直接実施する

こととなったことから、収入及び支出の決算額はないものとなっている。

これらの経費の抑制については、中期目標の「第２ 業務運営の効率化に関する事項」

の中に「人件費（退職手当を除く。）を含む機構運営関係費について、前期中期目標期

間の最終年度（平成１７年度)を基準として、中期目標期間の最終年度（平成２２年度）ま

でに１５％の縮減を図ること。ただし、新規に追加されるもの、拡充分は除く。」と定

められており、これに基づき、各年度平均して人件費４％以上、物件費２％以上の抑制

を図り、所期の目標を達成した。
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２ 中期計画予算と決算の比較

平成１８年３月に主務大臣から認可を受けた中期計画予算と、平成１８年度から平成

２２年度までの５年間の中期目標期間全体の決算額を比較してみると、収入については、

２，５０１百万円の減額、支出については、３，５１５百万円の減額となっている。

当該差額の内訳は、次の表に示すとおりであるが、受託事業について平成１８年４月

以降、国（防衛施設庁）が直接実施することとなったこと、及び各年度における効率的

な執行の結果発生した残額等によるものであり、以下、収入及び支出別に中期計画予算

との差額の主な要因をみてみる。【表１】

【表１】中期目標期間における予算、決算等の状況

（単位：百万円）

左 記 内 訳
区 分 中期計画 年度計画 決算額計 中期計画予算

予 算 額 予算額累計 ・決算額差額 中期計画・ 年度計画・
年度計画差額 決算額差額

収 入 (a) (b) (c) (c)-(a) (b)-(a) (c)-(b)

運営費交付金 20,261 19,404 19,404 △ 857 △ 857 -

受託収入 1,678 336 - △ 1,678 △ 1,343 △ 336

その他の収入 0 0 34 34 - 34

収入計 21,939 19,740 19,438 △ 2,501 △ 2,200 △ 302

支 出 (a) (b) (c) (c)-(a) (b)-(a) (c)-(b)

基地従業員 3,401 3,075 2,826 △ 575 △ 327 △ 249
関係費

機構運営 16,860 16,393 15,598 △ 1,261 △ 467 △ 794
関係費

受託経費 1,678 336 - △ 1,678 △ 1,343 △ 336

支出計 21,939 19,803 18,424 △ 3,515 △ 2,136 △ 1,379

注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

(1) 収入

中期目標期間全体としては、中期計画予算２１，９３９百万円に対し、収入の決

算は１９，４３８百万円であり、２，５０１百万円の収入減となった。

その内訳は、交付される機構の運営形態が独立採算制を前提するものでなく、そ

のほとんどを国から交付される運営費交付金で賄っており、その運営費交付金の収

入の減として８５７百万円、及び駐留軍等労働者の雇用主として国が実施しなけれ

ばならない事務のうち、国自ら実施する必要のない事務に関する受託事業の受託収

入の減として１，６７８百万円となっている。

なお、その他の収入については、各年度に発生した剰余金を通則法第４７条に規

定されている余裕金の運用の趣旨を踏まえ、銀行へ定期預金として預けたことによ

る受取利息が主である。【表２】
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【表２】中期計画予算と決算の各年度比較

（単位：百万円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度
区 分

中期計画 決 算 中期計画 決 算 中期計画 決 算

( -) ( 3) (△286)
運営費交付金

4,307 4,307 4,181 4,184 4,053 3,768

(△336) (△336) (△336)
受 託 収 入

336 - 336 - 336 -

( 6) ( 14) ( 6)
その他の収入

0 6 0 14 0 6

(△329) (△319) (△616)
計

4,643 4,314 4,517 4,198 4,389 3,773

平成２１年度 平成２２年度 中期目標期間
区 分

中期計画 決 算 中期計画 決 算 中期計画 決 算 差 額

(△271) (△304)
運営費交付金

3,927 3,657 3,792 3,488 20,261 19,404 △ 857

(△336) (△336)
受 託 収 入

336 - 336 - 1,678 - △1,678

( 5) ( 4)
その他の収入

0 5 0 4 0 34 34

(△602) (△636)
計

4,263 3,661 4,128 3,492 21,939 19,438 △2,501

注：１ 計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

２ 上段の( )書きは、中期計画と決算の差額である。

① 運営費交付金の算定※

運営費交付金の算定方法については、いわゆる「ルール方式」を採用し、各年

度の予算編成の過程において消費者物価指数等を具体的に決定し、運営費交付金

を算定している。

中期計画における運営費交付金の算定については、効率化係数を人件費０．９

６、物件費０．９８として計算しており、前年度に対し人件費は効率化△４％、

物件費は効率化△２％で推移する仮定となっている。

※ 運営費交付金の算定ルール

・ 毎事業年度における運営費交付金は、次の構成による。

運営費交付金＝機構運営関係費（人件費＋物件費）＋基地従業員関係費

・ 毎事業年度の運営費交付金は、次により算定される。

人件費＝（直前の事業年度における基本給等予算額×Ａ１）＋（直前の事業年度における基本給等のうち、昇給

の影響を受けるもの×Ｂ）±Ｃ±Ｄ

基本給等＝基本給＋諸手当＋超過勤務手当＋共済組合負担金＋児童手当拠出金

物件費＝直前の事業年度における予算額（特殊要因増額分を除く。）×Ａ２×Ｅ±Ｄ

基地従業員関係費＝直前の事業年度における予算額×Ｅ±Ｄ

注：１ Ａ１は、人件費の効率化係数であり、中期目標の期間中、前年度比４％の効率化を図る。

２ Ａ２は、物件費の効率化係数であり、中期目標の期間中、前年度比２％の効率化を図る。

３ Ｂは、昇給原資率

４ Ｃは、給与改定分（俸給のベースアップ分＋俸給以外の改定分）

５ Ｄは、特殊要因増減

６ Ｅは、消費者物価指数であり、前年度における実績値を考慮

７ 人件費の特殊要因増減の中には、退職手当、休職者・派遣者給与、公務災害補償費が含まれる。
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② 運営費交付金の各年度比較

運営費交付金の中期計画予算全体と年度計画予算の累計額を比較すると、基地

従業員関係費については、平成１９年度に疾病予防等事業を取りやめた（平成２

０年度から成人病予防健康診断として実施）ほか、教養文化活動の平成２０年度

以降未実施（予算の執行を伴わないレクリエーション活動等は平成２１年度以降

も引き続き実施している）等の影響もあり、中期計画予算に比べ３２７百万円の

減額となっている。

また、機構運営関係費については、平成２０年２月に実施した本部事務所の移

転により建物等賃借料を削減したことなどにより中期計画予算に比べ５３０百万

円の減額となっており、合わせて８５７百万円の減額となっている。【表３】

【表３】運営費交付金の各年度比較

（単位：百万円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度
区 分

中期計画 年度計画 中期計画 年度計画 中期計画 年度計画

基地従業員関係費計 ( -) (△ 23) (△ 79)
680 680 680 658 680 601

前年度予算額 - - 680 680 680 658

消費者物価指数影響額 - - - △ 2 - -

機構運営関係費からの振替 - - - - - -

その他増減額 - - - △ 20 - △ 57

機構運営関係費計 ( -) ( 25) (△207)
3,627 3,627 3,501 3,526 3,373 3,167

前年度予算額 - - 3,627 3,627 3,501 3,526

給与改定 - - - 21 - 29

効率化係数相当額 - - △ 124 △ 124 △ 120 △ 121

消費者物価指数影響額 - - - △ 3 - -

基地従業員関係費への振替 - - - - - -

その他増減額 - - △ 2 5 △ 8 △ 268

( -) ( 3) (△286)
運営費交付金合計 4,307 4,307 4,181 4,184 4,053 3,768

平成２１年度 平成２２年度 中期目標期間
区 分

中期計画 年度計画 中期計画 年度計画 中期計画 年度計画 差 額

基地従業員関係費計 (△113) (△113)
680 568 680 568 3,401 3,075 △ 327

前年度予算額 680 601 680 568 - - -

消費者物価指数影響額 - 2 - - - 0 0

機構運営関係費からの振替 - - - - - - -

その他増減額 - △ 36 - - - △ 113 △ 113

機構運営関係費計 (△158) (△191)
3,247 3,089 3,112 2,921 16,860 16,329 △ 530

前年度予算額 3,373 3,167 3,247 3,089 - - -

給与改定 - 3 - △ 45 - 8 8

効率化係数相当額 △ 115 △ 110 △ 111 △ 108 △ 471 △ 463 8

消費者物価指数影響額 - 3 - - - 0 0

基地従業員関係費への振替 - - - - - - -

その他増減額 △ 11 27 △ 24 △ 15 △ 45 △ 252 △ 207

(△271) (△304)
運営費交付金合計 3,927 3,657 3,792 3,488 20,261 19,404 △ 857

注：１ 計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

２ 上段の( )書きは、中期計画と年度計画の差額である。
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(2) 支出

中期目標期間全体としては、中期計画予算２１，９３９百万円に対し、決算額は

１８，４２４百万円であり、３，５１５百万円の減額となった。

この内訳は、駐留軍等労働者の雇用主として国が実施しなければならない事務の

うち、国自ら実施する必要のない事務に関する受託事業の受託経費の減として１，

６７８百万円、及び平成２０年２月に実施した本部事務所の移転により建物等賃借

料を削減したこと、また、各種経費の計画的・効率的執行と地道な節約努力などに

より中期計画予算に比べ１，８３７百万円の減額となっている。【表４】

【表４】中期計画予算と決算の各年度比較

（単位：百万円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度
区 分

中期計画 決 算 中期計画 決 算 中期計画 決 算

(△ 50) (△ 88) (△ 161)
基地従業員関係費

680 630 680 592 680 519

(△237) (△ 58) (△ 296)
機構運営関係費

3,627 3,390 3,501 3,443 3,373 3,077

(△336) (△336) (△ 336)
受託経費

336 - 336 - 336 -

(△622) (△481) (△ 793)
計

4,643 4,021 4,517 4,035 4,389 3,596

平成２１年度 平成２２年度 中期目標期間
区 分

中期計画 決 算 中期計画 決 算 中期計画 決 算 差 額

(△ 136) (△140)
基地従業員関係費

680 544 680 541 3,401 2,826 △ 575

(△ 318) (△353)
機構運営関係費

3,247 2,928 3,112 2,759 16,860 15,598 △1,261

(△ 336) (△336)
受託経費

336 - 336 - 1,678 - △1,678

(△ 790) (△828)
計

4,263 3,472 4,128 3,300 21,939 18,424 △3,515

注：１ 計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

２ 上段の( )書きは、中期計画と決算の差額である。
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① 中期計画予算と年度計画予算の比較

中期計画予算と年度計画予算を比較すると、基地従業員関係費については、疾

病予防等事業を平成１９年度で取りやめた（平成２０年度から成人病予防健康診

断として実施）ほか、教養文化活動の平成２０年度以降未実施（予算の執行を伴

わないレクリエーション活動等は平成２１年度以降も引き続き実施している）等

の影響もあり、中期計画予算に比べ３２７百万円の減額となっている。

機構運営関係費については、平成２０年２月に実施した本部事務所の移転によ

り建物等賃借料を削減したことなどにより中期計画予算に比べ４６７百万円の減

額となっている。

また、受託事業について平成１８年４月以降、国（防衛施設庁）が直接実施す

ることとなったことにより、受託経費は中期計画予算に比べ１，３４３百万円の

減額となっている。【表５】

【表５】中期計画予算と年度計画予算の各年度比較

（単位：百万円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度
区 分

中期計画 年度計画 中期計画 年度計画 中期計画 年度計画

( -) (△ 22) (△ 79)
基地従業員関係費

680 680 680 658 680 601

( -) (25) (△143)
機構運営関係費

3,627 3,627 3,501 3,526 3,373 3,230

( -) (△336) (△336)
受託経費

336 336 336 - 336 -

( -) (△333) (△558)
計

4,643 4,643 4,517 4,184 4,389 3,831

平成２１年度 平成２２年度 中期目標期間
区 分

中期計画 年度計画 中期計画 年度計画 中期計画 年度計画 差 額

(△113) (△113)
基地従業員関係費

680 568 680 568 3,401 3,075 △ 327

(△158) (△191)
機構運営関係費

3,247 3,089 3,112 2,921 16,860 16,393 △ 467

(△336) (△336)
受託経費

336 - 336 - 1,678 336 △1,343

(△606) (△639)
計

4,263 3,657 4,128 3,488 21,939 19,803 △2,136

注：１ 計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

２ 上段の( )書きは、中期計画と年度計画の差額である。
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② 年度計画予算と決算の比較

基地従業員関係費については、制服等の一般競争入札による本部一括調達の実

施や契約に当たっての入札残等の、いわゆる執行残により２４９百万円の減額と

なっている。

機構運営関係費については、平成２０年２月に実施した本部事務所の移転によ

り建物等賃借料を削減したこと、また、各種経費の計画的・効率的執行と地道な

節約努力などにより７９４百万円の減額となっている。

また、受託事業について平成１８年４月以降、国（防衛施設庁）が直接実施す

ることとなったことにより、受託経費は３３６百万円の減額となっている。

【表６】

【表６】年度計画予算と決算の各年度比較

（単位：百万円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度
区 分

年度計画 決 算 年度計画 決 算 年度計画 決 算

(△ 51) (△ 66) (△ 82)
基地従業員関係費

680 630 658 592 601 519

(△237) (△ 83) (△153)
機構運営関係費

3,627 3,390 3,526 3,443 3,230 3,077

(△336) ( -) ( -)
受託経費

336 - - - - -

(△622) (△149) (△235)
計

4,643 4,021 4,184 4,035 3,831 3,596

平成２１年度 平成２２年度 中期目標期間
区 分

年度計画 決 算 年度計画 決 算 年度計画 決 算 差 額

(△ 24) (△ 27)
基地従業員関係費

568 544 568 541 3,075 2,826 △ 249

(△161) (△162)
機構運営関係費

3,089 2,928 2,921 2,759 16,393 15,598 △ 794

( -) ( -)
受託経費

- - - - 336 - △ 336

(△184) (△189)
計

3,657 3,472 3,488 3,300 19,803 18,424 △1,379

注：１ 計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

２ 上段の( )書きは、年度計画と決算の差額である。
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３ 収支計画、資金計画及び実績

収支計画、資金計画及び実績については、次の表のとおりである。

なお、中期目標期間における収支計算及び実績（損益計算書）のうち、総利益１，０

１６百万円については、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法（平成１１年法律

第２１７号）第１１条第３項及び独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的な事

項に関する政令（平成１２年政令第３１６号）第７条の規定に基づき、国庫へ納付する

こととしている。

中期目標期間における収支計画及び実績（損益計算書）

（単位：百万円）

左 記 内 訳
区 分 中期計画 年度計画 実績累計 中期計画・

全 体 累 計 実績差額 中期計画・ 年度計画・
年度計画差額 実績差額

費用の部 22,443 20,006 18,520 3,923 2,437 1,486

経常費用 22,443 20,006 18,459 3,984 2,437 1,547

基地従業員関係費 3,401 3,075 2,815 586 326 260

受託業務費 1,678 336 0 1,678 1,342 336

物件費 4,378 3,999 3,035 1,343 379 964

人件費 12,482 12,394 11,967 515 88 427

減価償却費 504 203 625 △ 121 301 △ 422

財務費用 0 0 17 △ 17 0 △ 17

臨時損失 0 0 61 △ 61 0 △ 61

収益の部 22,443 19,943 19,536 2,907 2,500 407

経常収益 22,443 19,943 19,534 2,909 2,500 409

運営費交付金収益 20,261 19,404 19,053 1,208 857 351

受託収入 1,678 336 0 1,678 1,342 336

寄付金収益 0 0 0 0 0 0

資産見返運営費交付金戻入 498 198 441 57 300 △ 243

資産見返物品受贈額戻入 6 5 7 △ 1 1 △ 2

財務収益 0 0 19 △ 19 0 △ 19

雑益 0 0 14 △ 14 0 △ 14

臨時利益 0 0 2 △ 2 0 △ 2

純利益 0 △ 63 1,016 △ 1,016 63 △ 1,079

目的積立金取崩額 - - - - - -

総利益 0 △ 63 1,016 △ 1,016 63 △ 1,079

注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。



- 77 -

中期目標期間における資金計画及び実績（キャッシュ・フロー計算書）

（単位：百万円）

左 記 内 訳
区 分 中期計画 年度計画 実績累計 中期計画・

全 体 累 計 実績差額 中期計画・ 年度計画・
年度計画差額 実績差額

資金支出 21,939 19,803 24,479 △ 2,540 2,136 △ 4,676

業務活動による支出 21,939 19,803 18,961 2,978 2,136 842

投資活動による支出 0 0 5,277 △ 5,277 0 △ 5,277

財務活動による支出 0 0 241 △ 241 0 △ 241

次期中期目標期間への繰越金 0 0 0 0 0 0

資金収入 21,939 19,740 24,487 △ 2,548 2,199 △ 4,747

業務活動による収入 21,939 19,740 19,580 2,359 2,199 160

運営費交付金収入 20,261 19,404 19,404 857 857 0

受託収入 1,678 336 0 1,678 1,342 336

その他の収入 0 0 176 △ 176 0 △ 176

投資活動による収入 0 0 4,907 △ 4,907 0 △ 4,907

財務活動による収入 0 0 0 0 0 0

前期中期目標期間よりの繰越金 0 0 0 0 0 0

資金増加額 0 △ 63 8 △ 8 63 △ 71

資金期首残高 0 0 3,080 △ 3,080 0 △ 3,080

資金期末残高 0 0 3,089 △ 3,089 0 △ 3,089

注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。
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